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巻 頭 冤

ア ジ ア 環 境 ・エ ネ ル ギ ー パ ー トナ ー シ ッ プ の 推 進

佐 村 秀 夫 陛 霧 業技樵 協会)
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アジア地域でのエネルギ濡 給の急拡大 と深刻イヒする地球環境問題への対応が 彰

喫緊の政策課題であることはい うまで もない。こうした問題 に対応するため,我 彰

が国が,ア ジア圏での新エネルギー倉旺出のためのプラスサム,例 えば,再 生可育旨 彰

エ ネルギーに関する技術 磯 器.シ ステム.評 価分析手法の開発や市場創造に貢 彰

献す ることは地政学的にも必然 といえよう。 彰

新エネルギーの創出とともに,環 境対策や纏 業創出を同時に実現することが 彰

アジアのサステイナブル成長の実現 に向けた最大の課題 となろうが,よ り躰 的 彰

灘1熱1驚ll㌶
ろであ り・ この ための醜 研 の コア コン ピタンス としては次 の4項 目が挙 げ られ 彰

よ う 。

(1)再 生可能エ ネルギ ーや燃料電池等 の分散 型エ ネルギー ネ ッ トワー クの構築 ・

運用技術

彰

彰

彰

彰

(2)環 境 ・エネルギ擾 位性,低 蹴 負荷 を提供する鞠 的製造プ・セス ・材料 彰

技術

(3)輸 送 ・民生部 門のエ ネルギー効率化 ・環境対 応技術(ク リー ン燃料,エ ンジ

ンお よび排 ガスCO2排 出削減)

(4)ラ イフ ・サ イクル ・アセス メ ン ト(LCA)

産総研 の認定技術 移転機 関 と しての機 能 を有 す る当協 会 におい て も,直 接 的 に

はア ジア諸 国へ の環境 ・エ ネルギ ー技術 の技術移転 を通 じ,ま た,間 接 的には産
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総研 とアジア諸 国の研 究機関への連携等 を通 じ,こ うした課題 に積極 的 に関与 し

てゆ きたい と考 えてい る。

具 体 的 な ア ク シ ョン と して は,共 同 研 究 契 約 やMOU(Memorandumof

Understanding)提 携 をは じめ とす る相手 国 とのバ イ ・マ ルチの ワー クシ ョップ等

によ り,産 総研 コアコンピタ ンス の統合 や技術 要素,お よび相手 国のそ れ らを明

確化 し,こ れ を踏 まえた役 割分担 と中期 的 なシナ リオを相手 国 と一緒 に描 き,相

互補完 的 なパ ー トナー シ ップによる実験 的 プロジェク トを推進す る こ とが あげ ら

れ る。そ の為 に重 要 な視 点 は,ア ジア諸 国が,最 適 な関連技術 の統合 に よる事業

コンセ プ トの構築 とそれ を担 う人材 のネ ッ トワーク化,お よび優 秀 な人材確保 の

ハ ブ化 を主体 的 に担 い,欧 米 に先駆 けて アジアにおける標準化 を図 るこ とであろ

う。 さらに,実 験 プロジェク トの成果 は各 国 の実情 に即 してア レンジ しつ つ,そ

の他 の アジア諸 国 に広域 に展 開 させ てい く。 また,現 有お よび将 来生み 出 される

研究成果 や知的財産権等 について は,産 業界 との連携 を強 め,ア ジア市場創 出 に

向けて具体 化す る ことが必要であ ろ う。 産総研 においては,そ の強み である環境

調和技術,省 エ ネ技術,経 済生産性 を勘 案 した技術 のシステム化 や評価技術,規

格標準化 につ いて政府 レベルのチ ャ ンネル と連携 しつつ,ア ジア圏 にお ける ソフ

ト政策支援 を積極 的 に行 い,環 境 ・エ ネルギ ー産業創 出のイニ シアチ ブを とる こ

とが望 まれ る。具体 的には 「化 学物 質 リス ク/LCA/温 暖化等評価 対策技術 の融

合」,「分散 型エ ネルギー源の効率的利用 シス テム」,「環境改善 とエ ネルギー効 率

を両立 させ るク リー ン燃料 ・エ ンジ ン ・イニ シアテ ィブ」 な どに大 きな期待 が持

たれる ところであ る。

実験 的 プロジェク トと しての一例 には 「バ イオマス ・アジア」 が ある。言 うま

で も無 く,ア ジアはバ イオマス資源が豊富 であ り,収 集や輸送 の面で も有利 であ

る。 このバ イオマ ス資源 を利用 して,エ ネルギ ーの多様化 と省 エ ネお よびバ イオ

マス ・マテ リアルの市場 導入 を図 るこ とは経 済的 に も有利 とい え,か つ地域社 会

の発展 にも貢献す る ことがで きよう。 また,バ イオマ スの増産,森 林再生,砂 漠

緑化等 を併せ て推進 す る ことによ り,環 境負 荷 の低 減 を図る こ とも期待 され る。

2005年1月 には,我 が国 において,ア ジア諸 国 の研究機 関,農 水 省 関連 の研 究機i

関お よび産総研 が 「バ イオマス ・アジア」 の国際 ワークシ ョップを開催 した。 タ

イで 開催 した第2回 を経 て,本 年2006年11月 には第3回 の ワー クシ ョップ を開催

す る計画 であ り,ア ジア諸 国 との ネ ッ トワー ク構築 と国際共 同 プロジェ ク トの立

ち上 げ を進 めてい る。今後 は これ らの成果 をさ らに発展 させ,真 のパ ー トナー シ

ップを基礎 に,市 場創 出 と同時 にエ ネルギー ・グローバ ルセキ ュ リテ ィー を も視

野 に入れ た活動 を期待 している。当協 会 と して も,産 総研 におけ る こう した活動

を支援 しつつ アジア環境 ・エネルギーパ ー トナーシ ップを推進 してゆ きたい。
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地球温暖化問題

メカニズム不明がネックの温暖化対策

秋 山 エ ネルギ ー需給 に関 して は2030年 ぐら

い までの色 々 な見通 しや問題分析 の レポー ト

が 多数 出 されて い ます。資 源エ ネ ルギ ー庁 の

2030年 までの需 給見 通 しで は,人 口が 減 り,

経 済活動 もそ う伸 び ないため に,わ が 国のエ

ネルギ ー需 要 は,2021年 に4億3,200万 々4(石

油換 算)で ピー ク を打つ だ ろ うと され てい ま

す 。一 方,エ ネルギー 関連 の 国際情 勢 を見 ま

す と,ロ シア による ウクラ イナへ の ガス供 給

停 止 で,エ ネル ギーセ キュ リテ ィへ の 関心 が

非 常 に高 ま って い ます。 その流 れ の 中で原 子

力 もル ネ ッサ ンス(復 興)に 沸 い てい ます。

こう した こ とを背景 に,最 近 の地球 温暖化 問

題 につ いて の先生 の ご認識,ご 意見 をお 聞か

せ下 さい。

芦田 環境問題の中で一番大 きなものは地球

温暖化 問題だ と思います。 と言いますのは,

メカニズムがはっきりしないために対策が講

じに くいか らです。オゾン層 の破壊はメカニ

ズムがはっきりしているので,対 策 を打って

います。残念なが ら,地 球温暖化については,

炭酸 ガスやメタンガスなどの温暖化 ガスが増

えれば,傾 向として気温が上昇するとい うの

は分かっているのですが,排 出量が どの ぐら

い増 えれば気温が どの ぐらい上昇するのかが

はっきりしません。気温上昇の原 因には太陽

の11年 周期等の黒点活動の活動変化が挙げ

られます。それによる気温変動 と炭酸 ガス等

が増えることによる気温変動 とで,ど ちらが

大 きくなっているか という辺 りのメカニズム

がまだはっ きりしません。 ここが,地 球温暖

化問題の一番複雑 なところだと思い ます。確

かに、炭酸 ガスが増えると温暖化が進む傾向

にあ ります。今現在の炭酸ガスの増加 という

芦 田 譲 氏

(京都大学大学院工学研究科教授)

の は異常 な もので,今 まで地球が経 験 した こ

との ない よ うな急激 な増加 が見 られ ます。 だ

か ら,そ れ に よる地 球 か らの反応 が どうなる

か予 測 で きない とい う ようなこ とは非常 に危

険 なこ とだ と思 い ます。

秋 山 問題 の実態 が完全 にク リアで ない うえ

に,予 測 される影響 が相 当深刻 だ とい う中で

「気候 変動 に関す る政府 間パ ネル(IPCC)」 が

国際的 に専 門家 を集 め て分析 を して,参 考 に

なる認識 を レポ ー トに まとめ てい ます 。 それ

と,私 の個 人 的 な印象 なのです が,メ カニズ

ムは よ く分 か らない けれ ども結 果が か な り深

刻 だ とい う問題 につい ては,「 転 ばぬ先 の杖 」

で,よ り悲観 的 に見 ておけ ばいい とい う姿 勢

で取 り組 むべ きだ と思 ってい ます。 地球温 暖

化 問題 に取 り組 む ことは,非 常 に重 要 だ と言

えます ね。

芦田 現在の我 々は先祖か らず っと,地 球が

蓄えて きた化石資源 を利用 して文明を開いて

きているわけです。これを,地 球環境の破壊

問題,あ るいは汚染問題 とい う負 の遺産 とし

て子孫 に残すべ きではない という観点か ら地

球環境問題を考えるべ きだと思います。

秋山 温暖化物質の排出抑制 について色々な
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取 り組みがあ ります。IPCCは 制度的な取組み

です し,当 研究所は技術が主体ですか ら,技

術面での取組み,大 学では教育 とい う取組み

があるわけです。現状で温暖化 も含 めた環境

問題 について,ま だまだ努力が欠落 している

ところはあ りますか。

芦 田 地球温 暖化 問題 は,地 球全体 の問題 で

す か ら,一 国,あ るい は一地域 だけ で対 策 を

練 って も意味 が あ りませ ん。 そ うい う意味 で

は,「 中国人 だ,日 本 人だ,ア メリカ人 だ」 な

んて言 っている場 合ではな く,「我 々は地球 人」

とい う考 え を持 って,地 球規模 で取 り組 んで

いか ない と非 常 に難 しいので はないか と思 い

ます。 地球環 境問題 とい うの は利 害得失 が あ

ります 。森林破 壊 の問題 につい て も,例 えば

イ ン ドネ シア とか に行 って 「木 を伐 採 す る と

森林 破壊 にな るか らや めろ」 とい って も,彼

らは 日々家族 が どう して食 ってい くか とい う

のが問題 で、 地球温 暖化 問題 とい うの は視野

に入 ってい ない と言い ます。彼 らに 「も とも

と計画 的 に焼 き畑農業 とか をや ってい たのに,

日本 や ア メ リカが,パ ルプの ため に森林 破壊

を させ い る じゃないか」 と言 われ る とど うし

よ うもないわけです。

だか ら共通認識 に立 って コンセ ンサ ス を作 っ

てい くことが 非常 に大切 なのです 。気候 変動

枠組 条約締 約 国会議(COP)だ とか地 球規模

に立 って利 害得 失 を調整 す る ものが なけれ ば

い けませ ん。「地球 に優 しい」 な どとい う考 え

は,と んで もない考 えで す。我 々,あ んま り

地球 に優 しい こ とは していないわけです ので,

そ うい う思 い上 が っ た考 え を持 って い る と,

地球か らとんで もない しっぺ返 しを受 ける と。

地球 は人類 が滅 亡 して も痛 くも痒 くもない の

ですが,人 間 に とって は地球 が滅 び た らど う

しよう もない。 そ うい う観点が必要 です 。

秋山 日々の新聞やニュースを見る限 りでは,

個々の地域の利害が絡むために,環 境問題へ

の共通の取 り組みが進 まないとい う事例があ

ります。 また,国 際的 に大 きく見 て も,先 進

国 と途 上 国 とで は温 暖化 問題 に対す る規制 の

か け方 な どで意見 の違 いが あ ります。例 えば,

COPに お ける 「ブ ラジル提 案」 は,産 業革命

の 頃 まで遡 って,以 後 の積 算 したッケ を勘 定

し,こ れ に相 当す る精算 を した らどうか とい

ってい ます 。そ れは難 しい と思 い ますが,お

っ しゃる ように国際的 に きちん と協 力 しなけ

れ ばい けない と思い ますね。

資源 エネル ギー問題

EPAで 測 るエネルギーの質

秋山 地球温暖化 をもた らす二酸化炭素等の

排出を抑制するために,化 石燃料の消費 を抑

制することが大変重要だと認識 されています。

一方で
,原 油価格の高騰化や資源制約の面か

らも問題が指摘 され,経 済協力開発機構 ・国

際エネルギー機関(OECDAEA)の 報告書や国

内関係省庁の幹部の方々の発言で も,い よい

よ 「石油 ピーク」 の到来を前提 にしたエネル

ギー政策 を考えなければいけな くなって きた

感があ ります。そこで,石 油の将来的な見通

しなどについてお聞かせ下 さい 。

芦 田 液体 で これ ほ ど使 い勝手 のい い燃料 と

い うの は石 油以外 にあ りませ ん。今,石 油 の

可採 年数(現 在 の確認 可採 埋蔵量 をその年 の

生産 量 で割 った値)は,41年 だ と言 われ てお

りますが,41年 で石 油が 全 く無 くなる とい う

こ とで はない のです 。例 えば,今 で も石炭 は

日本 で も沢 山あ ります が,使 って い ませ ん。

資源 と して存在 してい て もコス ト的 に採算 が

合 わ ない と,エ ネルギ ー と して使 われ ないの

です 。 だか ら,石 油 の寿命 が41年 と言 ってい

ます けれ ども,絶 対 ゼロ にはな らないのです。

次 のエ ネルギ ーが 出て くれば もう使 われ な く

なるの です。 そ うい うこ とで,コ ス トとい う
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こ とが 非 常 に重 要 に な ります 。 我 々 はEPR

(EnergyProfitRatio:エ ネルギー利得率)と い

う指 標 ですべ ての エ ネルギー を見 て い くべ き

だ と思 い ます 。EPRと い うの は出力 エ ネル ギ

ー を得 るの に,投 入エ ネルギ ーが どれ くらい

必 要 か とい う指 標 です 。1な ら トン トンで,

1以 下 な ら採 らない方が ま しとい うこ とにな

ります。

秋 山EPRに つい て,一 般 の方 に分 か りやす

く別の言葉で ご説明願 え ませ んか。

芦田 例 えば,狩 人が ウサギを追いかけている

と します。当然,そ の ウサギを捕 まえるために

エ ネルギーを使 い ます。 うまくウサギ を捕 まえ

ることがで きれ ば,そ れ を食料 に してエネルギ

ー を得 ることがで きます
。そこで,使 ったエ ネ

ルギー とウサギか ら得 るエネルギーの どっちが

大 きいかが問題 です。使 ったエ ネルギーが大 き

ければ,う ま くウサギ を捕 まえた として も,そ

の人は餓死するわけです。 だか ら,そ れを得 る

のに どれだけのエ ネルギーを使 うか という観点

が非常 に重要 なのですね。

芦 田 原子 力 につい て も,昔 は4～40と い う

非常 に幅 の広 い値 が あ りま した。 今,原 子 炉

の タイプの違い もあ りますが,電 力 中央研 究

所 の天野治 さんが 「原子力 のEPRは17.4だ 」 と

してい ます 。(図1参 照)。 エ ネルギ ーを見て

い く共通指標 が 出て きた こ とは重 要 なこ とだ

と思い ます。

秋 山EPRが1以 上 で ない とエ ネ ルギ ー資 源

やエ ネルギー技術 は意味が ない とい うことで,

このEPRと い う指 標 に照 ら して,様 々 なエ ネ

ル ギー資源 の有効性,価 値 の分 析 を行 ってい

くとい うこ とが大 変重 要 なの です ね。 た だ,

気 をつ けてお くべ きは,技 術 の進 歩 も含 めて

状 況 は変化 してい くこ と,従 っ て,EPRの 値

も固定的 なものでは ない とい うこ とで しょう。

このEPRに 関 して,「 日本 原 子 力 学 会 誌 」

(2005年7月)に,働 電力 中央研究所 の長野浩

司氏 が論 文 を書 かれ,日 本 の原 子力 プラ ン ト

(軽水炉)のEPRは24だ と紹 介 してい ます。原

子 炉 の タイプ別 だ と,非 常 に魅 力 的 なのは高

速増殖炉(FBR)の106と い うことです。

秋 山 と こ ろ で,EpRで も"Energypayback

Ratio"と い う の が あ り ま す 。 こ れ は ㈹ 日 本 工

学 ア カ デ ミ ー ・エ ネ ル ギ ー 基 本 戦 略 部 会(秋

石炭火力

石油火力

LNG火 力

原子力

中小水力

地熱

風力

波力

潮力

海洋温度差

太陽熱タワー式

太陽熱曲面式

太陽光

0246 8101214161820

EPR値

注)原 子 力では,ガ ス拡散 と遠心 を半分ずつ に している。

(出 所:天 野 治 「エ ネ指 標"EPR"」,原 子 力 サ イ ト2006,電 気 新 聞,2006年7月24日 第12面)

図1各 種 発 電 方 式 のEnergyProfitRatio
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図2各 種発 電方式のEnergyPaybackRatio

元 勇 巳部会 長)の レポー ト 「エ ネルギ ー基本

戦 略 に関す る調査報告書」(2005年3月)に も

含 まれて い ますが,エ ネル ギー 関連 の プ ラン

トの全 生涯 にわた る出力 をプ ラ ン トの建 設か

ら始 ま って運 転保守 に要 す るエ ネルギ ー全体

で割 り返 した比 率です(図2参 照)。

芦 田 ライ フサイ クルアナ リシスです ね。

秋 山 は い 。 そ う で す 。EnergyProfitiRatioに

し ろEnergyPaybackRatioに し ろ,こ う し た エ

ネ ル ギ ー 収 支 分 析 を き ち ん と や っ て い く こ と

に よ っ て,エ ネ ル ギ ー の 価 値 を 認 識 し て い く

こ と は 重 要 な こ と で す ね 。

認知 され始 めた 「オイル ピー ク」

芦 田 今,石 油価 格 が高 くなって きてい る原

因 と して,1つ に需要 の急増 が あ ります。 そ

れ に対 して生 産が 間 に合 え ばい い のです が,

統 計 を見 ます と,石 油発 見 の ピー クは1975年

位 なのです 。そ れか ら,1980年 には発 見量 と

生 産量 が大体 同 じにな りま した。そ れ以後 は

毎 年発 見量 の4倍 を消費 して きてい ます。 当

然 石油 の埋蔵量 が減 ってい か ざるを得 ませ ん。

それ を見越 して石油価 格 が 上が ってい るの で

はないか とい うこ とです。

一時 は
,「 どうせ高 くなって もす ぐまた安 く

なるだろ う」 という見方が あ りま したが,最 近

は少 し傾向が違 うのでは と考 える人が増 えて き

た ようです。現実 にサ ウジアラビアも生産量 を

見直 して,こ れ まで言 って きたほどの埋蔵量 は

ない とい うことで下方修正 しています。

また,リ ス クマ ネジメ ン トの観点 か ら 「石

油生 産の ピー ク」(オ イルピーク)の 時期 をい

つ と見 るか は重 要です 。例 えば,ブ ッシュ大

統領 のエ ネルギ ー ア ドバ イザ ーの マ シュー ・

シモ ンズ氏 は 「石油 生産 の ピー クが2004年 だ

った」 と言 って い ます 。一方,米 国地 質調査

所(USGS)は,「 もっ と後 だ」 と言 ってい ま

す。 日本で も,「 新 ・国家エ ネルギー戦略」 で

「楽観 的 に見 て も2030年 代 に,場 合 によっては

更 に早 い時期 に ピー ク を迎 えるの で はない か

とい った石油 ピー ク論 な ども指摘 され ている」

との下 りが あ ります 。 しか し,2004年 と2030

年 で は か な りリス クの程 度 が違 って きます 。

だ か ら,我 々 は リス クが大 きいの か,小 さい

の か,ま た,そ の リス クが好機 なのか,脅 威

なのか を解析 し,そ れ に対 して唯一 絶対 の シ

ナ リオで はな く,複 数 の シナ リオ を持 つべ き

で はないか と思い ます(図3参 照)。
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石油の推定埋蔵量に幅がある背景

芦 田 石油 とい うの は,岩 石 の 中に空隙 があ

って,そ の中 に水 と油 とが混 じる形 で あ りま

す 。です か ら,石 油埋蔵 量の計算 では,ま ず,

油 層 の縦 ×横 の面積,そ れ に厚 さ を掛 けて体

積 を出 し,空 隙 の比 率(空 隙 率)を 掛 け て,

石油 の入 り得 る場所 のボ リュームを出 します。

それ か ら水 の分 を引 き,さ らに回収 率 をか け

る と石 油の可採埋蔵量 が決 まるわけです。

サ ウ ジア ラビア にあ る世 界最 大 の ガワール

油 田 は,幅50km,長 さ280kmあ ります 。 これ

が60年 ぐらい前 に発 見 され ま した。現在 か な

り枯渇 して きて いる とい う説 もあ ります 。最

近,色 々 な ところで油 田が見 つか って い ます

が,ガ ワール油 田の よ うな大油 田は見つ か っ

てい ませ ん。当然,大 油 田 は見 つ けやす いで

す か ら,そ れ が見 つ か らな い とい うこ とは,

い よい よ大油 田発見 の可 能性が 小 さ くな って

きた とい うことです。

秋山 石油 メジャーは,探 査 ・回収技術の格

段の進歩や探査 の投資の努力な どによ り,新

たな石油 ・ガス資源の発見 に期待 を込めて楽

観視 しているので しょうか。

芦 田 石油 メ ジャーの1つ,ExxonMobilは,

彼 らのホー ムペ ー ジで,「 石油生産の ピー クは

2004年 で,こ れか ら4%か6%減 らざる を得

ない」 と言 って い ます。 そ れか ら,既 存 の油

田に対 し,も っ と井戸 を掘 って取 り出す とか,

今 まで使 わ れて い ない,例 えば オイルサ ン ド

とか,新 エ ネル ギー を使 って も2030年 には今

の需要 の伸 びが続 けば賄 い きれ ない とい う レ

ポー トを出 してお ります。

それか ら埋 蔵量 とい うの は非常 に思 惑があ り

ま して,先 ほ どの考 えで計算 します ので,少

し見 直 してみ る と,面 積 が大 きか っ た とか,

油 層が 少 し厚 か っ た とか,空 隙率が 少 し多か

った だ とか,あ るい は水 の部 分が少 なか った

とかで,埋 蔵量 がす ぐ変 わって くるわけです。

実 際 に,第 二次 オ イル シ ョックの時 に,中 東

のOPEC諸 国の埋蔵量 が3倍 か ら4倍 にジ ャン

プ してい るんで す。 これ は新 しい油 田が見つ

か ったわ けで もな く,OPECの 生産枠 が埋蔵量

によって決 まる とい うこ とか ら意 図的 に埋蔵

量 を多 め に修 正 したので はない か と言 われ て

い ます。

秋山 政策的な数字なのですね。
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芦 田 そ うい う事 例 もあ ります。 そ れか ら,

石 油 の推 定埋 蔵量 は あ くまで も推 定 に過 ぎま

せ んか ら,立 場 の違 いで一桁 ぐらい違 って く

るわ けです。 石油 の で き方 につ いて は有 機説

と無 機 説が あ ります。有機 説 は昔 の動植 物 が

変化 してで きた とい う もので、無 機説 は地球

誕 生の 時の ガスが 地殻変動 で上 に上が って き

た とい うものです。

石 油価格 が 上が っ て くる と必ず 無機説 が 出

て きて 「地球 誕生 の時 にで きたガスが あ るの

だか ら,石 油 は無尽蔵 にある」 と言われ ます。

と ころ が,こ れ は大 きな誤 りで,石 油 や ガス

は凝 集 しな けれ ば駄 目なのです。 た だで きた

だけで な く,そ れ が集 まって コス ト面 で採 り

出せ る形 に な らない と駄 目です。有 機説 で あ

ろ うと無機 説 であ ろ う と,油 田 とい う形 にな

ってい ない と利用 で きないわけです。

秋山 両者の範囲に近い辺 りが限界だ という

ことですね。

芦 田 どっちに して も有限 です。1.8兆 で41年

だ と,3兆 バ ー レルだ と68年 ぐらいです か ら,

そ んなに違わ ないわけです。

有 限 な もの には必 ず ピー クが あ ります。 現

実 に今 までア メ リカの無煙 炭 も鯨油 もそ うで

した。

芦田 石油の用途 には発電 と工業原料がある

わけですが,発 電 は原 子力 や太陽光 な ど,

色々な手法で賄い,石 油 は工業原料 に振 り向

けて、で きるだけ石油の寿命 を長 くして,そ

の間に新 しいエネルギーだ とか,社 会システ

ムを変えてい くことが重要だ と思います。

いずれにしろ石油 は有限 石油代替資源の開発

秋山 米国地 質調査所(USGS)は,石 油 の究

極 埋蔵 量 を約3兆 バ レル と言 ってお り,キ ャ

ンベ ル氏 が推定 す る1.8兆 バ レル と大 き く異 な

ってい ます 。両 者 の推 定 の違 い の背景 につ い

て,分 か りやす く説 明をお願 い します。

芦 田 これ は究 極 の推 定埋蔵 量 なわ けで,実

際 に調査 して は じき出 した数値 で はあ りませ

ん。 ですか ら,推 定 の仕方 に よって結果 が大

き く変 わ るわ けです 。当然,人 に よってデ ー

タの見 方,推 定 の仕方 が違 うわ けです。 本 当

は物 理探査 を行 って,地 下3,000m,4,000mの

デー タ を とっ て評 価 す る と,よ り精 度 の高 い

成 果が得 られ る わけです。 ただ,ExxonMobil

とか,石 油 メ ジ ャーが世界 の色 々 な所 で調査

してい ます か ら,あ る程 度 のデ ー タはあ る と

思 い ます。 それ で も,評 価 の仕 方 に よって埋

蔵量 が少 しずつ違 って きます 。例 えば,キ ャ

ンベルが1.8兆 バ レルで,USGSが3兆 ～3.4兆

バ レル と言 って い ます が,こ れ は見 方 に よっ

てはかな り近い線 ではないか と思い ます。

オイル サ ン ド,オ イル シェール

秋 山 石油代 替資 源 と してオ イルサ ン ドや オ

イル シェール な どがあ ります。 カナ ダのオ イ

ルサ ン ドにつ いては,ア ルバ ー タ州 を中心 に,

可採埋蔵 量 と して2～3,000億 バ レル程 度が存

在す る と言 われ てい ます。 そ して,シ ンク レ

アオイ ル社 がか な り輸 出攻勢 をかけ ている よ

うですが,こ の オ イルサ ン ドの見 通 しにつ い

ては,ど う考 えてお けばい いので しょうか。

芦 田 石油 、天然 ガス,オ イルサ ン ド,オ イ

ル シェールは,有 機説 の立場 に立て ば,で き

方 は まった く同 じです 。石 油 は動 植物 がケ ロ

ジェ ン とい う もの にな って,そ れが還元 状態

で熱 変性 を受 けて石油 にな って,さ らに温度

が上が ると天然 ガス になるのです。

有機 説 の立場 をと ります と,石 油 がで きる

には,ま ず根 源岩(泥 岩)が 必 要です 。そ れ

か ら,そ れ を溜 め てお く貯 留岩(砂 岩 、石灰
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岩、凝灰 岩)が トラ ップを形成 し,そ の トラ

ップの周 りに油 が逃 げ ない ようなシール(例

えば背斜 トラ ップ に対 してはキ ャップロ ック)

があ っ て,熟 成 す るため の熱 が必 要です。 そ

れか ら,石 油 が生 成 され る所 で ある泥岩 と貯

留 され る所 であ る砂 岩 は堆積場 所が 異 な りま

すの で,石 油 を泥 岩 か ら砂岩へ 移動 させ る力

が必 要 なので す。 これ だ けの条件 が 揃 っ て,

油 田,ガ ス田が で き ます。 オ イル シ ェー ル と

い うの は泥 岩で石 油 がで きその ま ま移動 しな

か った ものなの です 。だか ら,オ イル シェー

ル は 「泥 まみれ の油」 です 。それ に力が かか

って移動 してい って,途 中で トラ ップや シー

ルが あれ ば油 田,ガ ス田が で き,そ れ らが な

けれ ば,地 表 近 くに出て きて揮 発性 の ものは

蒸発 し、重 質油 か らな るオイルサ ン ドとな り

ます。

芦 田 オイルサ ン ドのEPRに は色 々 な試 算が

あ りますが,条 件 の いい所,つ ま り,あ ま り

深 くない場合 で2ぐ らい だ と思 い ます 。 オイ

ルサ ン ドが ある場所 は と言 い ます と,カ ナダ

とベ ネズエ ラです。 ベ ネズエ ラは オ リノコ タ

ール ですが
,こ れ とカナ ダの オ イルサ ン ドで

は油質 が違 うのです が,埋 蔵量 は 中東 の油 田

に匹敵 す る くらい の量 が あ る と言 われてい ま

す 。 それか ら,オ イル シェー ルは地下 の深 い

所 にあ って,ほ とん ど手 つかず です 。 オイル

シェールの推 定埋蔵 量 もや は り石油 の埋 蔵量

に匹敵 します。 しか し,こ れ はEPRで 見 る と

とて も利 用 で きる もので は ないの です。 だか

ら,「 石油 の後 はオイルサ ン ドが ある じゃない

か。 オ イルサ ン ドの後 には オイル シ ェールが

あ る じゃないか」 とい うこ とで安心 とはいか

ないのです。

秋山 石油が途中で止 まったか,地 表に出て

きたかの違いなのですか。

芦 田 そ うです 。そ れで,オ イルサ ン ドとい

うの は重質 で流動 性が あ りませ ん。石油 や ガ

ス な ら自噴 して くるのです が,オ イルサ ン ド

は 自噴 しない わ けで す。 その ため に,SAGD

(SteamAssistedGravityDrainage)と い う日本

の会社 が カナダで290℃ くらいの蒸気 を2年 ぐ

らい地 中に入 れ,重 質油 を溶 か し,蒸 気圧 で

温 度が低 い空 洞 の外 側 に追 いや り,重 くな っ

て沈 んでい く重質 油 を回収 して い ます。 です

が,こ こで もコス トを考 えない といけ ませ ん。

石 油 だ と井戸 を1本 掘 れ ば 自噴 して出 て くる

わけ ですが,オ イルサ ン ドの回収 は,何 本 も

井 戸 を掘 って,そ こで2年 間 も蒸気 を供給 し

て初 めて採 れ るわ けですか ら、 当然 コス トが

多 くかか ります。

秋 山 オイルサ ン ドの場合,EPRは い くつ な

のです か。採取 に相 当な手 間 とコス トとエ ネ

ルギ ー を要す るこ とを思 う と,そ の点が気 に

な ります。

芦 田 オイルサ ン ドの 開発 が 商業 ベー ス に乗

る よ うになったの は1990年 以 降 です。技術 的

要因 と して地 下 を3次 元 的 に調 べ る物理探査

技 術,井 戸 を水 平 に掘 る技術,そ してSAGD

の技術 の3つ がそれ を可能 に しま した。

3次 元物理 探査技 術 で非常 に詳細 なデー タ

が採 れ るよ うにな りま した 。そ れで,昔 の川

が どこを流 れて いたか を調べ,オ イルサ ン ド

があ りそ うな砂 のあた りを掘 るわけです。

井戸 を水 平 に掘 ってい く技 術 で は,あ る深

度 さえあ れば鉄管 を垂直 に曲 げて掘 る こ とが

で きます。

「エネルギ ー」 でない メタンハイ ドレー ト

秋 山 日本 の 国産資源 と して大 きな埋 蔵量 が

あ る と して期 待 され てい る メ タンハ イ ドレー

トについ て,エ ネルギー の観点 か らはい かが

で しょうか。

芦 田 メ タンハ イ ドレー トは あ る圧力 と温度

(4℃ くらい)で シャーベ ッ ト状 になった水 に

メ タンガスが 閉 じ込 め られて い る(ハ イ ドレ
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図4燃 えるシャーベ ッ ト(メ タンハ イ ドレー ト)

一 ト化 した)も の です(図4参 照) 。

メ タ ンガスがハ イ ドレー ト化 します と水1

4に つ きメ タンガスが1504貯 蔵 され ます。 ど

こにあ るか と言 い ます と,ッ ン ドラ地帯 か大

水 深 の所 です。 日本 だ と南海 トラ ップだ とか

です。 日本近 海 にあ るメタ ンハ イ ドレー トは,

日本 の天然 ガス消 費量の100年 分 とい う推定試

算 もあ ります 。100年 もあれば,み んなが注 目

す るの も当然です。

それ で,私 も関係 してい るの ですが,経 済

産業省 が プ ロジェ ク トを立 ち上 げて,3次 元

物理探 査 をや って,一 昨年,井 戸 を十数 本掘

ったのです 。物理 探査 で調査 します と,海 底

に平行 した非常 に特異 な現 象(BSR:海 底 疑

似 反射 面)が 出る所が あ ります 。 これが メ タ

ンハ イ ドレー トで はないか とい うこ とで調査

を行 っ ている と ころで す。今 迄 の調 査 の結果

に よる と、必ず しもBSRと い う特異 な現 象が

メタ ンハ イ ドレー トの存 在 と一致 しない とい

うこ とが分 か っ て き ま した 。 とな ります と,

今度 は推定埋蔵 量が大 き く変 わって きます。

したが って、現在 の ところ、私 は メ タンハ

イ ドレー トは資 源 と しては存在 して も,エ ネ

ルギ ーで はな い と理解 して い ます 。EPRで 見

る と,採 掘 コス トが高過 ぎて まだ使 えない資

源 だ とい うこ とです 。研究 開発 は どん どんや

るべ きだ と思 い ますが 、最 終 的 には事業 と し

て採算 が とれ るか どうかが重要です。

ツ ン ドラ地帯 にある メタ ンハ イ ドレー トに

つい て は,カ ナ ダのマ ッケ ンジーで,日 本 が

中心 にな りアメ リカ、 カナ ダ、 ドイツ と共 同

で基礎 的 な研 究 を行 ってい ます。 ど うす るか

といい ます と,シ ャーベ ッ トなわ けです か ら,

オ イルサ ン ドと同 じで,蒸 気 を入れ て,シ ャ

ーベ ッ トを溶 か して メタ ンガス を取 り出す と

か,あ るい は減 圧 して,メ タ ンガス(気 体)

と水(液 体)に 分離 してメ タ ンガス を取 り出

す実験 を行 ってい ます。一応,一 部取 り出す

の に成功 したそ うです。

秋山 この新 しい分野の研究や技術開発 で一

番先端 を行 っているグループや国はどこです

か。

芦 田 メ タ ンハ イ ドレー トで は 日本 が トップ

ランナーの1つ だ と思い ます。

芦 田 石油 価格 が 上が って きます と,新 エ ネ

ル ギー 開発 を大 い にや るべ しとい うこ とにな

るの です が,そ の 時 に大事 なのは,現 在 の安

くて豊 か にあ る石油 を前提 にコス トを計算 し

て は意味 が ない とい う ことです 。石 油が な く

な った時 の コス トが どの ぐらい か を考 えない

とい けませ ん。例 えば,「 石油が な くなれ ば水
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素 が あ る。 だか ら水 素が で きれ ば い い んだ」

と安 心 されて いる人 もお られるの ですが,水

素 は水 とい う形 で存 在 して いるの で,コ ス ト

をかけ て水 を電気分 解 して水素 を得 るこ とに

な ります 。 その時 のEPRを 考 慮 しない とい け

ませ んね。

高い流通コス トが日本の課題

秋 山 エ ネルギ ー を考 えた り,選 択 してい く

と きに,EPRは 非 常 に重要 な指標 で すが,エ

ネル ギー の持 つ価値 とい うの は,単 にジュー

ルベ ース に留 ま らず,様 々 な角 度 に照 ら して

見 てい く必 要 が あ ります。 経 済学 の分 野 で,

外 部性 とか外 部不経 済 とい った用語 が使 われ

ますが,費 用 に着 目 した場 合,外 部不 経済 を

「外部 コス ト」 と称 している ようです 。環境 問

題 に対 して どの ぐらい税金 を払 わ なけれ ばい

けな い とか です ね。 そ の ように,エ ネ ルギー

収 支バ ランス に,エ ネ ルギー利用 に関 わる外

部 コス トも加 え て,ト ー タル に考 える こ とも

重要 だ と思 い ますが,い かがですか。

芦 田 外 部 コス トの こ とも重要 です が,日 本

で 一番 問題 なの は,流 通 コス トが非常 に高 い

こ とです 。 これか ら石 油が な くな って き ます

と,今 の よ うに車で運 ぶ ので はな く大 量輸 送

システ ムで運 ぶ こ とに なるで しょう。 そ うい

う意 味 で,私 は 日本津 々浦 々 まで広 が ってい

る鉄 道網 を死守 すべ きだ と思 ってい ます。 勿

論,現 在 は,食 糧,エ ネル ギ ー,工 業 な ど,

あ らゆ る ものが石 油 をベ ース に して い ます 。

社 会全 体 と しての問題 に対 して,国 家 的 な戦

略,ビ ジ ョンが必 要 に なって くるの では ない

か と思 い ます。 国土交通 省 では輸 送 問題 に関

す る研 究会 をお や りにな ってい ます。 資源 エ

ネ ルギー庁 も 「新 ・国家 エ ネル ギー戦 略」 を

作 りま した。

自動車 などはどうす るか とい う と,取 りあえ

ず今 はハ イブ リッ ド車 でい く。 その次 はバ イ

オだ とい うのです 。で きるだけハ イ ブ リ ッ ド

で石油 を長持 ちさせ,時 間を稼いでその間に

対策を練ろうという戦略ですね。

大 きなインパ ク トを持つ レア メタルの確保

芦 田 最 近,ど うも何で もお金 さえ出せ ば手

に入 るんだ とい う考 え方が 蔓延 してい るの で

はない か と危惧 します。入 る間はいい ので す

が,こ れか らはお金 を出 して も石油 や物 が入

って こない。 一番大 事 なのは食糧 とエ ネル ギ

ーです ね。

ア メ リカは食糧 に して もエ ネルギ ーに して

も,自 分 の所 にあ る時 は買 え買 え と言 い ます

け ど,な くなれ ば 日本 にか まってい られ ない

わけです 。 それ は 日本が考 えれ ばい いん だ と

い うのが本音 だ と思い ます 。

その 一 番 い い例 が 燐 鉱 石 で す 。窒 素 ・燐

酸 ・カ リは肥料 の3要 素 ですが,窒 素 は空気

中か ら,カ リは灰 ですか ら国内 で も何 とか 入

手 で きます。燐 は燐 鉱石 を硫 酸 で融か して使

うわ けです。燐 とい うの は どこにで も分 散 し

てあ りますが,集 めなければ使 えない のです。

昔 は鳥が食 物 で集 めて,そ の糞 で全 体 が燐 鉱

石 とい う島が あ ったのです が,今 はその 島の

燐鉱 石 は取 り尽 くしま した。今,燐 鉱石 を産

出 しているの はアメ リカ(世 界 の34%),あ と

中国,ヨ ル ダ ン,モ ロ ッ コ,チ リとか です 。

アメ リカの燐鉱 石 の可採年 数 は7～10年 なの

で アメ リカ は,燐 鉱 石の輸 出 を禁止 しま した。

だ か ら今 日本 に入 って きてい る燐 鉱石 は,中

国 な どか らの輸入 なのです 。

秋 山 非常 に重要 なイ ンパ ク トを持 って い る

資源 の1つ に レアメ タルが あ ります ね。産 業

に直結 した イ ンパ ク トが あ る とい う こ とで,

レア メタルの備 蓄 も政策 的 に国 が始 める とい

うこと も先 日ニュースになっていま した。

芦 田 レアメ タルで は、例 えば、液晶の材料 で

あるイ ンジウムが大 きなイ ンパ ク トを持 ってい

ます。 この3月 まで 日本は世界第2位 の インジ
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ウム生産 国で した。札 幌近郊の定 山渓 にあ るジ

ャパ ン ・エ ナジー(株)の 豊羽鉱 山で生産 して

い ました。 これ は鉛 ・亜鉛鉱山なんですが,そ

こで,鉛 ・亜鉛の付属物 として出 してたのです

が,鉛 ・亜鉛が採算 が合 わない とい うこ とで閉

山 しま した。同時 に,付 属物 であったインジウ

ム も採れ な くなったのです。

家 エ ネルギー戦略 」 につい てお感 じの こ とを

お話 し下 さい。

エネルギー技術開発戦略

期待 される 「新 ・国家エネルギー戦略 」

秋 山 経 済産 業省 の 「新 ・国家 エ ネルギ ー戦

略」 が2006年5月 にま とま り,こ れ に基づ い

て具 体 的 な計 画が予算 化 されつつ あ る と思 い

ます。 一方,「 エ ネルギー政策基 本法」 に基づ

く 「エ ネル ギー基本計 画」 につ いて も改 定作

業が 間 もな く仕 上 が ります 。 この2つ を両輪

とす るア クシ ョンプ ログラムが展 開 され てい

くこ とにな るわけですが,「 新 ・国家エ ネルギ

ー戦 略」 を見 ます と
,目 標 が3つ 明示 され て

い ま して,第1が 「国民 に信 頼 され るエ ネル

ギー安全保 障の確立」,第2が 「エ ネル ギー問

題 と環 境 問題 の一体 的解決 による持 続可 能 な

成長基盤 の確 立」,そ して第3が 「アジア ・世

界 の エ ネルギ ー問題克 服へ の積極 的貢献 」 と

な って い ます 。 これ らに基づ い て戦略 の中 身

を策定 してい く時 の基 本 的な視点 や留意 事項

等 が書 か れて い ます。 そ して 「新 ・国家 エ ネ

ルギ ー戦略」 の特 徴 は数値 目標 を挙 げた こ と

であ り,省 エ ネは2030年 まで に更 に少 な くと

も30%の 効 率改 善 を 目指す こと,石 油依 存度

は2030年 まで に40%を 下 回 る水 準 を目指 す こ

と,現 在 ほぼ100%の 運輸部 門の石油依存 度 を

80%程 度 とす る こ とを目指す,な どと してい

ます。原 子力 の数値 目標 につ いて は,発 電電

力量 に占め る割 ・合 を2030年 以 降 にお いて も30

～40%程 度 以上 にす る ことを 目指 します 。 こ

うい った数値 目標 を含 めて,今 回 の 「新 ・国

芦 田 これ まで経 済産 業省 は3つ の大 きな課

題 に直面 して きま した。 「グローバ リゼー シ ョ

ン」,「エ ネルギ ー」,「産業振 興 ・育成」 の3

つ です。エ ネル ギ ーは非常 に重要 だ とい うこ

とで 「新 ・国家 エ ネルギ ー戦 略」 がで きたわ

けです か ら,エ ネル ギー に関す る認 識が高 ま

って きま した。 これ は非常 に結構 な こ とだ と

思 い ます。 目標が 達成 で きるか どうか を別 に

して も,数 値 目標 を設 定す る とこ とは必 要だ

と思 い ます 。新 エ ネルギ ーに よる電気 の導 入

促 進 を図 るRPS(RenewablePortfolioStandard)

法 で も2010年 にお け る導入 の数値 目標 が示 さ

れ ています ね。そ うい う意味 で,「 新 ・国家エ

ネルギ ー戦 略」 が掲 げ る数値 目標 を基 に産 業

や運 輸 な どを どう してい くか,国 家 として考

えてい ただ くこ とは非 常 にあ りが たい こ とだ

と思 ってい ます。

秋 山 「新 ・国 家エ ネル ギー戦略」 はま さに

戦略 とい う文 字 がつ いた大変 に重 要 な もので

す。 そ の内容 を進 め てい く上で は,国 際競 争

を も意識 しなが ら選択 と集 中 を行 ってい く必

要が あ ります。 日本工 学 アカデ ミーや 当研 究

所 の ような シン クタ ンク も含 め て,非 営 利で

中立 的 な立場 の専 門家 が こ う した戦略 に基づ

く事 業の推 進 に どう力 を尽 くす ことが で きる

か。 我 々の心構 え,期 待,問 題 な どについ て

の ご助言 をいた だける とあ りがたいのですが。

芦 田 こ うい う プロ ジェク トが走 り出 します

と,色 々 なプ ロポ ーザルが 一斉 に出 て くるの

です が,ち ゃん と した計画 に基づ き,ち ゃん

と査 定 して地 に足 の つい た研 究 をや らない と

成果 は挙 が らない と思 い ます。 日本 とい うの

は一般 的 に,部 品 を作 るのは非常 に うまい の

です が,そ の部 品 を組 み合 わせ て全体 をシス

テ ム化 す る とい うこ とが苦 手です 。 シス テム

構築 の トレーニ ング を積 まな い と リー ダーが
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なかなか育 ちませ ん。 や は りち ゃん と した リ

ー ダーの下 で全体 をシス テム化 す る組織が必

要だ と思い ます。

大陸棚の境界確定問題

日本の場合難 しい大陸棚境界画定

秋 山 漁業や海底資源採掘などに主権的な権

利 を主張できる大陸棚境界の確定の問題があ

ります。そのための海洋調査 というのは,海

洋権益確保の問題 とエ ネルギー鉱物資源の確

保 とい った面で,極 めて重要だと思い ます。

そこで,海 洋の調査研究に関する最近の努力

の方向や今後の見通 しについてポイ ントを教

えて頂けませんか。

芦 田 大陸棚境界 は国連 にレポ ー トを提 出 し,

そ れが審査 ・合格 して 初 め て確 定 され ます 。

その ため には国連 の審査 に耐 え得 る ような調

査 をや らなけれ ば駄 目 とい う ことです。調査

につ いて は,内 閣府 でお や りに なってい る と

い う こ とで,そ れ に非常 に期待 してい ます 。

もう1つ 重要 なの は,2009年 の5月 とい う期

限です 。現在,調 査 と解析 を併行 してや って

い るのですが,英 語 で レポ ー トを出すの に1

年 以上 かか りそ うです。期 限 に間 に合 うのか

私 は少 し懸念 してい ます。

秋 山 日本 に1隻 もなか った3次 元調査 船 の

建 造 計 画が ス ター トした とい うこ とです が,

調 査船 の こ とも含 めて2009年5月 の期 限 まで

の全 体的 な工程 表はあ るのですか。

芦 田 私は直接 関与 してい ませんが,内 閣府

陸斜面

脚部

十
25㈱mの 等漂糠 ㌣

堆積層の厚さが大陸斜面脚部

までの顕離の雀%と なる線

が 鶴聾

① 低潮線 から200海 里 の線

② 大 陸斜面脚部 か ら60海里 の線

③ 堆積層 の厚 さが大 陸斜面脚部 までの距離の1%と なる線

④ 大陸縁辺部 にあ り低潮線 か ら350海 里の線

⑤ 大陸縁辺部 にあ り2500m等 深線 か ら100海 里 の線

図5大 陸棚 の定義(平 面図)ヘ ッ ドバ ーグ線
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が然 るべ き方法 でお や りにな ってい る と思 い

ます。

に シナ リオ を組 んで,そ れ で国連 を納得 させ

なければ な りませ ん。

芦 田 日本 の場 合難 しい のは,国 連 のガ イ ド

ラ イ ンの中 にい くつ かの ルールが あ る とい う

こ とです 。1つ は大 陸斜 面脚 部 か ら60海 里,

あ るい は堆 積物 の厚 さが その脚部 か らの距離

の1%に な る,ど ち らか遠 い方 を境界 とす る

とい う通常 則 です。 それ に対 して制限則 と し

て,水 深2,500mプ ラス100海 里 、あ るいは350

海里 の どち らか遠い方 とい うことがあ ります。

日本 の場合,堆 積 物 はそれ ほ どあ りませ ん。

水深2,500mプ ラス100海 里 は200海 里 の内側 に

入 って い ます か ら,こ れ も駄 目です。 日本 の

場合 には大 陸斜面 脚部 の位置 が一 番重 要 にな

って くるわけです 。 これ らのル ール は 日本 の

よ うな沈 み込み帯 に適用 で きるルー ルで はな

く,ア メ リカや ヨー ロ ッパ を主体 に したル ー

ル で、 日本 の場合 に適用 す るの は難 しいです

(図5参 照)。

さらに作 業 を難 しくしてい るのは,通 常則

が適用 で きない場合 には反証 を示 して陸続 き

であ るこ とを自分 で証明 しろ とい うこ とです。

シナ リオを 自分 で書い て,国 連 に提 出 しなけ

れ ばな らないの です。 日本 の場合 は反証 の方

法 を用 い る しか しかあ りませ ん。各 海域 ご と

説得力あるシナリオ作 りに必要な3次 元調査

芦 田 石油 の探査 で あれ、大 陸棚 画定 のた め

であ れ、海 の地 下構 造 を調べ るには3次 元調

査 船 が必要 なのです。 それ は2年 前 には世界

で40隻 ぐらいあ りま した。 その時,中 国が4

隻,韓 国 が2隻,日 本 は0で した。 現在,

中国 は3次 元調査 船 を12隻 持 ってい て,石 油

価 格 が 上 が って きて い る今,石 油 の調 査 を

色 々 な所で活発化 させ ています。

3次 元調 査船 とい うの は,地 震 計 を内蔵 し

た ケ ーブ ル を10本 とか20本 とか 引 っ張 って,

人工地 震 を発振 しなが ら一挙 に地 下 を調 べ て

い くとい う8,000ト ン ぐらいの船 です(図6参

照)。2次 元調 査船 だ とケーブル を1本 しか引

っ張 っ てない んです ね。 だか ら2次 元 の断面

のデ ー タ しか採 れ ない。 ケー ブルが 十何 本 あ

る と面 的 なデー タが採 れ るわ けです ね。 そ う

い う意味で3次 元 と称 しているわけです。

秋山3次 元調査船 は今では日本で も稼動が

始 まっているのですか。

』醸
en・・一・-r!一・q:,≒糖 ∴ 張

・tSb＼`悔 曜
矯 、毒 ・ 、一_

賭幾懸
漕

X

・

図63次 元調査船
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芦 田 いい え。 日本 は世 界 第6位 の経済水 域

を持 つ海洋 国家 ですが,3次 元 調査 船 を現 在

1隻 も持 って い ませ ん。 そ れで,色 々 な方 に

お願 い して,一 昨年,建 造予算247億 円がつ き

ま した。 ところが,去 年 は発注 業務 が行 われ

なか ったのです。

ます。一 方,オ ース トラ リアは沈 み込 みが な

く,水 深 調査 だ けや ってい る感 じで した。 し

か し,ニ ュー ジーラ ン ドもオ ース トラ リア も

10年 計 画 を立 て て,そ の とお りに実行 し,レ

ポー トを国連 に出 しま した。費用 は両 国 と も

10年 間で30億 円です。

秋山 予算がついたのに発注 されないのです

か。

芦 田 そ うで す。や っ と今 年 にな って私 も入

ってい る調 達委 員会 がで き,発 注 すべ く業務

を行 ってい ます 。今年 の12月 ぐらい にはそ の

発 注業 務 がや っ と動 くと思 い ます 。船が 完成

す るの は,中 古船 の改造 の場合 で平 成19年 度

の春 、新 造の場合 は20年 度の春 ぐらいです。

芦 田 日本 は,3年 ほ ど前 か ら年 間140億 円 ぐ

らい出 して調査 をや って い ますが,日 本 の場

合 は難 しいの です。 オース トラ リアは水深 調

査 さえや れ ば,大 陸斜 面 脚 部が 決 ま ります 。

そ れで60海 里 の線 を引 っ張 れ ばいい わけです

が,日 本 の場 合 は海底 地形が複雑 でそ う簡 単

にはい きませ ん。

3次 元物理探査の内容

秋 山 ともか く,国 の海洋権益 につい て政策

的 に議論 す る には,し っか りした調査 が前 提

です ね。

芦 田 そ うです。 中国 は沖縄 トラフ まで大 陸

棚 が広 が ってい る と主張 して い ます 。国連 海

洋法条約 で は,係 争地 について は関与 しない,

関係 国 で問題 を解決す るこ とにな ってい ます

(第76条10)。 です か ら,こ の 問題 は 日中 問で

解決 しなけれ ば な らない わけです が,そ の時

に,デ ー タを持 って いるの と持 って いない の

で は全 然話 にな りませ ん。先 方 は12隻 の3次

元 調査 船 を持 ってい て,全 部 調べ 上 げてい る

わけですか ら。

秋 山 海洋,海 底 につ いて は,ニ ュ ージー ラ

ン ドで も随分 詳 しい調査 を行 って い る とい う

こ とです が。

秋山 物理探査の技術では2次 元から3次 元

調査へ,さ らにはバーチャル リアリティの普

及へ と進 んでいるとの ことですが,そ れ らを

含めて全体的な内容を分か りやす くご説明い

ただけますか。

芦 田 物 理探査 技術 は,ア メ リカを中心 に石

油 開発 の た め に開発 され発 展 して きま した 。

1927年 頃か ら石油 開発探査 に用 い られて い ま

す。 その後,ExxonMobilな どの メジ ャーを 中

心 に,非 常 に多 くの資金 と優 秀 な人材 を投入

して石油 を探 して きた わけです 。そ こか らの

波及技 術 の1つ がIC回 路 で、野外 の劣 悪 な環

境 下 での使 用 に耐 え うる小 型 ・軽 量で丈 夫 な

調 査機 器 の ため に考案 され、 また、 もう!つ

が ア レイプ ロセ ッサ ーで,非 常 に大量 の デー

タを処 理す るための非 常 に高 速 な周辺装 置 で

す。

芦 田 私,外 務 省 に頼 まれて ニ ュー ジー ラン

ドとオ ース トラリアが ど うい う方法 でや って

い るか調査 しま した。ニ ュー ジー ラ ン ドの場

合,北 は東側 か ら太平洋 プ レー トが沈 み込 み,

南 は西 側 か らイ ン ドプ レー トが沈 み込 ん でい

秋 山 そ のた め に専用 の コ ンピュー タ を設計

した とい うことですか。

芦 田 はい。 高速 の周辺 装置 をつ けた プ ロセ

ッサ ー とIC回 路 です。IC回 路 は,我 ・々が現場

一16一 季 報エネルギー総合工学



秋 山 守

(藤 ルギー船 工学研究所)

で調査 す る際 に使 える軽 くて丈夫 な もの をTI

社 とい う1石 油 会社 の探査 会社 の子会 社 だ っ

た ところ に作 らせ たのです。 ア レイ プロセ ッ

サーはIBMに 作 らせ ま した。

3次 元 物理探 査 につ いて は,ア メ リカを中

心 に非 常 に高度 な技 術 体系 が あ ります。 今,

IT技 術 を使 って地 下 を,バ ー チ ャル リア リテ

ィ(仮 想現 実)で 見 なが らコラボ レー トピー

プル,コ ラボ レー トデ ー タ,コ ラボ レー トデ

ィシ ジ ョン を行 う技術 体 系 です 。 要す るに,

すべ ての デー タを集 めて,技 術 者,物 理探 査

家,地 質家,マ ネ ー ジ ャー,会 計 の人 な ど,

全 部集 まって きて意思 決定 をす るのです 。地

下 を詳細 に調 べ たお かげで油 田の発見 率 が飛

躍 的に向上 した わけです。

秋山 今話 された技術は,日 本ではどの ぐら

い実際の探査に適用 されているのでしょうか。

開洋丸 を作 って,日 本周 辺海域 の調査 を して

い たんです。 そ れが,作 業量が ない とい うこ

とで昭和62年 頃 に開洋丸 を売 り払 ったわ けで

す。そ の当時,中 国 にはほ とん どそ んな技 術

は なか ったの です。 日本 が技 術 を供 与 し,船

を作 って,そ れで技 術 を蓄積 しました。今や,

中国 は,相 当 な技 術 で世界 を股 にかけ て石 油

を探 しに行 ってい ます。

日本 は昭和60年 頃か らあっ た3次 元調査 の

技術 的 な流れ にまった く乗 り遅れ たわけです。

秋 山 日本 は,こ れか ら気 を引 き締 めなが ら,

海洋 につい て人材 や イ ンフラ も含め た投 資 を

して,積 極 的かつ体 系 的 に取 り組 んでい くべ

きですね。

芦 田 そ うい う意味 で,「 新 ・国家エ ネルギー

戦 略」が で きた とい うこ とは重 要 なこ とだ と

思 い ます 。 日本 の石 油 関係 を全 部 集 め て も,

ち ょっ と したア メ リカの石 油会社 一社 に も足

りない とい うこ とです か ら。

秋山 イ ンター ネ ッ トで人工衛星 に よる探査

の話 を読 み ま したが,油 田探 査 に も有効 なの

で しょうか。

芦 田 人工衛 星 か らだ と非常 に高 い周波 数で

見 る ことにな ります か ら,地 表面 の こ としか

分か りませ ん。勿 論,鉱 物資 源が地 表 に露 出

している場合 には有効 です。例 えば,南 ア メ

リカで は人が 入 って行 け ない ジャ ング ル奥 地

の上空 か ら人 工衛 星で探 査 して銅鉱脈 を探 し

てい ます。 しか し,地 下3,000～4,000mに あ る

石油 を人工衛 星で探 すの はとて も無理ですね。

芦 田 そ う い うシ ス テ ム は,昔 の 石油 公 団

(現(独)石 油 天 然 ガス ・金 属 鉱物 資 源機 構:

JOGMEC),石 油資源 開発(株)と かで,持 っ

てい ます。 しか し,3次 元調査 船 が ないた め

に入力 す るデ ー タが十分 で はあ りませ ん。 昭

和40年 代 に は拓 洋丸 とい う船 を石 油資 源 開

発(株)が 持 ってい ま した。 昭和50年 代 には

次世代への期待

秋 山 人材 教育 も含 め て,こ れか らの 日本 の

行方 を考 えなが ら,先 生 の ご期 待 なさるこ と,

また,日 本 がエ ネ ルギ ー,食 糧,環 境 問題 の
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中 で どう先 進 的 に振 る舞 って いけ ばい い か。

さ らに は,近 隣iのアジア諸 国 との連携,協 力

にお け る 日本 の役 割 な どにつ いて,特 に若 い

人 に期待 す る こ とを教 えて いただ ければ あ り

がたいです。

芦 田 科学技術 を使 って 自然 をコ ン トロール

す るので はな く,や は り自然 と調 和 す る とい

う東洋 的 な思想 に還 るべ きだ と思 い ます。20

世紀,特 にその後半 は資源 ・エ ネル ギー とい

う観 点 か らは 「バ ブ ルの時代 」 で した。バ ブ

ルの厄介 な ところは,そ こにいる時 にはそ れ

と認 識 で きない とい うこ とです 。終 わっ て初

めて 「バ ブ ルだ った。 ピー クだ った」 とい う

こ とが分 か るわ けですか ら,先 を予測 しなけ

れ ば駄 目な わけです 。20世 紀後半 の 「バ ブル

の時代 」 が21世 紀 も続 けば良 いのです が,そ

れが 難 しい とな る と,19世 紀 の水 準 に戻 らな

けれ ばな らない と思 い ます。

現 に,江 戸 時代 の 日本 は最 たる資源 国だ っ

た ので す。 金,銀,銅 を産 出 し,な お か つ,

優秀 な国民が いたわ けです。300年 の鎖国の 中

で儒教 が広 まって,非 常 に勤勉 な,そ れか ら

教 育 は寺小屋 で行 い,ほ とん どの人が読 み書

きで きた とい う,世 界 に冠 た る国 だ ったわ け

です。 環境 問題 に関 して も,当 時 の 日本 の人

口は3,000万 人 なのですが,江 戸 な どでは人糞

を肥料 と して近 郊 の 農村 の 人が 買 って行 き,

農作 物 を育 てて,そ れ を食糧 と して江 戸 の街

に持 って くる。川 も きれい だ った し,循 環 型

の社 会が100年 ぐ らい前 まで はあ った わ けで

す 。 それ を第 二次 世界大 戦が終 わ ってか ら捨

てて しま った の は非常 に残 念 だ と思 い ます 。

今 の状 態 で は石油 や天然 ガスが な くな る と生

きてい けない と思 うのです。

芦 田 これか ら我 々 は 「地方 の時代 」 とい う

こ とで,ヨ ー ロ ッパ 型 の地 方 に中核都市 を作

って,そ こで エ ネルギ ー,食 糧 の 自給 自足 を

や る とい う社 会 を 目指 してい くべ きだ と思 い

ます 。都 市 に人 間が 集 まって,帰 ろ うに も帰

る ところが ない とい う状態 で はい けない と危

惧 してい ます。

しか し,日 本 人 とい うのは,非 常 に変 わ り

身 も早 いので,期 待 は してい ます。 そ うい う

意 味で,私 は環境 ・エ ネルギ ー ・農林 業 ネ ッ

トワーク とい う,NPOを 作 って活動 しよう と

しています。

それ か ら,近 隣諸 国 との件 では,資 源の取

り合 い を して も将 が あか ない ので,こ れか ら

領土 だ とか,日 本 人,中 国人 とかい う考 えで

な く 「地球 人」 とい う考 え方 で,地 球 規模 の

視 点 に立 ち,領 土 問題 を切 り離 して,資 源 開

発 は共 同でや ってい か ない と,折 角 の資源 も

採 れない状態 になって しまい ます。

秋 山 特 に都 会 で 自然 との付 き合 いが ない状

況 で育 った子 供 に は,ご 飯 は どこか らどうや

ってで きて くるのか実感 と して湧 か ない とい

う ことが,い ろん な社 会 問題 に も間接 的 に影

響 してい るか もしれ ない し,や は り小 さい 頃

か ら自然,あ るい は厳 しい環境 を実体験 す る

こ とが重要 なの で はないか 。 その よ うな経験

を したか しない か は非常 に大 きな違い となっ

て現われ るのだ と思い ます。

芦 田 や は り大 自然 の営 み の偉大 さを肌 身 に

感 じてい ます と,自 分 らの ひ弱 さ,あ るい は

地球 に生か され てい るの だ とい う考 えが出 て

くるわ けです。 「我 々が 中心 なんだ」 と考 え ま

す と少 し困 った こ とが あ る と挫 折 す る。昔 は

家 の 中で もお 父 さん とか,お じい さんだ とか

がいて,非 常 に畏怖 の念,尊 敬 の念があ って,

日常 的にそ うい う こと を経験 してい たわ けで

す ね。 それが核 家族 化 で,そ うい う尊敬 や畏

怖 の念 を抱 く対 象が ない ん じゃないか 。そ れ

が非常 に気 にな ります。

例 えば,今,人 口が増 えてい る県 が あ りま

す が、増 えてい る要 因 と して,夫 婦 共働 きで

収 入が多 い こ と、 それ か ら,少 な くとも二世

代 以上 の同居 で子供 の面倒 を祖 父母 が見 るこ

とが で きるこ とが あるそ うです。
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秋 山 自然 も含 め た ところ を幅広 く経験 す る

こ とで,翻 って,自 分 の家族 とか,知 り合 い

とかの大切 さ も理 解 で き,従 って,仲 良 くや

っていけるよ うになる と思い ます ね。

芦 田 学校 の勉 強が で きるだ けでな くて,や

っぱ り一芸 に秀 でた もの を もってい る人 に対

しての尊敬 とか,報 酬 を払 うとい う,そ うい

う社会 でない といけ ない と思 い ますね。現 実

に 日本 は匠 とい う非常 に優秀 な技術 を持 った

人 が い ます 。だか ら,そ うい うもの を大事 に

す る,評 価 す る とい うこ とです ね。再 チ ャレ

ンジは当然 の こ とと しない といけ ませ ん。勉

強 も大事 ですが,や っぱ りそ うい うもの を受

け入れ る社会 の度量 とい うもの をこれか ら目

指すべ きだ と思い ます。

秋 山 本 当 に貴重 なお話 を沢 山あ りが とうご

ざい ま した。 今後 ともよろ しくお願 い いた し

ます 。
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㈱ 蓼

[寄稿]

日本 の 東 ア ジ ア ・エ ネ ル ギ ー セ キ ュ リ テ ィ戦 略 は

い か に あ るべ きか

一 期待 されるアジァ とのエネルギーパ ー トナー シ ップー

藤 井 秀 昭(攣 皇鞭 スト)

㈱ 融

1.は じ め に

第2次 世界 大戦 後61年 を迎 え,東 アジ アの

協 力枠 組 みの あ り方 を真 剣 に再検討 すべ き時

期 が 来 てい る。 戦後 日本 は経 済成 長 を実現 し

た。1960年 代 か ら90年 代 まで,東 ア ジア経 済

は,日 本 を筆 頭 にあ たか も雁 が次 々 に飛 び立

ち集 団で飛 んで行 くよ うに,順 番 で経済発 展

す る とい う 「雁行 モ デル」 型経 済発展 とも評

され た時期 があ ったが,90年 代 初頭 に大 きな

転 換点 が あった。 その転換 点 とは 日本 国内で

はバ ブル経済 の終焉,国 際秩 序 面 では ソ ビエ

ト連 邦 の崩壊 で ある。転換 点以 後,日 本 国内

はバ ブル経済崩 壊後 の 「失 われ た15年 」 とも

い うべ き社会低迷が続 いてい る。 その一方で,

近 隣の 中国等 の アジア経済 は急 成長 を実現 し

よ うとしている。

米 ソ冷 戦構造 終結後,国 際秩序 はア メ リカ

ー極 主導 の様 相 を呈 して きたが
,9.11ア メ リ

カ同時多発 テ ロ事 件(2001年),ア フガニス タ

ン戦争(2001年)お よびイ ラク戦争(2003年)

以 降,ハ ーバ ー ド大学 のサ ミュエル ・ハ ンチ

ン トン教授 が指摘 してい た ように国際秩 序 は

新 たな局面 を迎 えて い るよ うにみ える(1)。 こ

う した国内外 の秩 序が変化 す るなか での,東

ア ジアのエ ネルギ ー需要 の増加 と近年 の原 油

価 格高騰 は,資 源 の戦略 物資化 へ の回帰 ない

しは資 源 ナ シ ョナ リズ ム※1を 高揚 させ てい

る。 この結 果,国 内外 でエ ネルギ ーセ キュ リ

テ ィ(エ ネル ギー安全保 障)に 対 す る関心 が

高 まって い る※2。21世 紀 に入 り,ア メ リカ,

ロ シア,中 国,欧 州連合(EU)等 が新 た な

エ ネルギ ー戦略 を打 ち出 してお り,日 本 の経

済 産 業 省 も初 め て 「戦 略 」 の 用 語 を使 っ た

「新 ・国家エ ネルギ ー戦略」 を2006年5月 に公

表 した。 しか しなが ら,「 エ ネルギ ーセキ ュ リ

テ ィ(EnergySecurity)」 の用語 は,必 ず し も

厳密 な概 念規 定 に基づ いて定義 され た用 語 で

はな く,そ の曖 昧 な定義 ゆ えに議 論全体 の有

意 味性 を失 わせ てい る場合 もある。 また,エ

ネル ギーセ キ ュ リティの概 念 を共有化 す る た

め に は リス ク(種 類,大 きさの程 度等)の 共

有化 が前提 となる。「持続 可能 な発 展(開 発)

(SustainableDevelopment)」 につい て も同様 で

あ る。

そ こで本 稿 で は,ま ず東 アジアの エ ネルギ

ー セ キ ュ リテ ィの概 念 規定 につ いて触 れ る。

次 いで東 ア ジア では,中 長期 的 に は 「東 ア ジ

※1資 源ナ シ ョナ リズ ムを示す最近 の動向 と して,中 南米資源 国(ベ ネズエ ラ,ボ リビア,ペ ルー,メ キ シコなど)に お

ける反米感 情の高揚,サ ウジアラ ビアの国際石油資本 に対す る資源 ナシ ョナ リズ ム,イ ラン核開発 問題か らイランのアザデ

ガ ン油田 開発 に関するア メリカに よる対 日凍結要 請,ロ シア とウク ライナ との 「ガス騒動 」(お よびロシアの 「欧州へ のガ

ス輸 出の完全管理」 と 「東 シベ リア石油パ イプライ ン計 画」 の野望),東 シナ海の石油 ガス田開発,中 国海洋石油(CNOOC)

によるアメ リカ企業ユ ノカル社 買収の失敗 などが象徴 的な事例であ る。

※22006年7月,ロ シア(プ ーチ ン大統領)で 初 めて開催 されたG8,サ ンク トペテルブル ク ・サ ミッ ト(第32回 主 要国

首脳会議)で の主要議題の!つ はエ ネルギー安 全保障であ った。近年 の資源価格高騰 に よるロシア経 済の復 活 と資源戦略 に

お ける復権 は急 である。全世界石油消費量 に占めるG7/G8の シェアは1970年 代 に約6割 であったが,1980年51。9%,1990

年48.3%,2003年49.1%と 世界全体 では半数 に満た ない水準 となってい る。
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ア共 同体 」 を視 野 に入 れた枠 組 みの構築 を 目

指す 一方 で,短 期 的 にはア ジア とのエ ネル ギ

ーパ ー トナ ー シ ップ を推進 すべ きとす る 「日

本 の東 ア ジァ ・エネルギーセキ ュリティ戦略」

に関す る簡単 な私論 を提示す る。

ア ジア とのエ ネルギ ーパ ー トナー シ ップに

つ い て は,東 ア ジ アの地域 特性 を踏 まえて,

石油安 定供 給確 保,環 境配慮 型エ ネル ギー利

用 促進,原 子力 発電 導入検討 と核不 拡散対 策

に重 点 を置 くこ とが必 要 であ る と考 え るが,

そ れが 日本 の国益 だけで な く,東 ア ジアの地

域 益 お よび地球 益 に寄与す る こ とが単純 に認

識で きるこ とが 求め られる※3。

2.東 ア ジ アの エネル ギ ーセ キ ュ リテ ィ

とは何 か

安全保障の概念 を規定する重要な要素 とし

て,安 全保障の対象(何 を守るか),安 全保障

へ の脅 威(何 か ら守 るか,),安 全 保 障の手段

(何で守るか)」,そ して 「誰が誰 を保 障す るか」

の要素 を挙 げ るこ とが で きる(2)(3)。こ う した

安 全保 障の概 念規定 の方 法 をエ ネル ギーセ キ

ュ リテ ィの概念規定 に適用 す る。

1990年 代 初頭 の米 ソ冷 戦構造 の終結 を転換

点 とし,エ ネル ギーセ キ ュ リテ ィの概念 は伝

統 的概 念か ら新 たな概 念 へ と再 定義 され る必

要が ある(3)(4)。と りわ け,東 ア ジアではセ キ

ュ リテ ィを規 定す る 「保 障 され るべ きもの は

何 か」 が変 わ ってい る。伝 統 的概 念 で は保 障

され るべ き対 象の 中心が 石油供給 で あ り,こ

れ を中心 にセキ ュ リテ ィ問題 に焦点 が当 て ら

れて きた(図1)。

新 たな概 念 で は,保 障 されるべ き対 象 とし

て,環 境,技 術,エ ネルギ ー需要 ※4,社 会 文

化 的要素,国 際関係(軍 事面)が 加 わる(3)(4)。

エ ネルギ ーセ キュ リテ ィの 問題 は,単 にエ ネ

ル ギーだ けの問題 に とどま らず,こ れ らとエ

保障の対象 保障への脅威 保障の手段 誰 が誰 のために保 障す るか

(保障されるべき主要 リスク)

石油価格の急騰 石油代替エネルギー開発の促進 国家 エネルギーセキュ リテ ィ

石油供給 石油の供給途絶 石油備蓄の構築
石油資源の枯渇 産油国との友好外交 (各国の政府 が 自国の国民,エ ネ

軍事行動 ルギー業界 のために保 障する)

石油供給

」1

2

3

石油価格の急騰

石油の供給途絶

石油資源の枯渇

"伽r々 ∠り加 乃vtecte" ∫伽!Rt3汐 〃1'obθノ勉2畑陥 グ伽72

Conventional

EnergySecurity

__げ 〃/ ＼ iYhoノ 撚 〃乃α27.ク

1.石 油代替エネルギー開発の保障

2.石 油備蓄の構 築

3.産 油国 との友好外交

4.軍 事行動(湾 岸戦争時の多国籍軍)

国家エネルギーセ キュリティ

腰 難講灘捌

(出所:拙 著 「東アジアのエネルギーセキ ュリテ ィ戦略 持続可能 な発展 に向けて』NTT出 版,2005年11月)

図1東 ア ジ ア に お け る エ ネ ル ギ ー セ キ ュ リテ ィ の 伝 統 的 概 念(冷 戦 構 造 崩 壊(1991年)以 前)

難 謹球懲 腿 懲 保欝 最雛 澄を斑 瀞 弊 変動枠組みと関連する>i痢醗 問題における優先

※4日 本 を始 め とす るエ ネルギ ー純輸入 国が消 費エ ネルギ ーの 「安定供給」 に重大 な関心 を持 つ ように,ロ シアや オマ ー

ンを始め とす るエネルギ ー純輸出国は生産エ ネルギーの 「安定需要」 に重大 な関心 を持つ。 これは国際市 場 において石油お

よび天然 ガスを供 給す る国の数が増加 したこ とに よるところが大 きい。2006年7月 のサ ンク トペテルブル ク ・サ ミッ トにお

いて もロシアが指摘 した点 である。
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表1東 アジアにお けるエネルギーセキュ リテ ィの新 たな概念(冷 戦構造崩壊(1991年)以 降)

保障の対象 保障への脅威 保障の手段 誰 が誰のために保 障するか
(保障されるべき主要 リスク)

石油価格の急騰 石油代替エ ネルギー開発の促進
、

国家工 不ルギーセキュリティ

石油供給 石油の供給途絶 石油備蓄の構築
石油資源の枯渇 産油国との友好外交 (各国の政府が自国の国民,エ ネ

軍事行動 ルギー業界のために保障す る)

酸性雨 国の枠組みを超越した多国間 多国間協力

環境
地球気候変動
放射性廃棄物

協力

海洋汚染

技術 先端技術(例 えば,高 速
増殖炉技術の不確実性)

国の枠組みを超越した多国間
協力(技 術移転協力など)

多 国間協力(先 進国がイニシア

ティブ をとる)

エネルギー需要 需要変動 リスク 国の枠組みを超越した多国間 多国間協力
協力

社会文化的リスク リスクコミュニケーシ ョンなど 政府が自国のために保障する

社会文化的要素 (NIMBYism,環 境上の公 による国民(草 の根)か らの信 多国間協力

正 に係る問題など) 頼の確立

国際関係 リスク 国際協調 政府が自国のために保障する

軍事 リスク(地 域紛争,宗 情報開示 ・交換 多国間協力
国際関係 教紛争,テ ロ リズムなど), 核燃料サイ クル ・リスクおよび

核燃料サイクル ・リスクお 核拡散 リス クに関する理解
よび核拡散 リスク

(出所:拙 著 『東 アジアのエ ネルギーセキュ リテ ィ戦略

ネルギ ー との 関係 で生 じる問題 が重要 となる

(表1)。 また,ア メ リカ ・カ リフ ォルニ ア州

で起 きた電力危 機,欧 州 での デモ隊 の製油所

包 囲 に よる社会 的混 乱,ア メ リカの メキ シ コ

湾岸 を襲 っ た大 型ハ リケ ー ン 「カ トリーナ」

に よる消費 地 での一 時的 な石 油供給 途絶 等 に

象徴 され る よ うに,各 国政府 は海外 か らの リ

ス クだ けで な く国内 リス ク に対す る保 障手段

も用 意 しなけれ ばな らない。

エ ネルギーセキ ュ リテ ィ概念 の拡 張 に伴 い,

その確保 のため には包括 的な新 しい枠 組み作 り

が必 要である(3)。ただ し,さ らされる リスクの

種類 と大 きさは,日 本,韓 国,中 国の各 国で異

なる ように,主 体(国,地 域,地 球規模)に よ

って異 なる。つ ま り,東 アジアのエネルギーセ

キ ュ リテ ィを論 じるには,さ らされ る リス ク

(例えば,表1に おけ る 「保障へ の脅威」 の列

で示 した リス ク)を 共有化す ることが必要で あ

り,そ れが東ア ジア共 同体 に期待 される点であ

る。本稿では,エ ネルギー セキ ュリテ ィを 「将

来世代 が現在 世代 と同等以上の幸福 を実現す る

ため に必要な資源 と環境 を継承 する ことを現在

世代 が保証 した うえで,現 在 世代 が相対的 に希

少 なエネルギーを安定的 に供給 し,か つ低廉 な

価 格でエネルギーを消費す る仕組 みを持続 させ

持続可能な発展に向けて』NTT出 版,2005年11月)

ること」 と定義 し,東 アジアが持続可能な発展

を実現するのに必要 なエネルギーセキュリテ ィ

をいかに確保すべ きか を論 じる。

3.な ぜ東 ア ジア でエ ネル ギ ーパ ー トナ

ーシ ップが必要 か

戦後日本の経済成長は,海 外資源の獲得では

なく,国 際的なエネルギー市場取引の活用 を重

視することで実現 した。エネルギーの市場取引

の効率性が確保されているとき,エ ネルギー資

源の政治化が強まることは,日 本にとって取引

費用の増加を意味するだけで望ましくない。た

しかに,中 国や新興工業国等の台頭や少子高齢

化から,消 費国としての日本の地位は相対的に

低下 し※5,購 買力のみでは資源外交の切札に

ならなくなるかもしれない。それで も日本には

人的資本 ・技術 ・知識等の総合力がある。今後

も,日 本は国家を強調する国際政治重視の戦略

よりも,基 本的に経済の市場競争を重視する戦

略を柱 とすべきである。そのためには,健 全な

国際エネルギー市場の確立 と,ア ジアを主要な

事業基盤 とした強靭な日本の民間エネルギー企

業のさらなる成長を後押 しする対策を講じるべ

きである。

※5世 界の石油貿易総 量 に占め る日本の石油輸 入量 のシ ェアは1990年 代央 まで約15%だ ったが,2004年 には約10%に 低下

し,こ の傾 向は今後続 くとみ られ る。問題 は,石 油輸 入量 シェアの低下 は相対 的な ものであ り,絶 対値 がほ とん ど変 わらな

い石油輸入量 を日本が従来 の条件 で入手 で きるか どうかである。
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＼趨難 灘霧欝

難蕪 欝ll・1雛 講1難 難暴
戦後日本の経済成叢は,資 源の所
有よ昏∫も、国際的なエネルギー償
場取引の渚照を煮視。

健全 な國際エネルギ幽市場の確立 .～

アジアの地域縫済のリンケージは
他地域と比べて強固。

図2

経済発展に伴 うアジアでのエネルギー需要の

急増※6,油 価高騰,お よび地域 ・地球環境問

題の点で,ア ジアは国際エネルギー市場を掩乱

する可能性があるが,こ れが一時的現象ではな

く構造変化に起因している点に注目すべ きだ。

既にアジアの地域経済のリンケージ(連 鎖)は

他地域 と比べて強固であるうえに,将 来,世 界

最大の地域経済 となるだろう。アジアのエネル

ギーセキュリティが確保されなければ日本の経

一藩 懸li藤 一一〉

識騨 臼劫 戻瞬 艇 野鱗 曝長〉

アジアのエネルギーセキュリティが
確保 されなければ.鶏 本の経済成長
は保竃Eされない。

ア ジア との エ ネ ル ギ ーパ ー トナ ー シ ッ プ を推 進 す べ き 。!〆

なぜエ ネルギーパ ー トナ ーシ ップが必要 か

済成長が保証 されないことも明 らかであ り,健

全 な国際エネルギー市場 を確立 するために,ア

ジア とのエネルギーパ ー トナー シップを推進す

べ きであ る(図2)。

1990年 代 初頭以 前 の米 ソ冷 戦構1造の 日米安

全保 障体 制下 で は,日 本 は近 隣 アジ ア諸 国 と

「共 同体 」の意味 での関与 を しな くて も致命 的

な支 障 が なか った。図3は,現 在 の東 ア ジァ

のエ ネルギ ー協 力 に関す る重層 的 な枠組 み と

△PFn.r7ぐ ノ7十 ∫匡こ羊茎茎…吝 七左チ1、 上海協力機構

属 (SCO)

:2001年6月

(ただし前身の 「上海ファイブは

1996年より」)

加盟国=中 国,ロ シア、カザフスタ
ン,キ ルギス,タ ジキスタン,ウ ズ

ベキスタン(モ ンコル,イ ンド,パ

キスタン,ア フガニスタン,イ ラン

が加盟希望)

設立趣旨:

①参加国の相互善隣友好の強化,

②各参加国の政治、経済,科 学技術

などの分野での効果的な協力関係

の奨励,

③地域の平和と安全,安 定の維持に

共同で努力する,

④民主的で公正,合 理的な国際政治

経済新秩序を築 く

注!:白 い線 で示 した

枠 組み は中曽根康弘氏

が提 案 した 「経済協力

機構」の対象 国 ・地域 。

注2:ラ オ ス,ミ ャ ン多極化 を志向 する中露

ア、リカ主毒の国騰 蔽 灘 識 董
(日米 安全保 障体制)し て い な い 。

搬 鷲 灘 撫 本繍 聞'茅原郁生 「米中・新たなパワーゲームの始まり」'中央公論')

図3東 アジアのエネルギー協力に関する重層的な枠組み

※6ア メ リカ ・エ ネル ギー省 エネルギ ー情報 局(USDOE//EIA)の 「国際エ ネルギー見通 し2006」 によれば、 と りわけ石

油需要 は2003年 か ら2030年 まで 中国が年率3.8%増 、その他の非OECD加 盟 国アジアで同2.3%増 と予想 してい る(全 世 界では

同1.4%増)。 また世界エ ネルギー機 関(IEA)の 「世界エ ネルギー投 資展望2003」 によれば、2001年 か ら2030年 の世界 のエ

ネルギ ー供給 インフラに対す る投 資需要の総計 を16兆 ドル と予 測、電力分野へ の投 資需要が全体の60%、 石油及 び天然 ガス

分野が それぞれ約19%(3兆 ドル)、 石炭 は2%(4,000億 ドル)と 予 測 している。地域別 では、途 上国で の投 資需要が世界 全

体の ほぼ半分 を占めてお り、 中国単独 で全世界 の14%に 達す る としている。
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澱σρ門εμノレAナ ー一シツプ竃窒

アブtjカ、がメブ海等の鱈撞渓池請湿
約7◎ヵ爆

(20C3鋒4鍔発効)

SAP裏A

印、パキスタン、
バングラデシュ、

スリランカ、ネパール

、 ブータン モルジブ ノ

巾螢アセ7ンF了A

(2005ま萎…7月発効〉

臼 本 ・
人臼1億2.762万 人

GDP4兆8,761億 サS$

ゑ響攣ム

日墨EPA

(2005葬4月 発効)

@

日シンガポール

蓑鋳代経鋳蓮携脇定

920◎2鏑虜 発効〉

ASEANI◎ 力籔

インドネシア、マレーシァ、此 、

シンガポール、タイ、ブルネイ、◆穐

婆 ラ杁 ミヤンマー・カi響 ブ

ASKAN・
人β5億1,84◎ 万人
G◎P6,416億 し華S$

(出 所:経 済 産 業 省 編 『2003年 版 通 商 白書 』 を も とに,人 口 とGDPはOECD統 計 等 に よ り2003年 の 値 に更 新,地 域 貿 易 協 定 の

動 きは2006年6月 時 点 で 更 新)

図4世 界の主要な地域貿易協定の動き

構想 を示 して い る。 日本 が ア ジア との関与志

向 を諦 めれば,将 来,日 本 は遠 い隣人 との絆

を保 ちつ つ も,近 い 隣人 のア ジアの 間で孤立

す る可 能性 が あ る。 図3の 「ASEAN+3」

(東南 アジア諸 国連 合+日 本,中 国,韓 国)の

枠 組 み を中心 に,日 本 は アジ ア との関与 を志

向すべ きであ る と考 える。 ただ し,高 い経済

成 長 を諦 める な どの犠牲 を覚悟 で きる とすれ

ば,日 本 に とって孤 立路 線 も明 らか に検 討す

る価値 のあ る1つ の選択肢 であ る。

東 アジアのエネルギーセ キュリテ ィを確保す

る うえで は,「 東 アジア共 同体」 は重要 な構想

の1つ であ る。 「東 ア ジア共 同体j構 築のため

には,参 加国において超国家 レベルの意思決定

を可能 にす る運命共 同体の理念が理解 お よび共

有 されてい ることが必要で ある。歴史問題や朝

鮮半島問題等 が深刻化 している現状 か ら判断す

れ ば,エ ネルギーパ ー トナー シップ,日 中韓 ・

ASEANで 経 済連携協 定(EPA),自 由貿易協 定

(FTA)締 結 を推進 す るこ とに よって,具 体 的

な成果 を目に見 える形で実現 し,共 同体意識 と

信頼 を相互に深 めてい くことを優先すべ きであ

る。図4は 世界の主要 な地域貿易協定の動 きを

示 してい る。北米 自由貿易協定(NAFTA)の

ラテ ンア メ リカ拡 張志向,EUの 東方拡 大路線

が見 られ る一方 で,ア ジアで は中国ASEAN・

FrA(2005年7月 発効)が ある ものの,日 本 ・

中国 ・韓国の問では今 の ところFrAは 実現 で き

ていない。2006年8月 にマ レー シアで開催 され

た 「ASEAN+3」 経済担 当相 会議で は,13ヵ

国 の経 済連 携協 定 に関す る政 府 間の本交 渉 を

2009年 に開始 し,2011年 での合意 を目指 す こと

で一致 した(日 本 は13ヵ 国にイン ド,オ ース ト

ラリア,ニ ュージーラン ドを加 えた16ヵ 国での

EPAを 提 案)。 また,同 会議 で は,2008年 に

ASEAN,オ ース トラ リア,ニ ュージー ラ ン ド

の間でFrAを 発効 させ ることに合意 した。

4.東 ア ジア で推進 す べ きエ ネル ギ ーセ

キ ュ リテ ィ確保の枠組 み作 りとは

図5は 東 ア ジ アにおいて推 進すべ きエ ネル

ギー セキ ュ リテ ィ確 保 のた めの枠組 み作 りを

検 討 す る うえで の全体 フ ロー を示 して い る。

今 後 の アジア地域 のエ ネル ギー協力 枠組 み の

あ り方 につ いて,既 に数多 くの提案 が あるが,

2002年 の 第8回 国際 エ ネル ギ ー フ ォー ラム

(IEF)で 確 認 され た 「日中韓 アセア ン ・エ ネ
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どの 枠組み か ら

ス ター トす るか

現案的な障害
は何か

検討すべ吉
解法

当面の目標

図5東 アジアにおいて推進すべきエネルギーセキュリティ確保のための枠組み作 り

ルギ ー協力(平 沼 イニシアテ ィブ)」 と2004年

のエ ネ ルギ ー大 臣会 合 で合 意 されたマ ニ ラ閣

僚 共 同 宣 言 のASEAN(東 南 ア ジ ア 諸 国 連

合)+3(日 本 ・中国 ・韓 国)エ ネ ルギーパ

ー トナー シ ップの強化 を推進 す る こ とが現 実

的で あ ろ う。東 アジア にイ ン ドを加 えて,官

民 で経 済協 力 開発 問題 を解決 す るため に協 議

す るアジ ア版OECD/IEA(※7)の 設立構 想 を

推 進す るこ とも検討 するに値す るだろ う(※8)。

5.エ ネ ル ギ ー パ ー トナ ー シ ップ で何 を

す べ きか

一次 エ ネル ギー消費 の大 きさで は
,い まや

東 ア ジア(本 稿 で は 「ASEAN+3」 を指 す)

は,米 州 や 欧州 と ともに世界 を3区 分 す る存

在感 を示 している。ただし,東 アジアのエ ネ

ルギーセキュリティ問題には特殊な点がある。

例 えば,① 国 ・地域間で経済社会の基礎的諸

条件の格差が大 きい こと(経 済規模,人 口,

二酸化炭素(CO2)排 出量,一 次エネルギー

消費量,1人 当 た り経 済水準,1人 当た り

CO2排 出量,1人 当た りエネルギー消費量の

いずれの指標 をみて も欧州諸国 と比較 してば

らつきが大 きい),② エネルギー消費最大国の

中国では石炭依存度が高いが,輸 送部門を中

心 に石油需要の増加が見込まれること(※9),

③東アジア地域全体がエネルギー純輸入の状

態にあること,④ 温室効果ガスや硫黄酸化物

等の排出量の増加が世界最大の地域 になる公

算が大 きいことである。

※7経 済協 力開発機構(OECD)の 前身 は,ア メ リカに よる戦後欧州復興支援 策であ るマー シャル ・プラ ンの受入体 制 を

整備す るための欧州 経済協力機構(OEEC,1948年 設立)で ある。欧州経済復興 に伴 い,欧 州 と北米が対等 のパ ー トナー と

して自由主義経 済 の発 展 のために協力 を行 う機構 と してOEECが 発 展的 に解組 され,1961年 に経済協力 開発 機構(OECD:

OrganizationforEconomicCo-operationandDevelopment)が 設立 され ている。2006年7月 現在,加 盟国数は30ヵ 国である。

国際エ ネルギー機関(IEA)は,第 ヱ次石 油危機後 の1974年 にキ ッシ ンジャー ・ア メ リカ国務 長官(当 時)の 提 唱 を受 け

て,OECDの 枠 内における機 関 として設立 された(事 務局:パ リ)。2006年7月 現在,加 盟 国数 は26ヵ 国であ る。 目的は,!

加 盟国 にお いて石油 を中心 と したエ ネルギ ー安全保 障 を確 立す る とと もに,中 長期 的 に安定 的なエネルギー需給構造 を確 立

す ること,"理 事会 及 び常 設部会 の定期的 開催 を通 じ,石 油供給途絶等 緊急時 の対応 策の整備 や,石 油 市場情報 の収集 ・分

析,石 油輸入依存低 減のための省エ ネルギー,代 替 エネルギーの開発 ・利用促進,非 加盟 国 との協 力等,で ある。

※82006年8月,二 階俊博経済 産業 大臣 は日本が 「東 ア ジア版OECD(経 済協 力開発機構)」 構想 の実現 のため,100億 円

を拠 出す ることを表 明 している。

※91EAの 「世界 エ ネルギー見通 し2004」 に よれば,2030年 まで 中国の一次エ ネル ギー消費 は年率2.6%増,エ ネルギー集

約度 は年率2.3%低 下,2030年 の石油 需要(1次 エ ネルギ ー)は13,3mb/d,石 油輸入量10.Omb/d(現 在の アメリカの規模 に

匹敵),自 動車保有 台数 は1000人 当た り90台超で130百 万台,2030年 に石油 の輸入依存 度 は74%に 上昇する としている。中 国

では石油 純輸 入量 の90日 分 の国家石油備蓄 を構築す る計 画がある。
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〈の 厨 ・地域闘で経済祉会の慕礎釣諸乗件の絡差が大きい

濃醗 雑篶轍 糞瓢驚難婁の高い中鱗 轍
(欝)束 アジア地域は全鉢としてエネルギー一が纏輸入⑳状溌

(iv)温 窒効果ガスや硫黄酸化物等の排出董の増加が選界最大

の地域になる公算大

石抽安定供給確保

O既 存⑳共筒石レ滅データ ・

イ数シアティブ 〈φ◎◎1>

のi発実{ヒによる驚縫な実態把握

○串策産油蔑との憐力雛係強化

○石油海上輸選の壕加に対応

したシーレーンの寮金磯保

○残園の霞轟的な石油備露
など

環 境 配 慮 型 エ ネ ル ギ ー

利 用 健 進

●霧生斑能ヱネルギー利稽発
鷺・
熱儀給、省エネルギー促進
のための技術・人材・知識等

麟

麟 撫
原子力発電導入検討

核不拡散対策

窪欝i鰻蓬講 雛禦雛めに

■該不拡散鋭策の衿総みの再検討が必要

●鰯際簾峯力機醐(鱗 ε《)による
f緩食鍛簾描遣濠適用の欝塞

義 など

駕ニネ、ルギーパー トナーシップ⑳多奪展{究〉難長線よに、

策アジア共翻偉構想等⑳黛要で騰ゆ慧義獄縫i想が数多くあ6"

図6エ ネ ル ギ ー パ ー トナ ー シ ッ プ で 何 を す べ き か

上記の東 アジアの地域特性 を踏 まえて,図

6で 示す ように,石 油安定供給確保,環 境配

慮型エネルギー利用促進,原 子力発電導入検

討 と核不拡散対策 に重点を置 き,日 本はアジ

ア とのエネルギーパー トナーシップの強化 を

推進すべ きであろう。東アジアの石油安定供

給の重 点対 策 と して,既 存 の共 同石油 デー

タ ・イニシアティブ(JODI)の 充実化による

正確 な実態把握,中 東産油国との協力関係強

化,石 油海上輸送の増加に対応 したシーレー

ンの安全確保,各 国の自主的な石油備蓄構築

等の領域で 日本の協力は不可欠であろ う。 ま

た,環 境配慮型エネルギー利用(再 生可能エ

ネルギー利用発電 ・熱供給,省 エネルギー)

を促進するうえで,技 術 ・人材 ・知識等の提

供 を通 じて日本が貢献 できる領域は大 きい。

温室効果ガス排 出抑制のためには東 アジアで

の原子力発電の増強は避 けられないが,そ の

ためには核不拡散対策の枠組みが再検討 され

なければならない。エネルギーパー トナーシ

ップの発展の延長線上に,東 アジア共同体構

想,東 アジア共同石油備蓄構想,東 アジア資

瞭 醗 展の凶 嚥 鋤 碗 、文化、属嵐 塞教、謡 諏 治㈱ など舗 の多様倒

号
ζ機能的協加 重視のボトムアップ方式の協力が有効

協力分野

○ 貿易と投糞

○ 買
● 金融
● 國境を越える問題(テ蔭、不正薬物取穣、海賊、密入露、不拡散など〉
● 開梨…支援
● エネルギー

● 環境保全
0食 糧
● 保健
● 知的財産など

(ASεAN+3)17分 野、48協議体が存在。

既成 事 実 の東(た ば〉

→F膨一

機能的協力に基づくパートチーシップを束ねる鋼度的枠組みの構築

東アジア期 体1
開かれた地域 主義、透明性の確保 、経済合理性の追求、安定の確保など

(出所:外 務省資料等をもとに筆者作成)

図7機 能的協 力重視の 「ボ トムア ップ方式 」
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源 リサイクル構想,北 東アジア天然ガスパイ

プライン構想等の重要で有意義な構想が数多

く存在 し,そ れにより東アジアにおける機能

的協力の領域 も飛躍的に拡張する。

6.お わ りに

「東アジア共同体」構想は 「絵 に描いた餅」

に過 ぎない と言われ続けてきた。た しか に,

東アジアで共通のイデオロギーの確立 を優先

する トップダウン方式ではその実現可能性 に

疑問を抱か ざるをえないが,「ASEAN+3」

当事国が相互 に必 要 と認識す る機能 的協力

(エネルギー,環 境,食 糧,開 発などの経済社

会活動 に係 る協力)を 重視するボ トムアップ

方式(図7)が 健全 に推進 され続けるならば,

「東アジア共同体」の実現可能性は一段 と高ま

ると推察される。
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中国の電力事情

中 山 元(搾 羅 翻 際協力心
＼x＼ ＼xK＼ ＼KxKx

まえがき

中国は,世 界第2位 のエネルギー生産国で

あるとともに,急 激な経済発展 に伴い,急 速

にエネルギー消費 を伸ば してお り,世 界第2

位のエネルギー消費国になっている。

その成長方式 は,固 定資産投資への依存,

エネルギー ・電力多消費産業の急拡大 という

姿で,電 力不足の問題 も発生 している。 この

問題 に対 して,電 源開発および送電線整備が

積極 的に行われているところである。現在の

電力需給構造は,石 炭火力が中心で,今 後 も

大 きな変化はないが,石 炭火力発電所 の大型

化等効率化に向けた措置が講 じられるととも

に,原 子力,水 力お よび再生可能エネルギー

が積極的に開発 されると見 られる。

1.電 力組 織

1949年 の建国以来,電 気事業は行政機能 と

電力設備 の所有 ・運転 ・保守,電 力販売,資

産管理等を運営する企業経営機能が一体化 し,

完全 に国営事業 として行われていた。 しか し,

東部沿岸地域の経済が発展するにつれ,行 政

と企業が一体化 した体制では,企 業の自主経

営,競 争原理の導入に制約があ り更なる発展

が望めないため,1998年,電 力工業部の持つ

企業経営機能が国家電力公司 ※1に移管 され

た。これにより,国 による電気事業経営 に終

止符が打 たれ,電 気事業の行政管理機能は国

家発展計画委員会と国家経済貿易委員会の一

部局である 「電力司」が担い,「 行政 と企業の

分離(政 企分離)」 が実現 した。

さらに,2002年12月 には,「市場競争 による

電力料金引下げ」,「卸電力取引市場の導入」

を主たる目的として,「発電 と送電の分離(発

送分離)」 が行われた。

図1に 示すように,2つ の送電会社,5つ

の発電会社,4つ の補助事業会社が設立 され,

国家発展計画委員会
国家経済貿易委員会

国家発展・改革委員会
国家電力監督管理委員会

国 家電力公 司

【発 電資産 】
1.6億kW

(全国 の約半 分)

【送 電資産】
78万km

(35kV以 上)

発 電

(5社 〉

送電

(2社)

中国華能集団公旬(3
中国大唐集団公司(3
中国華電集団公司(3
中国国電集団公司(3
中国電力投資集団公司(2

797万kW)

225万kVV)

109万kW>

043万kW)

989万kW)

国家電網公司
中国南方電網有限責任公司

(出所:海 外電力調査会作成)

図1電 力組織改革 の概要

※1設 立 は1997年 。資産 は国有 である。ただ し、広東省、海南省 、内蒙古 自治区、西蔵 自治区の省電力公司 は、独 立経 営

となつている。 これ ら電力公司 の電源計画 は、基本 的には省計画委員 会 によって認 可 され るが、大規模あ るい は国家 大の計

画 につ いては、国家経済貿 易委 員会に よる調整 を行 う。
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「政企分 離」 以来の大規模 な改革 となった。

また,行 政 管理 機 関の改革 と して,国 家発

展 計 画委 員 会(現,国 家発 展 ・改 革 委員 会)

が"政 策の企 画 ・立案"を 行い,"政 策の実施"

を担 う組織 と して,新 た に 「国家電力 監管委

員会」が設立 された。

5大 発 電会 社 には,当 時 の全 発電設 備容 量

の約50%が 割 り当 て られた※2が,地 域割 りと

い う形態 を取 ってい ない。

一方
,送 電 部 門 につ いて は,二 大 電網(送

電)会 社 に再 編成 された。 この うち,国 家 電

網公 司の下 には,華 北(山 東省 を含 む),東 北

(内蒙古 自治 区東 部 を含 む),西 北,華 東(福

建省 を含 む),華 中(四 川省 ・重 慶市 を含 む)

に5つ の区域 電網公 司が設置 された※3。

なお,発 電,送 電会社 とも,資 産 はすべ て

国 有で あ り,国 務 院 の国有資産 監督管 理委 員

会 に よ り管理,監 督 され る。

2.電 力需 給

電力需要は,経 済の高度成長 により近年急激

に増加 してい る。1990年 の消費 電力量 は6,125

億kWhで あ ったが,2005年 の速報値 は2兆4,689

億kWhで15年 間に約4倍 に増 えている。

表1に,2003年 か らの産業 別消費 電力量 の

推 移 を示 す。2004年 にお ける消費電 力量 の用

途別 内訳 は,工 業用 が73.8%,民 生用が11.3%

で大部分 を占 め,次 い で市 政 ・建 築 の5.9%,

農業用 の3.7%,商 業 用 の3.4%,運 輸 の2.0%の

順 となってい る。

図2は,用 途別の電力消費量の推移 を産業別

に示 した もので ある。全消費量 に占める工業用

の割合 は,1980～1990年 には約82%で あ った 。

その割合 は90年 代 に入 って漸減す るものの,工

業用電力消費量が全体の約4分 の3を 占めてい

る状況 に大 きな変化 は見 られない。 これは,先

進各国 に比べ て も突 出 して高 い水準で,電 力 の

消費動 向面 での大 きな特徴の1つ である。

中国 の発 電設備 容量 は,建 国時 の1949年 に

はわず か185万kWで あ った ものが,1987年 ま

での38年 間 に1億kW増 加 した。 さらに,1994

年 まで の7年 間 に1億kW,2004年5月 まで の

約10年 間 に2億kW,そ の後2005年12月 までの

17カ 月間で1億kWそ れぞれ増加 してお り,非

常 な勢 いで 電源 開発 が行 わ れ てい る。 また,

表1産 業別消費電力量(単 位 億kWh)

(単位:億kWh)

2◎03年}2◎ ◎4年}2◎ ◎5舘

消費鷺力董 18ρ19 21,735 24,689

第一次産業 595 603 741

第二次産業 B,961 16,275 18,478

第三次産業 2/108 2,428 2,631

民生用 2,230 2,456 2,838

(出所:「 中国電力年鑑」)

壌99◎

1995

2◎eo

黛2991

2◎ ◎2

2◎ ◎3

2◎04

2◎ ◎5

0500◎1◎000

注;2GG5年 は 速 報 値

150◎ ◎ 20◎ ◎◎ 250◎0 30◎ ◎◎

(億kWh)

(出所=「 中国電力年鑑」および中国電力企業連合会等資料)

図2用 途別 電力消費量の推移(億kWh)

※2残 る発電設備 は、省 の電力会社 、外 資お よびその他事業者が所有。

※3南 方電網有 限責任公 司の管轄 区域 は、広 東省 ・海南省、雲南省 ・貴州省 ・広西 チ ワン自治区であ る。
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表2発 電設備容量の推移

12003年12004年12005鐸

発電設備(万kW) 39,140 44,239 50β41

水力 9,490 10,524 11,652

火力 28,977 32,949 38,413

原亭力 618 684 685

その他 55 82 91

2004年 には水力発電設備 容量が1億kWを 突破

し,ア メ リカを抜 いて世界 一の規模 になった。

2002年 以降,電 力 の需給 が逼迫 し,電 源 開発

が 急 ピ ッチ で 進 め られ 表2に あ る よ う に,

2003年 に約3,500万kW,2004年 には5,100万kW

の発 電所 が新 規 運 開 してい る。2005年 に は,

6,600万kWが 新 たに運転 開始 した。 この6,600

万kWと い う数字 は,東 京電力 が有 す る総発電

設備 容量 を上 回る規模 である。

2005年 末時 点 におけ る電源 の燃料 別構i成を

見 る と,水 力1億1,652万kW,火 力3億8,413万

kW,原 子力685万kW,そ の他91万kWと なっ

てい る。原子力 は,1994年 か ら導入 されたが,

2005年 末時点 で全体 の1.3%と なっている。 こ

の よう に,電 源 構 成 は火 力 が ほ ぼ4分 の3,

(出所:中 国電力企業聯合会資料)

水力 が4分 の1で,火 力 が主 体 であ り,そ の

燃料 はほとんど石炭であ る。

なお,2006年1～6月 の間 に新 規運転 開始

した発 電所 の設 備容量 は3,241.46万kWで,そ

の うち水 力359.91万kW,火 力2,868.06万kWで

あ る※4。

表3は,2006～7年 の設備容 量の見通 しで あ

る。 この とお り推移 す る と,2億3,000万kW

を超 える容量が,わ ずか4年 間で増 えるこ とに

なる。 ちなみ に,2005年 度 の 日本 の事業 電力

設備容量 は2億3,400万kWで ある。

表4は,2004年,2005年 に国 によ り審査 ・

許可 され た発 電 所 の設 備 容 量 を示 してい る。

これ を見 る と,2年 間で約1億7,000万kWの

発 電所建設が承 認 され てい る。

表32007年 までの発電設備容量の見通 し

壊 欝 200ぐ 隼実績 2005舘 速報 2006銀 舞遜し 2◎eア鶴見逆し

隼 蒙発鷺設備
(億kW)

4.42

(ユ2.6%)

5.◎8

(14,9%)

578～5.88

(15」7%)
6.28～6.38

増 分鷺源規模
く万kW)

5,1◎ ◎ 6,6◎ ◎ ろ00◎-8,0◎ ◎ 5,◎00

消鷺鷺 力量
〈億 無燃 〉

21,761
(14,9%)

24劉689

(13.5%)

2乾68◎

〈1◎.◎%)

28,290～29,◎70

(6.◎ ～9.◎%)

鷺 力不足規模
(万kW>

3,50◎ 2,5◎ ◎ 6◎0細1,0◎O 均衡

(出所:発 展改革委員会 お よび中国電力企 業連 合会ホームペ ージ)

表4審 査 ・許可 された発電所の設備容量

(単位:万kW)

i火 力1水 力1原 子力}再 生可能 計

20043β85。50 783.00 37.3◎ 4,705.80(74)

2◎◎58,944.90 2,656.85 330 50.00 1王、981.75(140)

計 三2,830.40 3,439.85 330 87.30 16,687.55

注:0内 の数 字 は、発電 所 数

(出所1国 家発展 ・改革委員会 ホームペ ージ資料)

※4「2006年1-6月 分電力工業生産簡況」(中 国電力企業聯 合会)
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表5発 電設備容量の長期見通 し

発電設備容量(単 位:万kW) 構域比
2010驚i2020年 2010年12◎20年

火
力

石 炭 58,896 76,497 72% 64.5%

ガス 2,536 4,270 3.1% 3.6%

小計 61,432 80,767 75.1% 68.1%

水
力

一般水力 16,442 26,804 20.1% 22.6%

揚水 1,799 3,083 22% 2.6%

小計 18,24ユ 29,887 22.3% 25.2%

原峯力 1,145 3/795 L4% 3.2%

新エネルギー 982 4,151 1.2% 3.5%

合計 81,800 118,600 100.0% 100.0%

(出所:海 外電力調査会調べ)

表5に は,2010年 お よび2020年 にお ける電源

設備容量の見通 しを示す。 これ を見 る と,火 力

発電の 占める割合が低下 し,水 力,原 子力お よ

び再生可能エネルギーによる発電が増 える見込

みであ る。 しか し,発 電設備容量 に占める割合

は漸減する ものの,火 力発電所が使用する石炭

の絶対消費量 は増えることになる。

3.電 力不足

2002年 か ら電 力 需 給 の 逼 迫 が顕 在 化 し,

2003年 には22省 市区,2004年 は24省 ・市 ・区

にのぼ っ た。 そ して2005年 第1四 半 期 に は26

省 ・市 ・区 で供給制 限が 実施 され たが,夏 以

降は その数 が減少 し,11月 には7省 ・市 ・区

となった。

表6は,電 力 供 給 制 限 が 実 施 され た省 ・

市 ・区 をま とめ た もので あ る。表 中,太 字 の

省 ・市 ・区 は,そ の年 に新 たに電力供 給制 限

を行 った ところである。

電 力不 足 の原 因 として,高 い経 済成 長伸 び

率(2003～4年 は10%超)に 見 られ る ように,

金 属 精 錬 な ど電 力 多 消 費 産 業 需 要 の 増 大

(2004年1～10月 の工業用 需要 は前 年比16.8%

増),生 活水 準 の向 上 に よ るエ ア コ ンの普 及

(97年974万 台→02年3,135万 台,5年 間 で3倍

以上,夏 季 ピー クの3分 の1が 空 調需 要)が

まず挙 げ られ る。 しか し,電 力が供 給 過剰 で

あ った1990年 代 後半 に,需 要喚起 策 とと もに

新 規 電源 開発,送 電網整 備が 先送 りされ た こ

とに よ り,2000年 以 降の高 い経済 成長 による

需 要 の増加 に追 いつか なか った こ とが,根 本

にあ る とい う見方 もあ る。

図3は 設備容量 と最大 電力 ※5の推移 を示 し

た もので ある。最 大電力 と設備 容 量 の値 を見

る と設備 に余 力が あ る ように見 えるが,実 際

には電 力不足 が発生 してい る。 これ は,発 電

設備 の老 朽化 等 に よる休止 や 出力抑 制 によ り

運 転 で きない発電所 が,相 当数 に上 ってい る

こ とを示 唆 している と考 えられ る。

表62002年 ～2005年 に電力供 給制限 を実施 した省 ・市 ・区

区域 2002隼(12省 駆)12003年(22省 市区)i2004年(24省 市区) 2005庫(26省 市区)

華北 洞北、山西 、内蒙古 河北 、山西、内蒙古
天 津 、河 北 、山 西 、内 蒙

古、山東

北京 、天 津、河北 、山西

内蒙古、山東

東北 遼寧

華束 上海、江蘇 、漸 江
上海 、江蘇 、漸江、安徽

福建

上海 、江蘇、漸江 、安徽

福 建

上海、江蘇 、漸 江、安徽

福 建

華中
河南、湖北 、四川

重慶

江西 、河南 、湖北、湖南

西川、重慶

江西 、河南、湖北 、湖南

四川、重 慶

江西、河繭 、湖 北 、湖南
四川、璽慶

西鶉 甘繍 、青海、寧夏 挾西 、甘粛、青海 、寧 夏 陳西、甘粛 、青海、寧 夏

南露 広東、貴州
広東 、広 西、貴弼、震南
海南

広 東 、広 西 、貴 州 、雲 南 広 東 、広 西 、貴 弼 、雲 南

(出所:海 外電力調査 会作成)

※5各 区域 の最 大電 力の総和 であ る。 したが って、最大電力が記録 された月 日は区域 ごとに違 ってい る。
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(出所:「 中 国 電 力 年 鑑 」 お よび 中 国 電 業 等 よ り海 外 電 力 調 査 会作 成)

図3設 備容量 と最大電力の推移

他の原因 として,一 部地域で火力発電所の

石炭保管量が激減 し,石 炭の入手が困難 とな

り操業ので きない発電所が存在 したこと,あ

るいは渇水,猛 暑 といった気象要因がある。

このような電力の需給逼迫に対 して需要と供

給の双方について以下の対策がとられている。

[供給面]

・電源開発の加速化

・送電網の整備(隣 接区域 との電力融通)

・電気料金値上げによる発電用燃料炭の確保

4.西 電東送

[需要面]

・夜間 ・土 日の工場操業,設 備点検,高 温 日

休暇の要請,負 荷遮断等 といったピークシ
フ ト・カット

・空調の設定温度等の空調需要の管理

・時間帯別料金の拡大
,電 力多消費産業向け

電気料金に格差を設ける電気料金制度

中国で は東 ・西部 間の経済 格差 を是正 す る

目的 で,2000年 か ら 「西部大 開発」 プロ ジェ

ク トが 実 施 され,こ の うち電 力 につ い て は

「西電 東送 」 プ ロジェ ク トが進 め られ てい る。

これ は,中 国 の水 力 ・石炭資 源が西 北 ・西南

部 に偏在 し,需 要が大 きい地 区 は経 済が発 展

㌍縛

!

隆

!
＼
、

＼∫蝋

力網'

愛`

、ノぎ姦 茎

ノ 戚辛

篇 鋤網一 嘆

ダγ

謎ヒ麺 二天聯

ノ3

図4「 西電東送」計画概念
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表7三 峡プ ロジェク トの概要

総賎水容嚢 £億m3コ 393

洪水調整容量[億m3] z22

集緬 積1万 ㎞23 10◎

欝水池面積1㎞2] 1β84

ダム高 ζr縛 ま81

堤 頂長 薮m… 2,3◎9♂47

堤体積[寿r騰3コ 1,6◎ ◎

i発電方 式 ダム筑、立軸フランシス水車

設 備容量 【予kW達 ダ ム 式18,2◎0(7◎ ◎予kW×26台)

無醗発 鷺電 力量 £億kW紡 847

(出 所:「ThreeGorgesProject」(中 国長 江 三 峡 工 程 開発 総 公 司 発 行))

してい る東部 沿 岸 に集 中 してい るため,中 国

西 南部 の豊富 な水 力 ・石 炭資源 を活用 して発

電 を行 い,東 部 沿岸地域 へ送電 す る とい う も

ので,現 在,電 源開発 や電力網 の拡充 ・増 強

が急 ピ ッチで進 め られてい る。図4に は,「 西

電東送」 の概念 を示す。

電源の整備 については,水 力発電所 とともに,

石炭炭鉱近傍 にいわゆる山元石炭火力発電所の

建設が行 われている。これは,鉄 道や道路 によ

る石炭の輸 送 に限界 があるため,電 力の形で需

要地域 に送 る とい う考 えによるものである。

送電網 については,2002年 の電力機i構改革 ま

で は省 内お よび区域 内の送電網が比較的整備 さ

れ ていた ものの,区 域 間を跨 ぐ連系が必 ず しも

十分ではな く,近 年 の電力不足 の一因 ともなっ

ていた。 この 「西電東送」では,北,中 お よび

南ルー トとい う東西 間の送電網 とともに,南 北

間の連系 を強化す るこ とにより,全 国 における

電力融通 を図 ることになっている。

次 に,「 西 電東送」 を象徴す るプ ロジェク ト

で ある三峡 プロ ジェ ク トについ て述 べ る。 三

峡 ダム は,上 海 か ら約1,700km離 れた長江(揚

子 江)の 中流 部 に位置 し,1992年 にプロ ジェ

ク トが始 ま り,2009年 に完成す る予定 であ る。

2004年 秋 か ら,左 岸側 の発 電機iが順 次運 転 さ

れ,現 在14台 が 稼動 して いる。発電 した電力

は,上 海 を中心 と した華東 区域 お よび広 東省

に送電 され てい る。 また,ダ ム本 体 は,2006

年5月 に完成 している。現在,右 岸側発電所 に,

残 り12台 の発 電機 の据付工 事が行 われてい る。

三峡 プロジェク トの概 要は,表7の とお りで,

発 電所 の規 模 は,日 本 の東北電力 あ るい は九

州電力 のそれぞれ1社 分 に匹敵 ※6す る もの と

な ってい る。 なお,右 岸側 の地下 部分 には,

設備 容量420万kWの 発 電所 も建 設 中で,こ れ

が完成す る と全体 で2,240万kWに なる。

5.原 子 力発電

中国で最 初の原子 力発 電所 は,1994年 に運

転 開始 された。以後,徐 々 に開発が進め られ,

2005年 末 時点 で,5発 電所,総 設備 容量700万

kWが 稼動 してい る。表8は 営業運転 中お よび

建設 中の原子力発電所 であ る。

2002年 か ら顕 在化 した電力不足 は,2004年

夏 に最 も厳 しい事 態 と な っ た 。 この ため,

2004年 の 秋,原 子 力 につ い て,そ れ まで の

「適度 に開発」 とい うス タンスが 「積極的 に開

発」 に改 め られた。 また,「2020年 に,全 発 電

設備容量 の4%を 原子力 にす る。」 とい う国の

方針 が打 ち出 され た こ ともあ り,中 国各 地 で

原子力発 電所 の計 画地 点 が 目白押 しとい う状

況 にな ってい る。沿岸 部 のみ な らず,内 陸 部

で も開発 の動 きが見 られる。

発 電所 の開発 と ともに,核 燃料 の リサ イ ク

ル につい て も積極 的 に取 り組 まれてお り,今

※6東 北 電 力 の発 電 設 備 容 量 お よび発 電 電 力 量 は 、 そ れ ぞ れ1,551万kW、852億kWh。 九 州 電 力 は 、 工,942万kW、881億kWh

(2005年3月 末 現 在 、 「電 気 事 業 便 覧(平 成17年 度 版)」 よ り)
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表8原 子力発電建設の候補地点

2G(}(}年4角 環 筏

発電戴名 設騰場穆言
1

髭電事業者 炉 搬
繊力

σヲkW)
τ事灘始 縫 業巡転

闘始

撫1韮 茎期 簾 子 ノ3発電 携

略～呈職蜜曲3捻P紘sd

謬織 省
梅塊猿

秦il醸 電

公 鑓

芸》WR

嬢 薫 設1ξ{・〉

31.(} 198巻3.21 欝 §4.4.釜

黍縫滋 期懸子 力発電醗

犠 耀 曲a隷?撫$磁

1帯 機 漸江欝

梅撫県

核 篭 秦Ll麟

鴬 窟 隈 公1デi

董)w衰

傭 璽 設 誕)

8δ ズ} 三鰹弼 β.黛 2(x)2.護.蔦

黛号機 6る.◎ 欝 警?,4.玉 黛{x}4.5.3

秦1茎鑛 期療苧 ね発電瀕

繕 礪 顧繰 猟 撤鐙癒

1跨 機 漸涯省
海撫盤

舶ll第 薫嫉

礁套限 公鶏

CA繋D移

(搬 ♪

72.8 支998。s.8 £◎G2浅 露.3王

黛参憂機 ?慧,a 黒9愈8.9.蕗 2003.7.雲4

震策大芝雛溌猿子力発 鷺鷲

伽&織 麟 ◎鵜Daya8鍵y

三霧機 広來省

深セ ン

蜜

広 …紅核磯 合

鴬禽霞公 灘

ジw鷺
(仏)

9a4 憩87.8.7 欝{)4灘 ほ

黛弩機 98.4 王§88.4.? 199議.6.6

広東嶺襖原 子ノ溌 獅 灘
磁犠鋤 導d◎捻窟獄聴 緬

1馨 機 広東省

深セ ン

南

嶺漢核電
姦限 公 潟

≦)≦).o ⑲97.δ.三 ξ} 2{)◎露.5、2$

2警 機 99.◎ 199?,11.露s £0(}3.1.8

営叢選藪 中 〈①〉 9慕 ?(}1,4

涯 蘇欝湾綴峯力聚電撰
あ鱒9鎌 籔騰w鋤

三弩機
戴;蘇欝

覇湾

～ll蘇核 霰

馨眼 公 遡

Pw我

(繕v＼ 礪 盈)

1(}6,◎ 鎗9§ ユ◎.2§ 2◎{}6

(予 窺)

慧簿機 1(}6.◎ ao{沁.叡 熱 2倉◎7年

(y弓繋〉

嶺漢 豆期 く嶺瑛)
〈L齢麟鋤 寒)

広 蜜雀

深セ ン
嶺 蛾嫉 電 公

遡

避w鼠 2x裏 《}(}

奏隷磁 擬増設
(〈蜘 麟繍 蹴)

漸縦雀
搬簾膿

繊電 秦 し1ま聯

鴬 角讐 公灘

PWR 2×6ら

建設ゆ 〈②〉 s基 54黛.◎

濾転中 ・建設中 く① 率⑳ 絡蒸 1,243。 護

縫養轡量こ溝 タ事'電力 調査 会 窪践

後,中 国 のエ ネル ギー戦略 も原子力 を中心 に

展開 してい くもの と考 え られる。

表9に,原 子力発電建設の候補地点を示す。

表9原 子力発電建設の候補地点

国務 先批'(プ ロジェク ト認可)サ イ ト

発電所 場所 炉型 設置者または 最近の動向等
設騰規模 主要出資者
(万kW)一

1 三門 漸江省 PWR 中国核工業集団公司 ・2004 .7に 国務院の批准 。最新 型のPWR

(Sa㎜en) 三門 2x10G (CNNC) を
・三 門建設 プロジェ ク ト設 立準 備処が秦 山

に設置。
・2005駕 に国際入札 、結果 が出る予定で あ

ったが、2006年4月 現在 未決定。

務 完 ヒィ佳ぞ寺ち σ)}ナ ト

1 陽 江
(Yangjiang)

広東省
陽江市

PVVR
2×100

中 国 広 東 核 霜 集 団 有
限公 湖(CGNPC)

2004,2国 脇 院 に 項 目 建議 魯 を 提 韻(中 図
電 力 報)
・2005年 に 国 際 入 札 、結 果 が 嵐 る予 定 で あ

っ た が 、2006年4月 現 在 未 決 定 。一

その他立地候補地点

発選藩 場隈 煙型 設擢者または 最選の動痢等
設備規模 虫要鐵資養
α鎌w)

1 海 陽(H議iya簸9> 由東省
爆台市

PWR
2x100

ゆ 犠 投 核 電 集 懸公 鑓
(cP王R}

・項 馨建議書 を飼務院に 串譲 中。
・CP王 の傘下 に 「由東核電脊 隈公 翻 を

設 立 く2004。9)

ガ 紅沿澗 遼寧省 PWR ゆ確般核電集 鴎公鶏 。項 湧建議書 を圏務院に 申請 中.

(H。 臓gya撤he) 大連市 2×100 (CPIN) ・黛◎◎5無a肩 「遼寧核電 有眼公鋤 を設

中国広東核電 集団有 立
銀公駕(CGN?C)

3 頒湾 π期 江蘇雀 PWR 中国核工業集邸公罵
(丁主a滋wauω 連雲港 2×1◎(} 〈CNNC>

4 乳 由 くN綴s1}a獄) 山東省 PWR 中国核工業集國公司 露006年5薄 、 由東 省 とC㎜Cが プ障ジ
威海市 2×1◎0 (C翼NC> エク トを進 める ための合 弁会袖 設 立取 り
(乳由市) 決 めに調 印。

最終的に6基 を計爾
5 秦 山!期 増設 海江省 未定 中国核工業集薗公司 ・サ イ ト選 定に係る環境影響評衡 を実旛。

(方象由) 海塩県 (CNNC) ・方 家 由は秦 山 玉期 の寵 薦側鱗 接 地の 丘

(7a獄g海sha扮 陵、整地工事に着手。

6 寧 徳(Ni篇 離e> 福建省寧
徳毒

2×lo() 大劇 籔際発驚股紛有
限公瑚

2◎㈱ 年1月 、寧嬉猿子力発電膚限公 穏を

設立
中國広東核電集鎚有
限公司 くCGNPC)

7 福溝鍵噸 岬 擦建省
翻 青審

中 国 核 薫 業 集 囲 公 鶏
〈CNNC>

2006駕5月 、福 建福溝核電有限公 覇を設
立

中国華電集団公潤 100万kW級6基 計醐

(出所 各種資料をもとに海外電力調査会作成)
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6.再 生可能エネルギーの導入

主エ ネルギー源 である石炭は,2002年 以降急

激 に消費量が増加 し,2005年 には原炭ベースで

20億 トンを超 え,世 界一の消費 国 となった。 ま

た,石 炭消費量 の約半分が火力発電所で使 われ

ているため,経 済発展 に伴 う電力消費量の急増

が,石 炭の消費拡大 をもた らした。このように,

石炭 の消 費拡大 に伴 って 「第十 次5力 年規画」

期 には大気 汚染が深刻化 し,特 に,硫 黄酸化物

の排 出量 は規制当局 の抑制 目標 を大 きく超 え,

酸 性雨の範 囲 も国土の3分 の1に 及 んでいる。

この ため,環 境 負荷 の少 ない電 源 と して,

政府 は再生 可能エ ネルギ ー に着 目し,表10に

示す よ うに,再 生 可能 エ ネルギ ーの導入見 通

しを発表 した。

そ して,再 生可能エネルギーの開発,導 入,

普及を図るための基本法である 「中華人民共和

国再生可能エネルギー法」が2006年1月 から施

行 された。この法律では,再 生可能エネルギー

電力の送電会社による買取義務,買 取料金(卸

電力料金)の 認可制,お よび送電企業が買い上

げた再生可能エネルギーの販売電力価格への転

嫁等が定め られてい る。 また,細 則 として,

「再生可能エネルギー発電関連管理規定」,「再

生可能エネルギー発電関連管理規定」が定めら

れてお り,今 後,財 政 ・税制優遇政策等に係る

規定等が順次制定 されることになっている。

「再生可能エネルギー発電 に関す る管理規

定」の主な規定を表11に,ま た,「 再生可能エ

ネルギー発電価格及び費用分担管理 に関する

試行規則」の主な規定を表12に 示す。

表10再 生可能エネルギーの導入見通 し

(単位1万kW)

再飼 旗 ネルギ』の鮒12・ ◎碑{2・ ・碑 の見胤i2◎2僻 の脳 し

風力発鷺 36 400 3,000

太陽光発電 2 28 100

バイオマス発電 80 545 2,000

地熱発電 3 11 50～100

海洋エネルギー発篭 1 60 370～560

小水力発電 2,497 5,000 乃000～8,000

(出所:国 家発展 ・改革委員会 の能源研究所資料)

表11「 再生可能エネルギー発電に関する管理規定」の主な規定

・主要河 川 に建 設 され る水力 発電 ,25万kW以 上 の水 力 発電,5万kW以 上 の風 力発

電 は国家発 展 改革 委員 会が 認可 ・審 査 し,他 の プロ ジェ ク トは省 レベ ル政府 が

認 可す る こと

・資 金面 の 支援 が必 要 なバ イオ マス発 電 ,地 熱発 電,海 洋エ ネ ルギ ー発 電,太 陽
エ ネルギ ー発 電 は国家 発展 改革 委員 会 に 申告 す る こと

・発 電企 業 は,国 家 が規 定 した再 生可 能エ ネル ギー発 電 の割 当義 務 を担 うべ きで

発 電割 当 の指標 ・管理 方法 は別 途規 定。 大 型発 電企 業 は再 生可 能 エ ネルギ ー発

電 プロ ジェ ク トに優 先 的 に投 資 すべ きこ と

表12「 再生可能エネルギー発電価格及び費用分担管理に関する試行規則」の主な規定

・再 生可 能 エ ネル ギー発 電価 格 は政 府公 定価 格 と政 府指 導価 格 の2種 類 の形 式 で

実 施 し,政 府 指導 価格 は入 札 で確 定 した落 札価 格 とす る こと

・再 生可 能 エ ネル ギー発 電価 格 が脱硫 型 石炭 火 力発 電 の基準 価 格 よ り高 い差 額 部

分 は,全 国省 レベ ル以 上 の電力 販 売量 に均 等 割す るこ と

・風 力発 電 プ ロジ ェ ク トの併 入価 格 は政 府指 導価 格 とす る こ と

・バ イ オマ ス発電 プ ロジ ェク トの価格 につい て は
,政 府 公 定価 格 の場合 は脱 硫 型

石 炭火 力発 電 の基準 価 格 に0.25元/kWhを 加 算 す る こ と

・太 陽エ ネ ルギ ー発 電 ,海 洋 エ ネル ギー発 電,地 熱発 電 につい て は,政 府公 定価

格 と し,そ の価 格 は 国務 院価格 主管 部 門が 合理 的 な コス トプ ラスの原 則 に基 づ

いて定 め る こ と
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なお,一 定規模以上の設備容量を有する発

電企業 に対 して,2010年 までに電源設備容量

に占める再生可能エ ネルギーの比率 を義務化

することが検討 されている模様である。

7.電 力セ クター を取 り巻 く環境

経 済的 に見 た中国は,"高 い"成 長率 を誇 っ

てい るが,東 西地域 間 の"大 きい"格 差 の問

題(膨 大 な低所 得者 な ど)や"多 く"の 課題

(エネルギ ー,国 営企業改 革 による失業 者,環

境,構 造改革,投 資加熱 な ど)を 抱 えてい る。

この うち,電 力セ ク ター を取 り巻 く環 境 を見

る と,電 力不足 に よる需給 ア ンバ ラ ンス とそ

れ による電気料 金 の値 上 げ,省 エ ネルギ ー ・

環 境保護i意識 の高 ま りや エ ネルギ ー ・環境 政

策の見直 し等 の問題 が山積 してい る といえる。

2006年 か らは,「 第十一次5力 年 規画」が ス

ター トし,単 位GDPあ た りのエ ネル ギー消費

量 を,2005年 比20%前 後低 減す る こ とを大 き

なテーマ と して設定 され てい る。 つ ま りひ と

こ とで言 えば,「 高効率省 エネルギー型社会 の

構築」 ※7で,省 エ ネル ギー と環 境保護 が,今

後 の政策面 にお ける主要 テーマ にな る と考 え

られ る(図5)。

表13は,日 中韓 の単位GDPあ た りの電力消

費量 を比較 した ものであ る。 これ よる と,中

国 は 日本 の6倍 のエネル ギーが投入 されて お

り,効 率改 善 の余 地が非常 に大 きい と考 え ら

れ る。 中国が この ように多 くのエ ネルギ ー を

使 う要 因 として,次 の点が考 え られる。

躍

電 力需 給 逼
積極 的 な電源 閣発

2004年5,000万kW増

2005年6,600万kW増

予 測:

2006年Z◎00-8,00◎ 万kW増

2006年5,000万kW増

電力設備容量(全国);
2◎05年来5億kW(速 報値)

十一 五計画 ・
2010年 末 約8億kW

2020年 宋 約1i億kW

電力料金上

鷺気料金管理弁法
石炭価絡と連動し
た電気料金

電力取引市場試行

IPP事 業のための

基礎情報

置
省エネルギー・環境保護意識の高まり1-- レ

-i

1繍 潔 鋸 進ll省琳 ギー欄 計画1
醐 能琳 ギー法1

1エネルギー螺 撒 知 見直し等1
-

i当局によ礁1陣 監督管理条例斜1エネル擁 欄 定

εsc◎

DSN関 連撫 癬

十一・五言十画(2006年 ～2QIopa>
・依然として.第 一次エネルギーとして石炭に頼らざるを得ない状況
・省エネルギー、礁境悶題が重点項匿

図5電 力セ クター を取 り巻 く最近の動 き

表13単 位GDPあ たりの電力消費量の比較

¢礎① 鷺力消費澱② ①ノ② 借簾
中 爆 124兆 事 1.64兆kW熱 δ76$ノk踊 1.◎

B本 3.98発 事 ◎.84兆kW熱 4.74事/k輪

1,ア1事ノk輪

6.2

2.3韓 国 ◎、48兆 事 ◎28兆kW鉄

米 国 1◎護5兆$ 3!毎7跳kW執 3磁$!kW縣 4.◎

※ 数値は20G2年 実 績

(出所:電 力消費量 は,各 国の電 力統 計,GDPは 総務省統計局デー タ)

※7具 体的 な項 目 として、「エ ネルギー利用効 率向上」「生態環境保 護」「電 力網建設強 化」「水力発電 を強 力 に開発」 「優

れた点 を生 か し石炭 火力 を開発 」「原子力 の積極 的推進」「天然 ガス発電 を適度 に開発」「新 エ ネ発 電 を加速化」 「協調 的発 展」

および 「電 力体制改 革の深化」 が掲 げ られてい る。
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●鉄鋼,ア ルミ,化 学等の電力多消費型産業
の割合が大

●生産効率の悪い工場等が多数存在
●省エネ型電化製品(エ アコン等)普 及の遅れ

2004年 に.7政 府 は 「省 エ ネルギ ー中長期 計

画」 を発 表 してお り,表14に あ る ように,省

エ ネ ルギ ー量 の 目標 値 を設 定 してい る。 これ

に よる と,2010年 で4億 標準 炭 トン,2020年

には14億 標準 炭 トンで,2003年 の一次 エ ネル

ギー需 要量16.78億 標準炭 トンに対 して,そ れ

ぞ れ24%,83%に 相 当す る量 で,本 当 に達成

され るか どうかが注 目される。

2002年 か ら顕 在 化 した 電 力 需 給 逼 迫 は,

2004年 に最 も深刻 な事態 になった ため,中 央

政府 は,電 力 を中心 に したエ ネルギ ー安 全戦

略 の必 要1生を認 識す る よ うになった。 このた

め,2005年5月 に国務 院総 理 を リー ダー とす

る 「国家 エ ネルギ ー指 導 グルー プ(国 家能源

領導小組)」 が設置 され,エ ネルギー戦略,計

画 お よび重 大政策,エ ネルギ ー開発 と省 エ ネ

ルギー,エ ネルギー安全 と緊急対応,エ ネル

ギ ーの対外協 力等 につい て,総 合 的,戦 略 的

に取 り組 むこ とを目的 としている。

図6に,国 家 エ ネル ギー指導 グルー プの組

織 の概要 を示す。

2003～2004年 にか けて石炭 価格 が高 騰 し,

発電 に支 障が 出た石炭 火力発 電所 が続 出 した

ため,電 力 不足 の一 因 とな った。 この ため,

石炭価 格高騰 が発 電会 社 の収益 を圧 迫 した こ

とを受 け,政 府 は,2005年5月 か ら石炭価 格

に連動 した電気料金制度 を導入 した。 これ は,

半年以 内に石炭価格 が5%以 上変動 した場合,

変動分 の30%は 発 電公司 が 自助努 力で吸収 し,

70%を 電気 料金 に転嫁 す るこ とがで きる とい

う もので あ る(た だ し,農 業用 と中小 化学 肥

料用向 けの電気料金 には適用 されない)。

表14省 エネル ギー目標の マクロ指標

2◎◎露隼 2◎1◎鋒 黛◎2◎蕪

GD2嶺 た弓⑳エネルギー消費

(標準炭 トン/1簿 人 幾元)

(OGpに ついては、憩9◎鐸儀値ベース)

黛,68 2,% 1あ4

難平均省工ネルギー率
2◎03・窪◎1◎

22%

黛◎◎3・窯◎2◎

3%

省■ネルギー黛(標 準炭億 トン〉 4 14(注)

(油)2903～292geqの 二酸化硫黄2,紛9万 トンの携韻低減に櫓 当

(出所:国 家発展 ・改革委員 会資料(2004年11月))

・目 的 ・総舗 戦 略的なエネルギー問題励 ら繍 … 蘭「

!8圭靴‡罐塾難勲鷲轟l
l動天摯洗磐饗篠裟餐 灘 離 窒プ長副纏 、名i

L_轡 込 筆奎1塗巴)竺._.__」

既烹欝暫薇翻零簾翻纏響弓
L_._忽 簿_2捲_._._.童 免4色._._

図6国 家エネルギー指導グループ組織概要
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8.ビ ジネスチ ャンスが期待 される分野

1990年 代初期 においては,電 力 の供給が不足

す る状 況が継続 していた ため,外 資 によるIPP

(㎞dependentPowerProduer,独 立系発電事業者)

プ ロジ ェク トは,長 期PPA(PowerPurchase

Agreement,売 電契約)を は じめ政府保証 に よ

る各種 の外資 導入 イ ンセ ンテ ィブが存在 した。

特 に,最 初 の経 済特 区が置 かれた広 東省 には,

現在 も多 くの外資系発電所がある。

しか し,2000年 代 に入 り電力市場 化が指 向

された ため,IPPに つ いて は,長 期PPAや 価 格

保 証 な どの投 資 に対 す る イ ンセ ンテ ィブは も

はや期待 で きな くな ってい る。 また,当 初認

め られ てい たPPAに つい て も,地 方政府 に よ

る見直 しの動 きも見 られる。

その よ うな状 況の 中,2002年 末 の電力 改革

以 降,5大 発 電 会社 お よび地方 の電力会社 に

よ り,積 極 的な新 規電源 開発が行 われてい る。

一方
,PPAが 認 め られ ない こ と,市 場 化動 向

が不透 明で あ る ことな ど,投 資環境 が厳 し く

なっ たため,欧 米系 を中心 とした外資 は本体

の財務状況 を改善す る必 要 もあ り,IPP市 場へ

の参入 意欲 は減退 し,最 近 で は,撤 退 が 目立

っている。 しか し,香 港 や シ ンガポ ール,韓

国は,中 国市場へ の投資 を継続 している。

この ように,中 国でIPP事 業 を展 開す るには,

大 きな困難 を ともな うが,先 に も述べ た よう

に,種 々の政策 ・制度 が省 資 源 ・省 エ ネルギ

ー ・環境 を基本 ス タ ンス と して構築 され るた

め,い わばエ ネルギ ーの ソフ ト面 を中心 と し

た ビジ ネス チ ャ ンスの可 能性 が広が る もの と

考 え られ る。発 電事 業者 に とっ ては,電 力市

場競争 を勝 ち抜 くため に,環 境 に配慮 した高

効 率発電所 の運 営が必 要 に なるで あろ う。 ま

た,省 エ ネル ギ ー の余 地 が 大 き く,ESCO

(EnergyServiceCOmpany)事 業 やCDM(ク リ

ー ン開 発 メ カ ニ ズ ム
,CleanDevelopment

Mechanism)事 業 をは じめ とす る ビジネスが発

展 す る と見 られ る。 これ らの分野 で は,ク リ

ー ン ・コール ・テ クノ ロ ジー
,省 エ ネ技 術,

環境対 策技術,原 子 力発 電等,日 本 の強 みが

生 かせ る場面 が少 な くな く,今 後 中国 での ビ

ジ ネス展 開が十分期待 で きると思われ る。

90年 代初頭

・申国IPP事 業へ

外資積極参加
・100件以上 の

lPP案 件が進行
・総発電容量の

7%を 占有

(98年9%)

アジァ危機に
よる慎重論

地方政府のPPA
一部不履行

○O
oO

llfi⇒ 』[動
8

紐一 コ レ

δ
○

エンロン

事件

現 状

欧米 系企業
・新規投資停止

・既往投資撤退

・残留外資企業

香 港 韓 国,台湾系

・中国5大発 電会社

は じめ 国内資本 に

よる電源 開発

(国際協力銀行資料を基に作成)

図71PPへ の外 資参入の変遷
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[寄稿]

最近の省エネルギー政策 と技術の動向

佐 藤 文 廣 牒 講 ギ譲ンタり 『派
"、 ∫ 鎗 黒 気、
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1.は じ め に 2.最 近の省 エネル ギー政策の動 向

こ こに来 て石油 価格 の高 騰 を始 め と して,

エ ネル ギーの需給 に係 わ る問題 が大 きく取 り

上 げ られる ように なって きま した。 中近 東地

域 での政情不 安 に加 え,い わ ゆるブ リ ックス

(BRICS:ブ ラジル,ロ シア,イ ン ド,中 国,

南 ア フ リカ)に 代 表 され る これ まで途上 国 と

呼 ばれ て きた 国々の急速 な経 済発展 に伴 うエ

ネルギ ー需 要の増 大が,エ ネル ギー市場 に大

きな課題 を投 げか けてい ます。

オイ ルシ ョックを契機 として始 まった省 エ

ネ ルギー政策 は,1990年 代 の地球 温暖化 問題

の高 ま りに よって近年,重 要不 可 欠 な政 策 と

して位 置づ け られ る よう にな りま した。2008

年 ～2012年(第1約 束期 間)を 温室効 果 ガス

削減 目標 の達成 期 限 とす る京都議 定書 が2005

年2月 に発効 したの を受 けて,わ が国 は 「京

都議 定書 目標達成計画」(2005年4月)を 策定

し,省 エ ネルギ ー対 策 の具体 的 な計 画 と実行

を進 めてい ます。 一方,最 近 のエ ネル ギー需

給 問題 は,長 期 的視 野 に立 った抜本 的エ ネル

ギ ー政 策の立案 を促 し,経 済 産業省 は 「新 ・

国家エ ネルギ ー戦略」(2006年5月)を と りま

とめ ま した。 この 中で も,省 エ ネルギー は極

めて重 要 な政 策 として位 置づ け られ,徹 底 し

た推進 が期待 されてい ます。

本 稿 では,わ が 国 にお け る最 近 の省 エ ネル

ギー政策 の動 向 と技術 の動 向 の概 略 を説 明す

る と共 に,世 界 的視 点か ら見 た省エ ネル ギー

対策へ の課題 につ いて紹介 したい と思い ます。

「京都議定書 目標達成計画」で は,エ ネルギ

ー起源 の炭酸 ガス(CO2)排 出量 を基準年 であ

る1990年 の レベルの 十〇.6%に 抑 える こと とし

てい ます。 しか し,2002年 度実績で は,1990年

よ り約12%増 加 してお り,2010年 に向けて現状

よ り約11%(約118百 万t)を 削減 す る必要 が

ある とされてい ます。 この大幅 な削減 を実現 す

るために,国 は昨年新 たな省エ ネルギー対 策 を

追加 し,強 力 にその推進 を図ってい ます。

既 に ご承 知 と思 い ますが,わ が 国 はオ イル

シ ョック以 降,積 極的 な省エ ネ ルギ ー対 策 に

よ り,特 に産業分 野 で大 きな成果 を収 め て き

ま した。図1は わが 国の最終 エ ネル ギー消 費

と省エ ネルギ ー関連政 策の推 移 を示 した もの

です。 わが 国 の最 終エ ネルギー消 費 は,高 度

成 長期 に急 速 に伸 び,オ イル シ ョックで停 滞

期 に入 った後,1980年 代 後半 よ り再 び増 加 に

転 じてい ます。2000年 代 に入 りやや停 滞傾 向

が 見 られ ます が,後 半 の伸 び は主 と して 民

生 ・運輸 部門の伸 びによって生 じてい ます。

オイ ルシ ョック以 降,法 整 備や 国家 プロ ジ

ェ ク トに よる技術 開発 が積極 的 に な され て き

ま したが,こ れ らの施 策の多 くは産業部 門 に

対 す る もので したが,最 近 は,伸 び続 けてい

る民生 ・運 輸部 門 に対 す る対 策が 多 く取 られ

る ようになって きま した。

最近 の施 策 を紹 介す る前 に,各 部 門の最 近

のエ ネル ギー消費 指標 の状況 を見 て み る こと

とします。
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(出 所:第9回 省 エ ネ ル ギ ー 部 会資 料,2006年5月11日)

図1わ が 国 の 省 エ ネ ル ギ ー の 推 移

(1)最 近のエネルギー消費指標の傾向と強化策

① 産業部門:産 業部門のエネルギー消費量は

1999年 以降全体 として概ね横這い基調 にあ り

ますが,化 学工業,そ の他製造業等において

上昇傾向が見 られます。 また,鉱 工業生産指

数当た りエネルギー消費原単位 で見 ます と,

オイルシ ョック以後1990年 までの間に急速な

改善が見 られましたが,そ の後若干の増加傾

向に転 じています(図2)。 これは産業構造の

変化 に伴 う高付加価値製品等の生産品の変化

によるもの と説明 されています。産業部門の

省エネルギー対策は,主 として 「経団連 自主

行動計画」 により進め られ,大 きな成果 を生

んでいるとされていますので,今 後の傾向を

注視 したい と思います。

Ho

tOO

§,。

亟

導80

暴::
寒
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＼
＼ 　の
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年度

(出所=総合エネルギー統計,鉱工業指数年)

図2製 造業におけるエネルギー消費原単位の推移
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図3世 帯 ・人 口の推移 とエネルギー消 費

② 民 生部 門:民 生部 門のエ ネルギ ー消費 は,

上 昇幅 が一 時 よ り若干 下が って きてい ますが

依 然上昇 傾 向 にあ ります。家庭 部 門で は,世

帯 当 た りエ ネル ギー消費(消 費原単位)は 若

干低 下傾 向 にあ ります(図3)。 しか し,世 帯

数増 加 の影響 で全体 のエ ネル ギー消 費 は減 少

してお りませ ん。 業務部 門で は,床 面 積 当た

りのエ ネル ギー消費 原単位 は減少 傾 向 にあ り

ます が,床 面積 の増加 が全 体の消 費 を押 し上

げ てい ます 。2003年 度 の値 は下 が ってい る よ

うですが,こ れ はデー タの ば らつ きと考 え ら

れ ます。

③ 運 輸部 門:運 輸 部 門のエ ネル ギー消費 は,

近年貨物 部 門の 消費が 減少 して,全 体 と して

低 下傾 向が 見 られ ます 。貨物 部 門で は,よ り

積 載率 の高 い車へ の切 り替 え等 の対 策 に よ り

輸 送原 単位(kca1/t・km)の 改善が進 んで い

るの に対 し,旅 客 部 門で は 自動 車単体 の燃費

(km/e)の 向上 には 目覚 ま しい ものが あ りま

す が,自 家用 車 の輸送 原単位(kcal/人 ・km)

は上昇傾 向にあ ります。

「京都議定書 目標達成計画」で示 された省

エネルギー対策の各項 目に対 し,現 在国が実

施 している具体的な施策内容の一覧 を表1に

示 します。大 きくは,補 助金,税 制,融 資等

の金融支援措置,法 制度の改定による管理 ・

規制,情 報提供 ・普及啓発等の強化が図 られ

ています。

(2)過 去1年 間の省エ ネル ギー施 策 につ いて

① 改正省エネ法(エ ネルギーの使用の合理化

に関する法律の一部 を改正する法律):昨 年

8月10日 に公布 され,今 年4月1日 より施行

された今回の改正では,主 として3つ の分野

で大幅な改訂が行われました。

(a)工 場 ・事業場 に係 わ る事項

これ までの省 エ ネ法 では,管 理指定 を受 け

る工 場 ・事 業場 を熱 と電 気 に分 け,エ ネル ギ

ー使 用 量 の大 きさに よ り
,そ れ ぞ れ第1種,

第2種 の管 理指 定工場 を設 けて きま した。 こ

れ は,熱 と電気 で はエ ネル ギー管理 を行 う上

第29巻 第3号(2006) 一41～
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表1省 エネルギー部会で検討 された省エネルギー対策強化策の実施状況
/

レフ ァ レ ンス

ケ ース

現行対策推進
ケース 追加対策量

追加対策
ケース 1現 族 施・ている躰 的な施策!

産
業
部
門

日本経団連自主行動計画の着実な実施とFU U90 ll90 0 1190 関係 審議 会等 にお いてフ ォロー アップを実施 軋

高性能工業炉の導入促進 30 40 40 80 設備 導入 に対す る支援(補 助金,税 制,融 資)

高性能 ボイラーの普及 10 50 0 50 設備 導入 に対す る支援(補 助金,税 制,融 資)
高性能 レーザーの普及 0 0 0 0

一1
次世代 コー クス炉の導入促進 0 0 10 10 設備導入に対する支援(補 助金)
複数事業者 の連携 による省エ ネレギー 0 0 100 100 設備 導入 に対す る支援(補 助金,融 資)

省エ ネ法 によるエネルギー管理の徹底 0 0 40 40

熱電一体管理 を求 める改正省エ ネ法 の施行
熱 電一体管理 に対応 した工場 ・事業場判 断基準の公表
工場 ・事業場の現地調 査に よる総点検 の実施

表彰 制度 による普及啓発

建設施工分野における低燃費型建設機械の普及 0 0 10 10 低燃費型建設機械に対する指定制度の策定1

民
生
部
門

トップランナー基準 による機器 の効率改善 430 430 110 540

欝 鵬 拶 隷 獣.省 エネ型製品販売辮 評価制馴 聯 雛 瞬 発
待機時消費電力の削減 40 40 0 40 普及啓発

住宅の省工制生能の向上 240 280 20 300

建築等 した際 に省 工瀦 置の届 出を求める改正省工 界去の施行
住 宅 ・建築物 に係 る省エ ネ判断基準 の公 表

環 境性能評価手法 の開発 ・普及
省エ ネ措置 に対す る支援(税 制,融 資等)

技術 開発 に対す る支援(補 助金)

設計 ・施工 に係 る技術 者の育成
建築物の省工刷生能の向上 250 530 30 560

高効率給湯器の普及 20 110 150 260
設備導入に対する支援(補 助金)
技術開発に対する支援(補 助金)

高効率照明の普及 0 50 0 50
設備導入に対する支援(税 制)
技術開発に対する支援(補 助金)

業務用高効率空調機の普及 0 0 30 30 設備導入 に対す る支援(補 助金,税 制)

業務用省 エ ネ型冷蔵 ・冷凍機 の普 及 0 0 10 10 中小規模業務用施設の省エネ化に係る補助1

国民努力(情 報提供,機 器 の買換) 0 0 270 270

エ ネルギー供給事業者 ・小 売事業者 による情 報提供の促進

省エ ネラベ リング制度 ・統一省 エネラベル ・省エ ネ型製 品販 売事業者評価制度 に よる情報提供 ・普 及啓 発
エ ネルギー供給事業者等 に よる省エ ネ事業 に対する支援(補 助金)

HEMS,BEMSの 普及 120 220 0 220
設備導入に対する支援(補 助金,融 資)1
技術開発に対する支援(補 助金)1

省エ ネ法 によるエ ネルギー管理の徹底 0 0 70 70

熱電一体管理 を求める改正省エ ネ法の施行

熱電一体管理 に対 応 した工場 ・事 業場判断基準 の公表
工場 ・事業場 の現 地調査 による総 点検 の実施

運
輸
部
門

トップラ ンナー基準 による 自動 車の燃費改善 800 800 10 810

機器の対象拡大
機器 ごとの トップラ ンナー基準 の策定

自動車購入 に対 する支援(税 制,融 資)
燃費性能 に係 る評価 ・公表制度 及び車体表示 を通 じた情 報提供

ク リー ンエ ネルギ ー自動車 の普及促進 20 50 40 90
自動車購 入に対 する支援(補 助 金,税 制,融 資)
技術 開発 に対 する支援(補 助金)

サルフ ァー フリー燃料 の導入 0 0 40 40
サ ルファーフ リー燃料の生産 に伴 う製油所設備等 に対 する支援(補 助金)

サル ファーフ リー燃料の供給 に係 る支援(補 助金)

アイ ドリングス トップ車導入支援 0 0 20 20

自動車購入に対する支援(補 助金)
技術開発に対する支援(補 助金)
普及啓発 1

交通 システ ムに係 る省 エ ネルギ ー対策 380 920 180 1100
交通需 要マ ネジメン ト(TDM)施 策の推進 による 自動車交通需要 の調 整
ETC,道 路 交通情報通信 システム(VICS)の 普及 による高度道路 交通 システ ム(ITS)の 推進

(省エ ネルギ ー技術 開発) 0 0 llO lIO 省エ ネ技術 開発 プロ グラム(補 助 金)

省 エネ対 策合計135301471011180158901

※ 数値 の単位 は,原 油換 算万kl
※ 表中の項 目及び数値 は,昨 年3月 の第8回 省エ ネルギー部 会で審議 され た ものに,2010年 エネルギー需給見通 しの策 定時におけ る再検討 を追加 し,4月 に閣議 決定 した京都議定 書 目標達成計画 のベ ース とな7た もの。

(出所:第9回 省エ ネル ギー部 会資料,2006年5月11日)
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図4熱 と電気の一体管理による工場,事 業場の省エネルギー対策の強化

で の専 門技 術 が異 な り,専 門性 を高 め る上 で

別 々 に管 理す る方が 良い との考 え に基 づい て

い ま した。 しか し,近 年 コー ジ ェネ レー シ ョ

ンの普及等 が進 み,熱 と電 気 を一体 に管理 し

た方が よ り合 理的 な管理 が可能 と判 断 され る

ケース が多 く出 て きま した。 また,管 理対 象

を増や す こ とも省 エ ネルギ ー対 策 を進め る上

で重要 で ある との認 識 か ら,熱 と電 気 を合 算

して1つ の エ ネルギ ー単 位(原 油換 算)で 管

理 指 定 工 場 を規 定 す る よ う改 訂 され ま した

(第7条,17条)。 第1種,第2種 指定工 場 の

規 制範 囲 は従 来 の範 囲 を踏襲 して,原 油 換算

でそれぞれ3,0001e4以 上,1,5001e4以 上 としま し

た(エ ネルギ ーの使用 の合 理化 に関す る法律

施行令第2条,第4条 の2)。 この ことに よ り,

指定工 場 の裾切 り値 の事 実 上 の引 き下 げ とな

り,対 象 工 場 ・事 業場 数 が 約1万 か ら1万

3,000に 拡大,カ バ ー率 が産業部 門全体 の約7

割 か ら約8割 に向上 され ま した。改訂 の要 点

を図4に 示 します。

また,改 正法執行 の実効 性 を高 めるため に,

工場 総点検 の改 善,立 ち入 り検査 の拡 充(第

87条),届 出書の提 出遅延 に対 す る厳正 な対 処

(第96条)等 の施策が取 られる こ ととな りま し

た。

(b)運 輸分野に係わる事項

改正前の省エネ法では,運 輸分野 に係わる

判断規準 は設 けられていませんで した。近年

の運輸部門のエネルギー消費量 の増加傾向を

考慮 して,今 回の改訂では,輸 送能力(保 有

する輸送機械の台数)が 一定基準以上(表2)

の輸送事業者に対 して,省 エネ目標の設定 と

目標達成のための計画の策定(第55条)及 び

輸送に係わるエネルギー消費指標等(使 用量,

原単位,等)の 定期報告(第56条)が 義務付

け られるようになりました。 また,年 間3,000

万t・km以 上の貨物 を取 り扱 う荷主に対 して

も,同 様 な計画(第62条)と 定期報告が義務

付けられました(第63条)。 荷主に係 わる改正

表2特 定輸送事業者の判定基準

鉄道 300両 以 上 タクシー 350台 以 上

トラック 200台 以 上 船舶 2万総 ㌧以上

バス 200台 以 上 航空 9千 ㌧ 以 上

第29巻 第3号(2006)
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省 エ ネ法 の適用 は,貨 物 を 自身 で輸送 しない

事 業 者が輸 送量(ト ンキ ロ)の 削 減努力 をす

る もの で,デ ー タの正確 な収集 な どこれ まで

に無 い工夫 が必 要 とされ ています 。 この ため,

2006年 度 において は各社 とも トンキ ロデー タ

の把握 に努 め,2007年4月 末 日 まで に トンキ

ロの報告 を得 て,以 後順 次特 定荷 主 の指 定が

行 われ るこ と とな ってい ます 。計 画書,定 期

報告書 の提出は2007年9月 が最初 とな ります。

(c)消 費者への情報提供 に係わる事項

機器の効率改善 を始めとした省エネルギー

活動の実を上 げるためには,消 費者への的確

な情報の伝達が不可欠 と考 えられ ます。 この

ため,今 回の法改正 で一般消費者に対 して,

電力 ・ガス会社等のエネルギー供給事業者や,

家電等の小売 り事業者は,省 エ ネ機器の普及

のために情報 を提供することが義務付 けられ

ています(第86条)。

② トップラ ンナー基準 の新展 開

トップ ラ ンナー制度 は1998年 の省 エ ネ法 改

正 時 に,エ ア コンデ ィシ ョナ ー等9機 器 を対

象 として制定 されましたが,そ の後徐 々に対

象品目の追加 を行い2006年4月 現在21機i器が

対象 となっています。

トップランナー制度が導入 されてか ら既 に

6年 以上が経過 し,テ レビジ ョン受信機,ビ

デオテープレコーダー,エ アコンディショナ

ー(ル ームエアコン),電 気冷蔵庫及び電気冷

凍庫 は既 に目標年度を迎 えています。表3に

基準策定時点での効率改善見込み値 に対 し,

目標年度 における効率改善の実績値 を示 しま

した。各機器 とも当初改善予定値 を大幅 に上

回る効率向上 を達成 しています。この間に主

として実施 されて きた各機器の省エネルギー

技術 の内容 を表4に 示 しました。電子機器 に

おいてはIC化 の推進,電 源回路系の効率改善

等多様な対策が取 られたことにより大幅な改

善がなされたことが分か ります。一方,エ ア

コンや冷蔵庫では,過 去 インバーター化が効

率向上に大 きな役割 を果た してきま したが,

近年 の効率改善策 としては,電 力消費の大 き

な割合 を占める圧縮機や熱交換機の性能改善

や構造改善が大 きな効率改善 に寄与 してい ま

す。

表3ト ップランナ ー制度の効果

機器名 効率改善(実 績) 効率改善(見 込み)

テ レビジ ョン受信 機 257%(1997年 度 →2003年 度) 16.4%

ビデ オテー プ レコーダ ー 73.6%(1997年 度 →2003年 度) 58.7%

エ アコ ンデ ィ シ ョナー 67.8%(1997年 度 →2004冷 凍 年 度) 63.0%

電気冷蔵庫 55.2%(1998年 度 →2004年 度) 30.5%

電気冷凍庫 296%(1998年 度 →2004年 度) 22.9%

ガソ リン乗用 自動車 22.0%(1995年 度 →2004年 度) 23.0%(1995年 度 →2010

年 度)

表4こ れまでの主たる省エネの取組み

テレビ VTR ヱアコン 冷蔵庫・冷凍庫
・1Cの集 積 度の 向上 ・スイッチング方 式 電源 の採 用 ・圧縮機の性能向上 ・圧縮機の効毒向上

・MOS型lCへ の移 行 ・動作
、非 動作 に対 応 した

・ファンモータの 性 能 向上 ・凝縮器の取り付け改良等

・スイッチング方 式 電源 の 採 用 こまめな電源供給制御 ・熱交換機の大型化 ・・冷 気 流れ の改 蕃

・合理的電源供給設計 ・映像 儒 号処 理 回 路 のしS1化 ・真空断熱材の採用

・自動輝度調整回路の導入 ・扉 がスケットの断熱 姓 向上

・省 エネモードスイッチの 導 入 ・ヒーター制 御 の最 適 化

・ブラウン管発 光 効率 の 向上 ・コンプレッサ停 止の 熱 砿 改 善

・電子銃の改良 ・冷 却サイクルの効 率 改 善

・待機時電源の専用電源化

・低 損 失 リモコントランスの開 発

一44一
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これ ら達成年 度 を迎 えた機器 につ いて は基

準値 に対 す る見直 しが行 われ,新 た な基準値

が検 討 され てい ます。 これ らは技術 変化 の激

しい分野 の機 器 であ り,ト ップ ランナー基準

設 定当初 か ら見 る と機器 の性能 や機能 に大 き

な変化 が生 じて い ます 。例 えば,テ レビジ ョ

ン受信機 におい ては,1998年 段 階 で液晶 や フ.

ラズマ テ レビは出現 してい た もの の,技 術 開

発 の先行 きが不 透 明で市場 も小 さい と して対

象機 器 に上 げ られてい ませ んで した。 しか し,

現 在 で は出荷 の大 半が ブ ラウ ン管 テ レ ビか ら

液晶や プラズマ テ レビへ と変 わ って きてい ま

す。 これ に対 応 して,今 回の基準改 定で は液

晶 とプ ラズマ テ レビの基準 を設 ける こ とと し

ま した。更 に,VTRはDVDへ,冷 蔵庫 は使 用

側 の便 宜 を図 って用途 に応 じた室数 の増 加 と

配置 を変 えた新 しい型 式へ と変 わっ て きて お

り,こ れ らも同 ように新 しい機能 に対応 した

基 準 の設定 が 必要 となっ てい ます 。問 題 は,

これ ら新 た な商 品の 出現 が 多 くの場 合,省 エ

ネルギ ー とは反対 方 向のベ ク トル を有 してい

る こ とです。省 エ ネル ギー対策 がエ ネルギ ー

消 費の絶対 量 の削減 を最終 目標 とす るので あ

れば,こ れ ら新 しい機 器 の出現 に即応 して基
　

準作 りを行 うことに加えて,消 費者の欲求 を

満足 し且つエネルギー消費の少ない機器の技

術開発が求められます。

③ 今後の省 エネ政策 の方 向性

国は今 年5月 に行 われ た省 エ ネルギ ー部 会

にお いて,省 エ ネル ギー対策 の現状 を踏 まえ

て,今 後 の省 エ ネル ギー政 策の方 向性 を示 し

ま した(表5)。 特 に,エ ネルギー コス トの軽

減効 果が イ ンセ ンテ ィブ と して十 分機能 しに

表5分 野ごとの現状,課 題,今 後の政策の方向性

・エネルギーコストが小さいこと等により、省エネルギーに

対するインセンティブが働きにくい。

・省エネルギーによって削減できるコスト幅も限定的で、投

資回収期間が長期。

・豊 かさや利便性 を求め、エネルギーを消費する機会が増

える傾向。

・近年のライフスタイルの変化、世帯数増加等により、更
に、エネルギー消費量が増大。

輸 送機関が、利便性のみで選択されるケースが少なくな
い状況。

・荷主 、輸送事 業者、着荷 主等複数の関係者による協働

が必要 。

・エネルギー消費量を管理 するなど省エネルギー に関する

理解の更 なる浸透が必要。

・ヱネルギー消費機器の更なる性能向上。

・省エネルギー対策の方法・効果を分かり易く提 示するESCO等 の新業態の振興。

・既存建築物の省エネ改修促進等による建築物の省エネ性能向上促進。

・高効率機器や、エネルギー利用効率の高い事業環境の性能評価のためのベンチ

マークの整備と、表示等による需要側への的確な情報提供の工失 。

・高効率機器等の普及 ・定着を促進する効果的支援。

・地域、都 市、交通等に関連する省ヱネを促す社 会経済システムの整備。

・国民の省エネルギー意識の向上

・エネルギー消費機器の更なる性能向上。

・既存住宅の省エネ改修 促進等 による住宅の雀エネ性能向上促進。

・高効率機器等の性能評価のためのベンチマークの整備と、表示等による需要側へ

の的 確な情報 提供の工夫。

・高効率機器等の普及 ・定着を促進する効果的支援。

・住宅の省エネ性能 の向上を促すための仕組 み(性 能評価、表示、支援等)。

・地域 、都帯、交通等に関連する省エネを健す社会経済システムの整備。
・改正省エネ法 の活用により、省エネルギー に関する認識 を深 め、エネルギー管理

体制 の整備を促進 。

・自動車等輸送機関の更なる性能向上。

・エネルギー消費効率の高い輸送機械 、輸送手段 の性能評価のためのベンチマー

クの整備と、表示等による需要側への的確な情報提供の工夫。

・高効率輸送機器等の普及 ・定着を促進する効果的支援 。

・地域、都市 、交通等に関連する省エネを促す社会経済システムの整備 。
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くい民 生 ・運 輸分 野 や,社 会 イ ンフ ラの整備 推進す るために,国 は技術開発 に於ける戦略

や多様 な主体 との協働 を要する交通,都 市構 マ ップの作 成 を進 めて きま した。 今年4月,

造 などの社会経済 システムに係わる分野にお 分野別の技術戦略マ ップ 「技術戦略2006」 が

いて,省 エ ネル ギー を進め る手法 の工夫 が必 策定 され ま したが,省 エ ネル ギー分野 につ い

要で あ る として い ます 。即 ち,革 新 的技術 開

発 を戦略 的 に進 め る こ とを基 盤 と しなが ら,

ては今年10月 を期限として策定が進められて

い るところです。今 回の検討 の前提 は,「 新 ・

様 々な省エネルギー対策を適切 に評価 し,普 国家エネルギー戦略」等の議論 を受けて,①

及 させ て い くため に,政 策評価 手法 の1つ で 省エネルギー技術を日本の国際社会における

あるベ ンチマ ーキ ングの手法 を広 く取 り入れ, 産業競争力の源泉 とする,② 資源制約 ・環境

各分 野 において展 開す るこ ととしてい ます。 制約 を乗 り越 え,尊 敬 され る世 界一 の省エ ネ

国家の実現 を目指す,の2点 を将来のわが国

3.省 エネル ギー技術の動向 のあるべ き姿 と位置づけ,こ れを実現するた

め の省 エ ネルギー技術 開発 の方 向 を,2010年

(1)今 後の省エネルギー技術開発の方向 か ら2030年 を展望 しなが ら描 くこ とと してい

昨年総合資源エ ネルギー調査会需給部会 に ま す 。

よ り答 申された 「2030年 のエ ネルギ ー需給 展 省 エ ネルギ ーは,機 能 を生 み 出す様 々な技

望」,及 び今年5月 に経済産業省が中間とりま 術 の効率化 により達成 されるものでか ら,特

とめ を行 った 「新 ・国家エ ネル ギー戦略」 に に産業部門においては,要 素技術の融合 ・組

おい て も,今 後 のわ が国 のエネ ルギー政 策 と み合わせ を効果的に行 うことが大切 とな りま

して,省 エネルギー技術 開発が極めて重要な す。 このため,技 術 開発 の相互連携 を促 進 し,

施 策 と して位 置づ け られ てい ます。 これ とは シナジー(相 乗)効 果を生み出す ことが必要

別 に,膨 大な技術開発 をよ り透明性 を高めて とな ります 。 また,民 生 ・運 輸部 門 におい て
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部門名

嶺謙灘

繍
議

,鍾

灘
・
、灘

剃

・

・べ 『 一ヒく.㌧t;"▼.Yz:・:メ ー、卑'9'

基 本 フロー

_麺 鼠_一 次エネルギー

省エネの論点

発 電 ・精 製 など

」 〔璽唾L二 次エネルギー

供給 ・回収 ・貯蔵

_』〔騨L二 次エネルギー

利用 機 器 ・システム

」繭唾L負 荷儒要

負荷 ・需要

原子力・自然エネルギー利用は省エネルギー戦略に含め
ない。

発電効率等のエネルギー転換効率の向上、即ちエクセル
ギー損失の削減により化石エネルギーの消費量を削減.

二次エネルギー利用部 門の余剰エネルギーを回収して、

相互に利用することがポイント。

回収 ・転換 ・利用に際 しては、エクセルギー効率 が高いこ

とに加え、余剰側と受入れ側の 時間的、空間的なマッチ
ングが必要

利用部門の損失削減は出来るだけエクセルギーベース
で考える。

エクセルギー率の大きい高品位の排エネルギーは利用

部門内で出来るだけ使い回し外に出さない。やむを得ず
排出するのは低品位のエネルギーのみとするのが目標。

エネルギー消費の削減は二つに絞られる。

①最終商品、サービス等の需要(負荷)の削滅。

②最終商品、サービスに至るまでの損失の削減

図6省 エネルギー技術に関する論点整理

は,IT化 の進展 や ライ フス タイルの変化 とい

った社 会 シス テムの変革 に合 わせ た省 エ ネル

ギ ー技術の 開発が必要 とな ります。

(2)省 エネルギ ー技術戦 略 「研 究会」 「WG」

の活動

省 エ ネル ギー技 術 戦 略 を策 定す るた め に,

今年 初 め 「省 エ ネルギー技術 戦 略検討 会」が

持 たれ戦 略作成 の方 向が議 論 され ま した。 こ

の議論 を踏 まえて,「 省 エネルギ ー技術戦略研

究 会」 が発 足 し,そ の下 に 「ワー キ ンググル

ープ(WG)」 を置 いて具体 的 な検討 を行 って

い ます 。検 討会 で は,図5に 示 す省 エ ネルギ

ー課題 コンセプ トマ ップに基づ い て ,部 門横

断的 に5つ の コ ンセ プ トグル ー プを構成 し,

コ ンセプ トグループ毎 にWGを 設 置 して検討 を

進 め てい ます 。 コ ンセ プ トグルー プ はそ れぞ

れ次 の ように命 名 され ました。

① 超燃 焼 シス テム技術,② 時空 を超 えたエ

ネル ギー利用技 術,③ 省 エ ネ型情報 生活 空間

創 成技術,④ 先進交 通社 会確 立技術,⑤ 次世

代 省エ ネデバ イス技術 の5つ です 。研 究 会で

は4月 に検討 をス ター トし,8月 中 には最 終

と りまとめ を行 うことで検 討 を進 めています。

(3)省 エネルギー技術 の論点整理

省 エ ネルギ ー技術 を抽 出す る上 で,エ ネル

ギ ーの供給側 か ら消費側 へ の一連 の フ ローの

中で,そ れぞれ の段 階毎 に論 点 の整 理 を行 い

ま した。概 要 を図6に 示 します。 まず,発 電

等 一次 エ ネル ギー転換 部 門(原 子 力,自 然 エ

ネ ルギ ーは除 く)に つい ては,極 め て高温域

で のエ ネルギ ー転 換 が課題 となるの で,エ ク

セ ル ギ ー損 失 の低 減 技術 が 課題 とな ります 。

次 に,エ ネルギ ーの供 給 ・回収 ・貯蔵 を行 う

エ ネル ギー流通 部 門で は,需 要側 と供 給側 と

の 時間 的,空 間的 マ ッチ ングが 大 きな開発 要

素 とな ります 。更 に,製 造 プロセ ス等二 次エ

ネルギ ーの利用 部 門で は,エ ネル ギー をエ ク

セ ルギ ーベ ース で考 えた時の利 用効 率 の向上

が 課題 とな ります 。最後 に照 明や機 器 の稼働

に利 用す るエネ ルギ ー消 費部 門で は需要 の削

減 と消費 に至 る まで の損 失 の削 減技 術 が課題

とされ ます。

(4)各 グループの技術開発課題の概要

① 超燃焼 システム技術

製造 プロセスでは,化 石燃料等の化学エネ

ルギーを燃焼により熱エネルギーに転換 して

か ら利用 しますが,燃 焼時 には必要 とする温

度 レベルを超 えた極めて高温のガスが発生 し,
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この温度 差 の大 半がエ クセルギ ー損 失 とな り

ます 。 この よ うなエ ネル ギー価 値 の損失 を伴

う燃 焼 をで きるだ け省 く,ま たは超高効 率 に

利用 す る こ とを 「超燃焼 」 と捉 えて,こ れ に

よ り実現 され る廃 熱ゼ ロを 目指 した省 エ ネル

ギ ー型 の産業構造,エ ネル ギー利用 体系 の実

現 を図 ります。

② 時空 を超 えたエネルギー利用 技術

製造 プ ロセス において発生す る余 剰エネルギ

ー(廃 熱)等 は
,時 間的 ・空 間的 な輸送が 困難

である ことか ら,十 分 に利用 され ない まま排出

されるケースが多 くあ ります。 この ような制約

を蓄熱技術等 によ り克服 し,エ ネルギーの需要

と供給 のマ ッチ ングを行 うことによ り,エ ネル

ギーの高効率利用 を図る ことを目指 します。

す。 これ らによ りモーダルシフ トなど輸送機

器の利用形態の高度化 を含めた先進交通社会

確立を図ることを目指 します。

⑤ 次世代省 エネデバイス技術

幅広 い分野 におい て使 用 され る省 エ ネ型 デ

バ イスの技術 開発 を図 る こ とに よ り,分 野横

断的 に大 きな省エ ネ効果 の実現 を図る こ とを

目指 します。 例 えば,工 場等 のモ ー ター,情

報 家電 及 び 自動車等 の産 業 ・民 生 ・運 輸 の各

分 野 に跨 った幅広 い分野 にお いて使用 され る

半 導体 電力素 子 の技 術 に 「パ ワーエ レク トロ

ニ クス」 が あ ります。 その キーデバ イス であ

る 「パ ワー半 導体(電 力制御 変換 用半導 体)」

に係 る技術 的ブ レー クスル ーに よ り,各 分 野

において,大 きな省 エネ効 果が期待 され ます。

③ 省 エネ型情報生活空間創生技術

民生 部 門では,高 度情 報化 や豊 か さを求 め

る ライ フス タイルの変化 の影響 な どか ら,産

業 部 門 に比べ てエ ネル ギー消費 の伸 びが大 き

いため,機 器設備 な どのハ ー ド面 だけでな く,

生 活ス タイルな どの ソフ ト面 と融合 させ た技

術 開発 が必要 に なってい ます。 このため,高

効率 の給 湯,空 調,コ ージ ェネ レー シ ョン等

の民 生用 機器 の普及 や更 な る効率 改善 と併せ

て,IT技 術 と の 融 合 を す す め,BEMS

(BuildingandEnergyManagementSystem),H

EMS(HomeEnergyManagementSystem)等

の最 適管 理技術 や予測評 価技 術等 に よる省 エ

ネ型空 間の創生 を図 るこ とを 目指 します 。

④ 先進交通社会確立技術

ハ イブリッ ト自動車が実用化 されるなど,

ハー ド面における省エネ対策は改善が進んで

きているものの,運 輸部 門の大幅 なエネルギ

ー消費量の削減には至っていません
。先進的

な交通社会 を確立するためには,輸 送機器ハ

ー ド面の技術 開発 を更に進める とともに
,効

率的な利用 を社会 システム として進めるため

の技術開発 を併せて行ってい くことが必要で

4.海 外 との連携 強化

(1)省 エネ協 力の必要性

図7に 国際 エネルギー機 関(IEA)が2004年

に予 測 した世界 の地 域別 エ ネルギ ー需 要 の推

移 と見通 しを示 します。 世界 のエ ネルギ ー需

要 は,今 後 と も急 速 に伸 び,2030年 には2002

年比 で60%の 増 加 が想定 されて い ます 。 この

中で,全 体 の伸 びの約46%は アジ ア地域 であ

る と考 え られ てい ます。 と りわけ 中国 は,既

にわが 国 を抜 く世界 第2位 のエ ネ ルギー消 費

国 です が,近 年 石油 依存 度 が 急激 に上昇 し,

1990年 代 半 ば に純輸 入国 に転 じて以降,2030

年 に は需 要 の80%を 輸 入 に依 存す る と想 定 さ

れ てい ます。 この傾 向 はイ ン ド等 他 の アジ ア

諸国 におい て も同様 に見 られ ます 。

一方
,こ の ようなアジアを始め とす る世界の

エ ネルギー需要 の増加 は,気 候変動 の観点か ら

も深刻 な課題 となってい ます。京都議定書 は米

国他 を除 く先進各国が炭酸 ガス(CO2)の 削減

目標 を立 て,2008年 ～2012年 の間に達成す るこ

とを目標 として昨年発効 され ましたが,当 初 よ

りエネルギー消費の急上昇が予測 される途上 国

の扱 いが議論の的 となって きま した。
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図7世 界 の 地 域 別 エ ネ ル ギ ー 需 要 の 推 移 と 見 通 し

京 都 議 定 書 後 の 次 期 枠 組 み を議 論 す る

COP/MOP(気 候 変動枠組条約締 約国会議 ・京

都 議定 書締 約 国会合)は 昨年12月 にス ター ト

しま した が,米 国,途 上 国の動 向が注 目され

る ところです。 これ らの 国 にお いて は,総 じ

て エ ネ ル ギ ー消 費 原 単位 が高 く,2003年 の

GDP当 た り一次 エ ネル ギー消費 は,日 本 を1

とす る と,米 国3,中 国9,イ ン ド9,タ イ

6(出 典:IEAEnergyBalance2004)等 となっ

てい ます(図8)。

2005年7月,気 候 変動 とエ ネルギー問題 は不

可分の関係 にあ る との認識 に基づ いて,G8サ

ミッ トにおいてグレー ンイー グルス行動計画が

決定 され,さ らに時期 を同 じくしてアジア太平

洋パー トナーシ ップが立 ち上げ られま した。 こ

のように脆弱 なエ ネルギー需給構造の改善 と気

候変動 の取組 において,省 エネルギーの重要性

が強 く指摘 され,ま た,世 界 的に省エネルギー

対策が急務 とされて きています。

(2)ア ジア ・省 エネル ギー ・プロ グラム
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も省 エ ネルギ ー に向 けた一定 の取組 が行 われ

るよ うになっ て きま した。 しか し,省 エ ネ ル

ギ ー規 制等 の制度 整備,関 連 人材育 成等 の諸

点 におい て未 だ実 効性 に乏 し く,自 律 的 に省

エ ネルギ ーが促 進 される状況 に至 ってい ない

のが実 情で す。 こう した アジア諸 国のエ ネル

ギー効 率 を改 善す るため に,欧 米各 国や 国際

機 関等 は省 エ ネルギ ー分 野 にお ける国際協 力

を精力 的に進 めてい ます。

わが 国 はこれ まで,産 業分 野 を始 め と した

様 々な省エネルギー活動 の展開 によ り,エ ネル

ギー消費効 率 において世界で最 も優 れた国 を自

負 してい ます。アジア諸国 における省エ ネルギ

ーの 自律 的推進 を図るため に
,わ が国が これ ま

で蓄積 した技 術,ノ ウハ ウを提供す るこ とは,

極めて重要な政策課題 となって きました。 この

ため,こ れ までの省エ ネルギー国際協力の取組

を抜本 的 に強化 した 「アジア ・省エ ネルギー ・

プログラム」 を推進す ることとしてい ます。そ

の内容 は,① アジア諸国の制度的取組への支援,

② 民生 ・運輸 ・電力部 門の協力 の実施,③ わが

国企業 に よる ビジネスベースの省エ ネルギー機

器 ・設備 の普及 に向けた支援,④ 国際機 関等 と

の連携,⑤ 政府及び関係機関の連携 と体制強化,

⑥ 国際 的枠組み を活用 したベ ンチマー クアプロ

一チの展開 となってい ます
。重点的に取 り組 む

相手 国 として,中 国,イ ン ド,タ イ,イ ン ドネ

シア,ベ トナムな どが候 補 として考 え られてい

ます。

5.ま と め

以上を取 り纏めます と,

① 省エネルギーは地球温暖化,エ ネルギー需

給の両面か ら,益 々重要な施策となってきて

います。

② 省エネルギー対策が急がれる中,国 は法制

度の充実による管理体制の強化 を図るととも

に,新 たな技術開発に大 きな期待 を寄せてい

ます。

③ 省エネルギー技術は,求 められる機能を達

成 させる様々な要素技術やシステム化技術の

効率 を改善する総合的技術です。国は,現 在

ロー ドマップの作成過程 にあ りますが,個 々

の技術の相互連携が今後益々重要な課題 とな

って くると考 えられます。

④ 省 エネルギー対策は今や地球的課題であ

り,一 国の枠 を越えた連携が求められていま

す。
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[寄稿]

新 規 半 導 体(Sic,GaN)の

パ ワ ー エ レ ク トロ ニ ク ス へ の 展 開

荒 井和 蝋 蝶 騨 臨 ンター)

樋 ・ 頚 懸 欝 欝 クー)

※ ※※

』 囲

1.は じ め に

現在,日 本 の 一次 エ ネル ギー消費 の うち電

気 エ ネ ルギーの発 生 に使 わ れ る割合(電 力 化

率)は 既 に,40%を 超 え てお り,益 々増加 す

る傾 向 にある。風力 や太 陽光 などの再生可 能

エ ネル ギーの導入 や燃料 電池,マ イ クロ ガス

ター ビ ンな どの分散 電源 の活用 は不 可欠 と考

え られ て い る。そ れ らの効 率 の よい使 い方,

電力系 統 ・配 電系 との調和 の とれ た連係 には

電力損 失が少 な く使 い勝手 が よ く,コ ス ト的

に も負 担 の少 ないパ ワーエ レク トロニ クスが

必 要 であ る。輸送面 にお い て も,環 境 に よ く

効 率 の よいハ イブ リッ ド自動車 や燃料 電池 自

動 車 に期待が 集 まってい る。近 海船 舶 の電 気

化 開発 も進 め られてい るほか,爆 発 的 に増 大

す る イ ンター ネ ッ トな どの情報 のや りと りに

は,イ ンフラ と してのサ ーバ システ ムや各 種

通信 基地 局 の更 なる効率 と信 頼性 の 向上 が求

め られ てい る。 これ らにおい て も直流 一交 流

(DC-AC),直 流 一直流(DC-DC)の 電力 変i換

器 をは じめ とす る各種パ ワーエ レク トロニ ク

スの一層 の高 性能化 が求 め られてい る。 そ れ

らの キー とな るパ ワーデバ イス は,現 在 はシ

リコ ン(Si)デ バ イスで あ るが,そ の性 能 は

飽和 の傾 向 にあ る。 シ リコ ンの物 性値 か ら く

る限界 を乗 り越 え る性能 の半導体 と して,炭

化珪素(シ リコンカーバ イ ド:SiC)や 窒化物

半導 体(ガ リウム ナイ トライ ド:GaN)な ど

の ワイ ドバ ン ドギ ャ ップ半導体 が注 目を集 め
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て い る。材料 開発 か らデバ イス研 究 開発へ と

進み,パ ワーエ レク トロニ クスへ の適応 を望

む ところ まで 開発 が進 んで きた。 そ う した革

新 的 パ ワーエ レク トロニ クスの活躍 す る高 速

情 報 ネ ッ トワーク に適 時 ・適宜 に呼応 す る電

力 エ ネル ギーネ ッ トワー クの姿 を図1に 示す。

2.ワ イ ドバ ン ドギ ャ ップ半 導体 の物 性

とパ ワーエ レク トロニ クス

(1)材 料 特 性 に見 る シ リ コ ン カ ーバ イ ド

(Sic)の 優 れた特徴

Sic,GaNの 物性値 をSiと 比較 して表1に 示

す。 もっ とも重要なパ ラメターは絶縁破壊電界

でSiの8～lo倍 であ り,そ の電界 を支 えるチ ャ

ージの最大密度 は100倍 にも達す る。 そのため

も しも両者 で3.3kV耐 圧 の金 属酸 化膜 半導体

(MetalOxideSemiconductor:MOS)デ バ イス を

作 る と,図2に 示す ようにSiCで は通電 時 に発

生 す るオ ン電圧(小 さい程 電力損失が小 さい)

が現在 型(Si)の 約200分 の1と な る,低 損 失

表1シ リコンカーバ イ ドの材料特性

7

Si Sic(4H)
呈

GaN

バンドギヤガEG(eV) 1.12 3.2 3.4

絶縁破壊電界Ec(MVlcm 0.3 2.8 3.0

電子移動度 μ(cmハZs) 145① 1000 1500

灘 …襲患_奥側9賦盤) 1.5 5.0 L5

オ ン電EE250V@50A/cm2

330μ ㎜

』

ヱT

.
▼

紀
駕御

ノ
▼

弓mπ晩灯4

O

P.

子

、
ー

責

ー

・

・

し

Si-MOSFET

＼
厚さ

デバ イス になる。 ワイ ドギ ャップであ ることか

ら,高 温 まで半 導体 の ドーピング制御 が可能 と

なるの で,シ リコ ンの限界 を破 る150℃ 以上,

原理 的 には500℃ 程度 までデバ イスが動作す る

高温 デバイスで もある。熱伝導度が大 きい こと

も高パ ワーでデバイスを動作 させ た時 に発 生す

る熱の拡散 に有利 で,高 温動作 と相侯 ってデバ

イスサ イズ を小 さ くで きるので,チ ップコス ト

の低減 が可 能 となる。3.3kVの パ ワーデバ イス

は,Siデ バ イスでは,キ ャリアが電子 だけであ

るユ ニ ポー ラデバ イス のMOSパ ワーデバ イス

で はな く,絶 縁 ゲー トバ イポーラデバ イス トラ

ンジス タ(IGBT)と い う電子 とホール の両 方

をキャリア とするバ イポーラデバ イスが使 用 さ

れ る。IGBTで は損 失 は低減で きるが,キ ャリ

アが2種 類 あるためユ ニポー ラデバ イスに比べ

高速(高 周波)動 作が約1桁 悪 くなる。

(2)拡 大 が期待 され るS℃ の適 用範囲

イ ンバ ー タで代 表 されるパ ワー変換 器 に求

め られ る特 性 は,電 力変換損 失 が小 さ く(高

効率),小 型(低 コス ト)で 使 いやす い(壊 れ

に くい)こ とであ る。Sic,GaNパ ワーデバ イ

ス は,低 損 失 で あ り,高 周 波動作 に よる受 動

部 品(コ ンデ ンサや コイル)の 小型化 に よ り,

変換 器全体 を小 型化 で きる。 デバ イスの破 壊

モ ー ドに は色 々あ るが,Siデ バ イス で は,な

ん らか の理 由で デバ イス の 中で電流集 中が起

こ り,局 所 発 熱 ・融解す る こ ともその代 表 的

約1/10

＼

臨
オ ン電 圧

約1/2eg

オン 電圧1。2V@5eA/cm2

醤
約100倍

‡30μm

Sic-MOSFET

図2仮 想的Si-Mosと 理想 的sic-MOSFETの 損失 の比較
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原 因 であ る。SiCは,2,000℃ 以上 で も溶 けず,

熱伝 導度 よ く熱 拡散 が早 いので破 壊 に対 して

強 く,変 換 器 と して堅牢 で信 頼性 が高 くなる

こ とが期待 で きる。高周波 化 に よ り,信 頼性

に問題 のあ る容 量 の大 きな電解 コンデ ンサ を

追放 で きれ ば,変 換 器 の メンテナ ンスの コス

トを大 き く下 げ る こ とが で きる 。 こ う した

色 々な特 長 か ら,各 種 パ ワーエ レク トロニ ク

ス に使 われ てい るSiパ ワー デバ イスの耐 圧 ・

容量 の適用 範囲 に対 し,SiCパ ワーデバ イスの

予 想適用範 囲 を重 ねて,図3に 示 す。SiCユ ニ

ポ ー ラデバ イスの適用 領域 が矢 印で示 した よ

うに拡大 し,広 い範 囲での使用 が期待 され る。

3.開 発状況 と課題

(1)SiCパ ワーデバ イス

① 開発の現状

SiCの パ ワーデバ イスの研 究開発 は,go年 代

に入 って米国 ク リー社(Cree)か ら直径30mm

の基板が 市販 され る ように なってか ら急 激 に

立 ち上 が った。 シ ョッ トキ ーバ リア ダイオー

ドが シーケ ッ ド(ド イッ,シ ー メ ンス とイ ン

フ ィニ オ ンの出資小 会社:SiCED)社 や ク リ

ー社 か ら市販 され てい る。 同等 の耐圧 ・電 流

値 のSi-PNダ イオー ド比べ,ス イ ッチ ング時 に

お ける逆 回復電 流が圧 倒 的 に少 な く(図4),

10
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図4Siと 比較 し、SiCが 優 れてい ることを示 すダ イオ ー ドの逆 回復 特性(リ カバ リー波形)
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ス イ ッチ ング損失 とノイズ を押 さえ られ るの

で,値 段 が高 い が使 われ は じめ てい る。一 方

パ ワーデバ イス の本命 であ るス イ ッチ ングデ

バ イスの 開発 には時 間がか か ってい る。結 晶

基板 をは じめい くつ かの課題 を抱 えてい る。

オ ン抵抗 のデバ イスが なか なか作 製 で きなか

っ たが,酸 化 プロセスや結 晶面 の選択 な どに

よってSiの 物性 値限界 を超 え,さ らにSi-IGBT

の オ ン抵抗 を超 える低損失 パ ワー デバ イス が

報告 される ようにな った。

②SiCの 製造 法

SiCは 大気圧 下で は溶融 しないので,基 板作

製は,Siの 融液 か らの成長 とは異 なるSiCの 昇

華 ガス を原料 とす る気相単結 晶成長法 で行 う。

その ため成長 速度 が小 さ く,種 々の結晶欠 陥

を発 生 す るな どの問題 があ る。そ れで もクリ

ー社 が リー ドして
,市 販 ウエ ハサ イズ も2イ

ンチか ら3イ ンチ にな り,4イ ンチ市販 も期待

され る まで にな った。 ミクロ ンオー ダー のマ

イ クロパ イプ とい う貫通 細孔 欠陥 はほ ぼ無 く

なった。10の4乗(cm-3)オ ーダの結 晶転位 の

低減 が次 の課題 にな って いる。特 に,PNダ イ

オー ドの通電 時 に一定電 流で の順方 向電圧 が

増加 す る とい うダイ オー ド特性 の劣化 が大 き

な問題 とな った。 これ はバ イポー ラデバ イス

にお けるキ ャ リア消 滅(再 結合)過 程 にお け

るエ ネルギー放 出に よ り,転 位(基 底面転位)

が増殖 す る ためで あ るこ とが判 明 し,そ の転

位低 減 の種 々の 工夫 が な されて い る。最 近,

結 晶成 長方位 の組 み合 わせ を工 夫 し,結 晶転

位 を2桁 下 げ る成長 法(RAF法)が 提案 され,

転位低減 につ いて も明るい見通 しがある。

③SicとSiの 製造上の相違

SiCはSiとcの 化合 物半 導体 であ るので,Si

デバ イス技術 をほ ぼ追従す るこ とが で きる利

点が あ る。 しか しなが ら化 学結合 が強 く,不

純物 の熱拡 散が で きず,ド ー ピングには高温

イオン注入(500℃ 以上)と 超 高温 アニー リン

グ(1,700℃ 以上)が 必 要であ るな ど,装 置 開

発 を含む独 自な研 究 開発が必要 となっている。

もっ と も汎 用性 の高 いパ ワーデバ イスで あ

るMOSデ バ イス で は,電 流 のオ ンーオ フを制

御 す るゲ ー トチ ャネルの抵抗 値 を下 げる(キ

ャリヤ移動度 を上 げる)こ とが難 しく,低 い

④ 残 された製造上の課題

残 され た問題 は,現 在10A程 度 の電流 容量

の向上 と,実 用 に足 る酸化 膜 の信 頼性 の確証

であ る。高温 で も酸 化膜 の信頼 性 を心 配 しな

くて よい接合 型電界効 果 トランジス タ(JFET)

で は,少 量 なが ら市 販が始 まって いる。 オ ン

抵 抗 を低 くす る とゲー ト電 圧 をか けない とオ

フにな らない ノーマ リーオ フ型 になる。 その

ため低 耐圧のス イ ッチデバイス と組 み合 わせ,

ノ ーマ リーオ フにす るカス コー ド型複 合 スイ

ッチ素子 も開発 されてい る。高 温動作 ス イ ッ

チ素子 と しての応用 が期待 され る。 また,超

高 耐圧用(5kV以 上)大 容 量 デバ イス として

は,オ ン電 圧 の低 い バ イ ポ ー ラー デ バ イス

GTO(GateTurn-Offthyristor)な どが試作 され,

電力用 と しての展 開が期待 され る。

(2)GaN系 パ ワーデバ イス

① 開発 の現状

GaN系 デバ イスは,発 光 ダイオー ド(LED)

な どの青 色発 光 デバ イス の実 用化 につ い で,

パ ワー デバ イス と して も有 望 視 され てい る。

ウエハ の作 製法 は,サ フ ァイアやSi基 板 上 へ

の 単結 晶薄膜成 長(ヘ テロエ ピタキ シャル成

長)が 主流 であ る。種 々の技術 開発 が進 め ら

れ,4イ ンチ異種 基板 が報 告 され る まで に来

て いるが,ヘ テ ロ成長 に起 因す る転位 欠陥は,

SiCに 比べ3桁 以上 大 きい。2イ ンチサ イズで

は,高 速 成 長 速 度 を持 つ ハ ラ イ ド気 相 成 長

(HVPE)に よ り厚膜 を形成 ・剥離 す るバ ル ク

結 晶基板作 製法 が考 案 され,転 位 の低 減 が図

られ実用化が期待 されている。

②GaN系 の特徴

GaN系 デバ イスは,GaNと 窒化 アル ミニ ウ

一54一
季報 エネルギー総合工学



ムガ リウム(AIGaN)と のヘ テ ロ界面 にで き

る ピエ ゾ分極 誘起2次 元 電子 ガス を用 い た横

型 のい わゆ るHEMT(高 電子 移動 度 トラ ンジ

ス タ)で あ る。高周波パ ワー デバ イス として,

ガ リウム砒 素(GaAs)デ バ イス を しの ぐ高 出

力 デバ イス を実現 してい る。 この特性 は,高

速 スイ ッチ ングデバ イス と して も魅力 的で あ

り,開 発 が進め られている。SiCを しの ぐ低 オ

ン抵抗 の報告 もある。 デバ イスの オ ン動作 に

よ り逐 次,電 流が減 少す る電流 コラプス や シ

ョッ トキ ーゲー トの漏れ 電流 な どの課題 もあ

り,そ れぞ れパ ッシベ ー シ ョン,高 絶縁 ゲー

ト構造 な どの対 策が と られ,ほ ぼ解 決 されて

い る。 ノーマ リーオ フ化 に も種 々の検討 が な

されている。

4.実 用化 への シナ リオ

(1)用 途 によ り実用化 直前 まできた新規半 導

体

2,3項 ではや や専 門 的 な事 項 につい て述

べ た。 要約す れ ば,新 規半 導体 をデバ イス と

して実用化 す るまでには,材 料(ウ エハ),プ

ロセス,デ バ イス技術 におい て様 々な課題 が

あ る。材料 技術 開発 の成果 を元 にプロセス ・

デバ イス開発 を進 める こ とが で きるが,そ の

開発の進展 に従 い,以 前 に は見 えなか った材

料技 術 の 一層 の進 展 の必 要性 が 見 え て くる。

そ して,材 料 が 改 善 され る と今 度 は プ ロ セ

ス ・デバ イス技術 の進展 の必 要性が 明 らか に

なる,い わば螺旋 を描 きなが ら技 術 の進展 を

見て きた。Sicは その 開発 のラセ ンを一段上が

った段 階 にあ る とい って よい。 シ ョッ トキー

バ リア ダイオー ド(SBD)の 実用化 を踏 まえ,

パ ワーエ レク トロニ クス に使 え るSiパ ワー デ

バ イスの性 能 を越 えるス イ ッチ ングデバ イス

の 実 用 化 を視 野 にい れ る と こ ろ ま で き た 。

GaN系 デバ イス は,高 周 波 デバ イスの 開発 に

成功 し,パ ワーデバ イス として の活躍 の場 を

求めてい る段 階にある といえる。

(2)実 用化の鍵

実用化 の キーは,SicやGaNデ バ イス の活 用

によ り,シ ステム としてのメ リッ トが引 き出せ

るか にかか っている。SBDが すで に市場 に入 っ

てい ることは述べ た。値段が下が り,品 揃 えが

増 える ことで市場 は さらに拡大 す る。SiCのSi

に比べパ ワーデバ イスの性能 として優れ た点 を

図5左 に,ま たシステム応用 に よって求め られ

るパ ワーデバイスの特徴的な性質 を図5右 に示

す。 しか しなが ら,低 損失 はすべ ての応用で求

め られる性 能だが,そ の他 の性能 はシス テムに

よって異 なる。高 い信 頼性 が必要 な輸送 ・電力

応用 では,高 い破壊耐量はキー となる。家電機

電車 ・圧延機駆動、高圧配電系

高速スイッチング

低損失IS雌 墜1

高鮒圧

高温動作

高破壊鮒性過負荷耐量

SICデ バイス性能

:汎 用lNV,SW電 源i

図5パ ワーデバ イスに求 め られるSiとSiCの 性 能比較他
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図6製 品化 された電力変換器 のパ ワー密度の年次展開

器 や分散電源 のパ ワーエ レク トロニ クスでは,

高周波化 による小型 ・低 コス ト化が必要だ。ハ

イブ リッ ド電気 自動車(HEV)や 電気 自動車

(EV)で は,高 信頼 ・低 コス トに加 え,冷 却系

が簡単 になる高温動作が強 く期待 されている。

(3)高 性能化 との関係が深いチップ実装技術

デバイスの性能をとことん発揮 させるため

には,そ れを可能とするチ ップ実装技術の開

発の必要性が見えて きている。例えば,チ ッ

プ面積 を小 さくすることは,コ ス ト低減 と高

周波化 に有利だが,一 層のデバ イスの低損失

化 とともに小 さなチ ップでの新たなる放熱技

術,配 線技術の開発 を必要とする。高周波化

すれば,回 路の微小な浮遊容量,浮 遊 インダ

クタンスの影響が大 きくな りその抑制技術が

重要になる。200℃ を超す実装技術 とその信頼

性は未知 な技術領域である。電力変換器の変

換効率が90%を 超え,頭 打 ちにある現在,変

換器の高パワー密度化が重要 な開発 の指標 と

指摘 されている(図6)。 デバイスの高性能化

とともに,こ れらの高パ ワー密度 を実現する

パ ワーエ レク トロニクスへの統合化技術開発

は極めて重要になってきている。

GaN系 パ ワーデバ イスは,横 型デバイスで

あるため,縦 型に比べ,集 積化が容易である

こと,ウ エハの電気抵抗の影響 を受けないな

どの利点がある。逆 に表面での絶縁破壊の防

止,大 電流の取 り出 しなどに新たな技術 開発

が必要である。数百V以 下の耐圧での超低 オ

ン抵抗を活用 した応用(例 えばACア ダプタな

ど)岱 の期待が持たれる。

5.「 パ ワーエ レク トロニ クスイ ンバ ー タ

基盤技術 開発」の 目指 すもの

国家 プロジェク ト 「超低損失電力素子基盤技

術 開発 」(平 成10年 度 ～14年 度)に よ り,日 本

におけ るSiCパ ワーデバ イス の開発 の基 盤技 術

が構築 された。その後,各 機関 ・企業が提案公

募 型 の新 エ ネル ギー ・産 業技術 総合 開発機 構

(NEDO)課 題 でデバ イス開発 を進展 させた。

世界 の開発 動 向に合 わせて,SiCパ ワーデバ

イスのパ ワーエ レク トロニクスへ の適用 を展望

す るNEDOプ ロジェク ト 「パ ワーエ レク トロニ

クス インバー タ基盤技術 開発」 が平成18年 度か

らス タ ー トした。 三 菱 電 機 は,自 社 開発 の

MOSデ バ イス を用 いて14kVAのSiCイ ンバー タ

を試作 し,Siイ ンバ ータに比べ損失 を70%低 減

で きることを実証 する。(独)産 業技術総合研 究

所(産 総研)は(助 新 機 能 素子 研 究 開発 協 会

(FED)と 共同 で民 間企 業(6社)と 大学 ・研

究機 関の参画 を得 て,MOSデ バ イス を主体 と

したSicパ ワーデバ イスの信頼性 と大容量化 の

可能性 を明確化す る研 究 に取 り組む。パ ワーデ

バ イスの大容量化 には,デ バ イスの性 能 を劣化

させ る結晶 欠陥 の 同定 と低減 が不可 欠 であ る

(図7)。 信頼性 につ いて も同様 な観 点か ら取 り
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図7デ バイス性能 を阻害 するキラー欠陥密度(cm"2)の 減少 トレン ド予想、と実現 できる変換容量

組 む。低 オ ン抵 抗化 が進め られて いるMOSパ

ワーデバ イスを活用す ることによって,開 発 し

て きたパ ワーエ レク トロニクス統合化技術 を駆

使 して,SiCパ ワー デバ イスに よる高 パ ワー密

度化 の可能性(50W/cm3)を 明確化す る。

いず れ に して も,高 品質 な ウエハ 開発 が キ

ー とな る。 ウエ ハ製造 会社 との密接 な連携 は

欠か せ な いの で,プ ロジ ェ ク ト全 体 として,

FEDを 軸 と した ウエハ管理 ・評価 体制 を構 築

して これ にあ たる。SiCで は,バ ルク単結 晶基

板上 へ のホ モエ ピタキシ ャル 薄膜 成長 に よっ

て,ド ー ピ ング を制御 した膜 を形成 す るこ と

に よって初 めて デバ イス をつ くるこ とが で き

る。 また,こ のエ ビ技術 で結 晶内の転位 種 の

変換 な どウエ ハ 品質の改 良が可 能で あ る。 産

総研 と電 中研 は昭和 電工 と共同 で,こ れ まで

に研 究開発 したエ ビ技術 を実用機 に適 用 で き

る ようにす る共 同研 究 を進 め,ベ ンチ ャーの

一形 体で あ るLLP(有 限責 任事 業組合)を つ

くり,プ ロジ ェク ト推進 へ の寄与 を図 る。 こ

の プロジェク トによ りSiCイ ンバ ー タの性 能実

証 と大 きな可 能性 の提示 が され,一 気 に実用

化 へ と加速 される もの と期 待 している。

6.お わ りに

世界のSicの プ レーヤ ーを図8に 示 す。 ウエ

ハ,デ バ イス と も多 くの企業 ・機 関が参画 し

てい るが,ク リー社 が飛 び抜 けてい る。STマ

イ クロエ レク トロニ クス な ど後続 の参 入 もあ
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図8世 界のSiC研 究開発機関
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図9Sicパ ワーデバ イスの普及 による国内 での省 エネ効果の予想

る。SiCウ エハ の セ カ ン ドベ ンダー と期待 し

た米国 イ ン トリ ンシ ック ・セ ミコ ンダクター

(Intrinsic)社 は最 近,ク リー社 に買収 される

な どこの分野の動 きは早 い。米 国で のSiC研 究

開発 の1つ の大 きな流 れ は,戦 車や潜水 艦 な

どへ の軍事 応用 を 目指 した アメ リカ国防総省

(DOD)の 一貫 した支援 であ る。 こうしたハ イ

エ ン ドを 目指 した研 究 開発 に対 し,日 本 は常

に コス トを念頭 に した産 業応用 を目指 す研 究

開発 で あ り,研 究者 人 口 も少 な く,対 抗す る

上 で,産 官学 の連 携が鍵 となるよ うに思 え る。

第4章 で触 れ た よ うにパ ワーエ レク トロニ ク

スは統合化技 術 で あ り,そ れ を目指 して,世

界 には幾 つか の特徴 あ るセ ンターが活 動 して

いる。 当セ ン ター は,米 国のバ ー ジニ ア工科

大学 を中心 と した米 国科学 財 団(NSF)支 援

のCPES(CenterforPowerElectronicsSystem)

及 び シーメ ンス を 中心 と した欧 州連合(EU)

のECPE(EuropeanCenterforPowerElectronics)

と共 同 でワー ク シ ョップ を持 ち,情 報 交換 や

パ ワーエ レク トロニ クスの ロー ドマ ップの議

論 を開始 して いる。 国際 的 に人材 を育 成す る

こ とも視野 に入 れてい る。

パ ワーエ レク トロニ クス は経 済産業省 資源

エ ネルギー庁 による 「省 エ ネル ギー技術戦 略」

(平成18年9月)に おいて,省 エ ネルギー を達

成 す る重 要 な共通基盤技 術 として位置 づ け ら

れ,な かんず くSiCデ バ イスの実用化へ の期待

が述べ られている。

図9にSicパ ワーデバ イスの導入 に よるわが

国 にお け る省 エ ネルギ ー の見 積 も りを示 す 。

現在 のSiデ バ イスの代替効果 だけでな く,SiC

デバ イスの実用 化 に よ り,コ ス トパ フ ォーマ

ンス の高 いパ ワーエ レク トロニ クスが実現 さ

れ,こ れ まで普及 してい なか った システ ム分

野 まで イ ンバ ー タな どの導入 ・加速 が進 む も

の と期待 している。

参 考 文 献
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(2)荒 井 和 雄,吉 田貞 史 共 編,"SiC素 子 の 基 礎 と応 用"
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(3)"こ こ ま で 来 たSiC半 導 体",セ ラ ミ ッ ク ス,No1
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No,3(2004)(注:高 周 波 デバ イ ス に つ い て 詳 しい 。)
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[調 査 研 究 報 告]

欧州連合(EU)に おける

環境外部性評価の最新動向

都 筑 和 泰(茎 騰 責ト繍 究部)詳
1縁
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1.序 論

(1)外 部性評価の必要性

人間の経済活動 はさまざまな形で人の健康,

生態系 に影響を与 えている。例 えば,火 力発

電所は,二 酸化炭素(CO2)の 排 出による地

球温暖化,汚 染物質(SOx,NOx,ば い じん

等)の 放出に関わる健康 ・建物 ・農作物への

被害等,種 々の環境問題の原因となる。その

一方
,安 価で十分な量の電力を供給す ること

は社会 に大 きな効用 をもたらしてお り,発 電

所の休止や極端 な汚染物質の削減(過 剰な排

ガス処理施設の導入によるコス ト高)は,必

ず しも望 ましい解ではない。そのような状況

で社会全体の効用を最大にしてい くためには,

単 に倫理や道徳の観点か ら規制を行 うのでは

な く,対 象 とする活動に関わる効用 と被害を

定量化 した上で,適 切な対策 を行 ってい く必

要がある。そこでは,経 済学的な観点 も重要

になって くる。経済学(環 境経済学)に おい

ては,環 境 問題 は 「外部性」の存在 による

「市場 の失敗」 と認識 されている。 ここで,

「外部性」 とは,自 動車の排気ガスのように,

適切 な対価,あ るいは補償 を支払 うことな く

他者に与 える影響のことである。このことを

説明するため,図1に 典型的な需要供給曲線

を模式的に示す。現状 の市場価格 は,環 境影

響等の外部性に関わる費用(外 部 コス ト)を

考慮 しない供給 曲線(私 的供給曲線)と 需要

曲線の交点であるP1で 与 えられる。一方,社

会全体への影響 を考慮 した価格は,外 部コス

トを考慮 した供給曲線(社 会的供給 曲線)と

需要曲線の交点であるP2で 与えられる。現状

では環境影響 を考慮 しない分価格が低 くなっ

てお り,そ の結果,生 産量過剰,す なわち汚

染過剰 になっていると解釈 される。この状態

金額

り
乙

¶
量

◎
ー

◎
置

社会的供給曲線
(社会的限界コス ト曲線)

X2Xl

私的供給曲線
(私的限界コス ト曲線)

外部不経済を伴う
財の生産量

図1外 部不経済 を伴 う財の生産に関わる需要供給曲線
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を修 正 す るには,外 部 コス トを定量 的 に把 握

した上 で,課 税 等 に よ り価格 に上乗 せす るこ

とが 有効 と考 え られ る。 この概 念 は 「ピグー

税」 と して20世 紀 半 ばに は指摘 され てい た。

しか しなが ら,「 外 部 コス トを定量 的 に把握す

る」 とい う こ とは非常 に困 難 な課題 であ り,

ご く最近 まで まとまった成果 は得 られ てい な

か った。

(2)外 部性評価の経緯 とExternEプ ロジェク ト

外 部性評価 研究 は,1990年 代 に入 って主 に

米 国,ヨ ー ロ ッパ にお いて急 速 に進 展 した。

その理 由は大 き く2つ 考 え られる。1つ 目は,

環境被 害 が よ り広 域化,複 雑化 して きた とい

う点 で ある。1980年 代 まで は主要 な環境 問題

はいわ ゆる 「公 害」 であ り,排 出規制 の強化

に重 点が 置か れて きた。一方,急 性 被害 があ

る程度 沈 静化す る と,こ れ まで は問題視 され

て いな かっ た,よ り広域 的 ・慢 性 的被害 が顕

在 化 して きた。 さ らに,地 球 温暖化 問題 の よ

うな よ り長期 的,広 域 的な 問題 も指 摘 され て

きた。 これ らの問題 は被 害 の範 囲や程度 が不

明瞭 で あ り,適 切 な対策 を行 うため には,環

境 影響 を定 量 的に把握 す るための網 羅 的 な研

究 を行 う ことが必須 で あっ た。2つ 目の要 因

は,情 報 工 学 の進 歩 で あ る。 こ の よ うな少

量 ・長期 間の汚染 に関 わる被害 を定 量化 して

い くため に は,膨 大 なデー タ を統計 処理 して

い く必 要 があ るため,最 新 の情 報工 学が必 須

であ った。

そ れ らの研 究 の中で,最 も体 系 的 ・網 羅的

との評価 を受 けている ものの1つ にExternEプ

ロ ジ ェ ク ト(1)があ る。 この プ ロ ジェ ク トは,

欧 州 委 員 会(EC)と 米 国 エ ネ ル ギ ー 省

(USDOE)の 共 同で1991年 に開始 され た。そ

の時期,ヨ ー ロ ッパ で は酸 性雨,地 球温 暖化

な ど,国 境 を越 える よ うな環境 問題 が表面 化

してお り,環 境問題 は欧 州連合(EU)統 合時

の(1992年 の マース トリヒ ト条約)主 要 な課

題 と して位置 づ け られ てい た。そ の よ うな背

景 で,関 係各 国で精力 的に研 究が進 め られ た。

表1ExternEの 報 告 書 リス ト

発行年 巻 内容

1994～

王995

1. サ マ リー

2. 手法

3、 石炭とリグニン

4. 石油とガス

5. 原子力

6。 風力と水力

1996～

1997

7. 手法更薪1998

8. 地球温暖化

9. 廃棄物、薪エネルギー

1◎. 国ごとの適馬結果

20◎5 孚 法 更 瓢20◎5(2005年 改訂瓶)

主 要 な 目的 は,一 次 エ ネル ギーの主 要 な成 分

を占める発電 システ ムにつ いて,外 部 コス ト

を比較 ・検討 し,各 国の政策 に反映 す る手 法

の開発 を行 うこ とで ある。 その ために は,ま

ず手法 を確立 す る こ とか ら始 め なけれ ばな ら

ず,ま とまった結 果 を得 るまで に7年 を要 し

てい る。表1にExternEに お ける報告書 の項 目

お よび出版年 を まとめて示す。1997年 まで に,

全10巻 にお よぶ 報告書 が 出版 され,種 々の発

電 システ ム に関 わ る外部 コス トお よび その評

価 手法 が一通 り報 告 され た。そ の後 も適宜 検

討 が加 え られ,2005年 に手 法 の改訂版 が発 表

された。

こ こで 開発 された手法 は,ヨ ーロ ッパ の発

電 システ ム評 価 だ けで はな く,日 本 にお ける

様 々 な分 野 の外部性 評価 を行 う上 で も大 い に

参 考 に なる もの であ る。 ご く最近 に最新 の手

法 が まとめ られ た こ ともあ り,本 稿 で は,そ

の手法(ExternE2巻,7巻,2005年 改 訂版:

表1参 照),特 に,2005年 の改訂版 にお ける主

要な変更部分 を中心 に紹介 を行 うことにす る。

2005年 の改訂版 だ けで も多 くの内容が あ るが

(全文270ペ ー ジ),こ こでは,外 部 コス トの主

要 因 とされ てい る大気 汚染 と地球 温暖化 を中

心 に解 説 を行 う。2章 で大気 汚染 による人 間

の健康被 害,3章 で地球 温 暖化,4章 でそ の

他 の更新 点 の概説 を行 い,5章 で ま とめ をお

こな う。
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2.大 気汚染 による人間の健康被害

大 気へ の汚 染物 質放 出に起 因す る人 間の健

康被 害 は,地 球温 暖化 と並 んで発 電 シス テム

の外 部 コス トの主 要 な部分 を占めて いる。 そ

の ため,そ の影響 の定量化 に関わ る研究 は広

く行 わ れ,手 法 に関す るいずれ の報告書 にお

い て も(ExternE2巻,7巻,2005update:表

1参 照)か な りの分量 が さかれ てい る。 基本

的 には,関 連 す る被害 を積 み上 げてい く手法

であ る,影 響 経路法 を用 いている。す なわち,

図2に 示 す ような手 順 で評価 を進 め てい る。

(1)の 「発 生量評価」 は発電 に関わ るあ らゆ

る発 生物 質 を過不 足 な く積 み上 げる とい う作

業 であ り,技 術 的 な側面が強 い。(2)の 「拡

散 挙動解 析」 は汚染物 質の大気 拡散挙 動 の解

析 であ る。発 電所 近傍50km以 内で は,単 純 な

拡散 方程 式 を用 いて解析 を行 う。一 方,国 境

を こえ る よ うな長 距離 の移送 も重要 で あ り,

その場合,化 学反 応 に よる二次 生成物 も考慮

しつつ,よ り複雑 なモデルで解析 を行 う。1997

(1)発 生量評価

発電だけではなく、燃料採取
輸送等も考慮して積み上げ

の 発生量{例t/year}

(2)拡 散挙動解析

大気、水、土壌における、
汚染物質の拡散挙動解析

噂 汚染濃度(例 μ9加3}

(3)暴 露応答関数

疫学デー一タ
人鶏分布

⇒ 被害(例 琵者数}

年 の更新(7巻)で は,大 気 中の拡散 と,直

接 の吸収 に限 られ てい たが,今 回の更新で は,

大気 中の 汚染 物 質が,土 壌,水 を経 由 して,

飲 み水,食 料 と して人 間 に摂 取 され る影響 も

考慮 した。(3)の 「暴 露応 答 関数」,お よび

(4)の 「貨 幣価値 化」 は,重 要で はあ るが不

確定性 の大 きい領 域 であ り,基 本 的 な考 え方

は保持 しつ つ も,手 法,デ ー タに適宜更新 が

行 われ て きて いる。以 下 に,今 回の更新 部分

をこれ までの経緯 も含めて説 明 してい く。

(1)汚 染物質の摂取量 と死亡率,疾 病率の相関

① 評価 手法 とその困難性

汚染 物質 の吸収 は,呼 吸機 能 お よび循環 機

能 に障害 を もた らす。 そ の被 害 と汚染濃度 を

結 びつける関係式 は,暴 露応答 関数(Exposure

ResponseFunction:ERF)と よばれ る。 この関

係 式の基 になるのはい わゆる疫 学調査 であ る。

す なわ ち,死 亡率,疾 病 率 の統計調査 デー タ

と汚 染物 質 濃度 との相 関 を とる こ とに よ り,

その影 響 を定量化 してい くことにな る。被 害

が大 きい場 合 に は この 関係 は 明瞭 で あ るが,

現 状 にお ける大気 汚染 の健康被 害 は,大 都 市

にお いて も高 々死亡 率 を数%高 くす る とい う

程 度で あ るため,有 意 な統計 デ ー タを得 る こ

とは容易 で は ない。 さ らに,図3に 示す よう

に,健 康 被害 に影響 を与 える汚染物 質 は複 数

あ る上,喫 煙,年 齢 等 の汚染 物質 以外 の要 因

も存 在 して い る。 これ らは,そ れぞれ複合 的

な影響 を持 つ可 能性 もあ り,評 価 す る際 に注

大
気
汚
染
物
質

そ
の
他
の
要
因

麟

論

図2大 気汚染の健康被害算出 図3健 康被害 を与える汚染物質 とその他の要因

第29巻 第3号(2006) 一61一



意 を要 す る。 ともあれ,ExternEプ ロジェク ト

におい ては,こ れ ら既存 の疫学調査 研究 結果

を収集 し,比 較検 討 を行 うこ とで,汚 染 濃度

と死亡 率,疾 病率 の 関係 式 を決定す る とい う

手法 をとって きてい る。

② 疫学調査の経緯 と現 状

初期 のExternEに おい ては,ヨ ー ロ ッパ の疫

学 デ ー タが不十 分 で あ り,ア メ リカのデ ー タ

を数多 く引用 して いた。1997年 の手法更新(7

巻)ま でに,ヨ ー ロ ッパ にお け る疫学調査 研

究が 進展 し,ア メ リカの デー タ に頼 らず に汚

染物 質の影響 を評価 で きる ように なった。 し

か しなが ら,研 究例 ごとに値 のば らつ きが大

き く,単 純 に平均 を取 る ことの危 険性が指 摘

され てい た。 そ こで,値 にば らつ きが生 じる

原 因 を考 察 し,値 を補 正す る研 究 が進 め られ

て きた。 当然 の こ となが ら,局 所 的 なデー タ

に基 づ いた結果 は,包 括 的 ・統 計 的 に行 った

研 究結 果 と比 べ て,値 の ば らつ きが 大 きい。

2005年 の更新 におい ては,そ れぞ れの研 究 の

調査条 件 に配慮 しつ つ,デ ー タの再整理 を行

うこ とに よ り,よ り信 頼性 の高 い推 奨値 を得

る こ とが で きた。 そ の結果,死 亡 率 に関 して

は,濃 度10mg/m3のPMloに 対 して0.6%増 とい

う値 を得 た。 ここで,PMIoは 直径10mm以 下

の微粒 子(ParticularMatter)で あ る。 この値

は,ExternE手 法更新 時(7巻)に お ける推 奨

値 の下 限 に近 い値 となってい る。 なお,一 口

にPMと い って もその性状 は場所 によって大 き

く異 な る。 そ の 性 状 依 存 性 を調 べ る研 究 が

2000年 前 後 にい くつ か報 告 され ているが,ま

だ明確 な結論 を得 るには至 っていない。

そ の他 の代 表 的 な汚 染物 質で あ る,二 酸化

硫 黄(SO2),窒 素 酸 化 物(NOx),オ ゾ ン

(03),の 寄与 に注 目 した研 究 も進め られてい

る。SO2,NOxは,そ の悪 影響が想定 され る も

のの,そ の被害 を直 接 実証す る結果 が得 られ

ず,初 期 のExternEで は影響 を考慮 されてい な

か った。 その後 の検 討 で,影 響 が定量 化 され

つつ あ り,そ の効 果 は外部 コス ト算 出 に反 映

されてい る。

しか しなが ら,2005年 の更新 時 におい て も,

未 だに デー タが不 十分 か,全 くない汚染物 質

も多数存 在 す る。 主要 な汚 染物 質 の影響 の定

量 化 を進 める と ともに,そ の他 の汚 染物 質 に

ついて もデー タを集積 してい く必要が ある。

③ 低汚染への外挿性

前述のように,有 意な統計データが得 られ

るのは汚染 レベルが十分大 きい場合のみであ

る。汚染 レベルが低い場合,統 計的 に影響を

評価す ることは困難 であ り,既 存 のデー タ

(高い汚染 レベル)か ら補間を行 う必要がある。

図4に その概念図を示す。汚染がない場合に

は悪影響 もないと考えられるので,こ のグラ

フは必ず原点 を通 る。低汚染領域の挙動は,

次の4通 りが考えられる。

a)線 形補間,

b)非 線形閾の場合,

c)閾 値がある場合,

d)少 量だと正の影響 を持つ場合(肥 料のよ

うなもの)

ExternEは これまで単純 な線形補間を行 って

きたが,そ の妥当性は毎回議論の対象であっ

た。そこで,1995年 以降 も様 ・々な検討が行わ

れ,線 形補間の正当性 に関する裏付けが強化

された。基本的な考え方は,も し人間が均質

であれば何 らかの閾値が存在する可能性が高

樹莚

'/

//

濃度

/

図4低 汚染領域への外挿性
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いが,実 際 には人間 の毒 物感 受性 に は大 きな

個 人差が あ るので,全 体 として は線 形 に近 い

形 に なるであ ろ うとい うもので ある。 その議

論 をふ まえ,2005年 の更新 にお いて も線形 補

間が引 き続 き適用 されてい る。

④ 慢性 的な影響 の定式化

慢性 的(長 期 的)な 影響 評価 の重 要性 と困

難 性 は,初 期 のExternEか ら指 摘 されてい た。

慢 性 の影響 は,急 性 の影響 と比 べ,因 果関係

が よ り不 明瞭 であ るため,よ り多数 のサ ンプ

ル をよ り長期 にわたって観 測す る必要が ある。

比較 的 簡単 なの は,都 市 ご とに統 計 デー タを

と り,汚 染 レベ ルの高 い都 市 と低 い都市 の比

較 を行 うとい う手 法 であ る。 この手法 による

研 究結 果は,ExternEの 初期 段階 か ら存 在 して

い たが,図3の 右 側 に示 す よ うな大気 汚染以

外 の要 因 と大気汚 染の影 響 の切 り分 けが困難

で あ り,信 頼 に足 る デー タ を得 る ことが で き

て いな かった。従 って,初 期 のExternEで は,

慢 性 的 な影 響 を含 め る こ とは で きな か っ た

(急性症状 の場合 には,汚 染濃度 の時間変化が

その他 の要 因の変化 よ り早 いので,そ の他 要

因 をあ る程度除去可能)。 よ り詳細 に個 人の特

性 まで考慮 した統計 調査 は1993年Dockeyら(2)

に よって報告 され た。 その 中で は,ハ ーバ ー

ドの6都 市,8,000人 に対 し,1974～1991年 の

16年 間の統計 調査 を行 った。死亡率 を,年 齢,

性 別,喫 煙,教 育 レベ ル,BMI別 に整 理 し,

種 々の汚染物 質(TSP,PM10,PM25,SO4,

H+,SO2,NO2,03)に 対 す る依 存性 を調べ

た。そ の結果,汚 染 レベ ルの高 い都 市 の方 が

死亡 率 が有意 に高 い こ とを見 い だ した。 同様

にPopeら(3)は50万 人 に対 して8年 間 の統 計 調

査 を行 い,や は り,汚 染 レベル と死 亡率 の 正

の相 関 を見 い だ した。1997の 更新(7巻)に

お いては,こ の結果 を単純 に使用 し,(汚 染 の

高 い都 市 の死亡 率一低 い都市 の死亡 率)/汚

染濃 度 の差,と い う形 で,慢 性影響 を簡 易 的

に求 め た。2005年 の更新(2005年 改訂版)で

は,年 齢構成 まで考慮 した解析 が導 入 された。

これ らの研 究 を通 して,慢 性 的 な影 響 による

生命 の損失 が よ り高精 度で定 量化 され た。 な

お,慢 性 的 な影響 は,急 性 の影響 よ りも一桁

以上大 きく,健 康被害の主要 因 となっている。

(2)貨 幣価値化

① これ までの経 緯

ここ までの段 階で,大 気汚染 に よる死 亡率

や疾 病率 の増加分 を評価 で きるよ うにな った。

しか しなが ら,死 亡率 の変化 を直接 評価 で き

る ような経済指標 はないため,こ の ままで は,

その他 の被 害や環境 対 策費用 と比較 ・検 討す

る こ とは 困難 で あ る。 そ こで,「 死 亡 率」 や

「疾病 率」 を 「貨 幣」 の単位への変換 す るため

の様 々な手法 が発表 されてい る。 間接 的 な手

法 と して は,「 労働 リスク法」(Compensating

WedgeMethod),「 回避 行 動 法 」(Averting

BehaviorMethod)が 有力 で ある。 前者 は,労

働 市 場 にお いて作業 の リス ク と危 険手 当 の 関

係 を解 析 し,後 者 は シー トベ ル トや火 災 報知

器等 の防災 器具 の購 入意 思 を解 析す る。一方,

表2死 亡や病気に対する支払い意思額

Vbl.7(1997> 20◎ δ更 新

統討的生命価 殖

(否万ユーロ〉

労 働 リ ス ク3.4・ ・4.3

CVM4、?一&3

市 場 調 査1.◎-3.5

平 均2.5・4.4

CVMを 用 い た調査 を適 用

1.◎±1.0

呼吸器系病院への入院

(ユー ロ 以下同様)
7β7◎ 2,◎00

緊急救命峯の利用 2a3 670

劇鰻 された活動 β数 75 130

喘息による患切れ 37 38

慢性睡吸器疾患 1◎5,◎◎◎ 19◎,◎◎0
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聞 き取 り調査 をベ ース と して,直 接 的に評価

す る手 法 も有力 で あ り,そ の質 問体 系 に応 じ

てい くつか の手 法 に分 類 されて いる。初 期 の

ExternEに おい ては,こ れ らの既存 の研 究成果

を調 査 の上,並 列 で整 理 して,死 亡 に関わ る

推奨値 を導 出 していた(表2参 照)。

② 仮 想評価法 を用 いた最新の更新結果

間接 的 な手法 はデー タ収集 が簡便 であ る も

のの,労 働市場 の流動 性が不 十分 等,本 質 的

な誤 差 を含 む。 また,労 働事 故 は比較 的若 い

人 に多 いの に対 し,大 気汚染 の影 響 は高 齢者

や病 気 が ちの人 に出やす いので,評 価対 象 も

異 な る。そ こで近年,聞 き取 り調 査 をベ ース

とす る 手 法 の1つ で あ る 「仮 想 評 価 法 」

(ContingentValuationMethod:CVM)を 用 い

た評価研 究が体系的 に実施 された。 「仮想評価

法(CVM)」 とは,リ ス ク低 減 に有 効 な仮 想

的な商 品(例 え ば,死 の リス ク を低減 す る新

薬)の 購 入価格 を尋 ね るこ とで,リ ス ク低減

への支払 い意思(WillingnesstoPay:WTP)を

直接 調査 す る手 法 であ る。 この長 所 は,い か

なる対象 に対 して も適 用で きる こ と,お よび

パ ラメー タ依存 性(年 齢,収 入,教 養,国 民

性 等)を 解析 しやす い こ とで あ る。短 所 は,

一般 的 な課題 で はあるが
,回 答者 が その現象

の影 響 を正 し く理解す るこ とが大 前提 に なっ

ている こ とであ る。 これ まで もCVMに よる研

究 は行 われ て きて いる ものの,研 究結 果 のば

らつ きが 非常 に大 きか った。 この欠点 の影響

を小 さ くす るため,ア メ リカにおい て,質 問

体系 や調査 手法 の最適 化が 進 め られ た。具体

的 に は,心 理学 者 と協 力 しつつ 質問 の工 夫 を

す る とと もに,調 査 にコ ンピュー タ を用 い る

こ とで客 観性 を高 めた。具体 的 な質 問例 は下

記の通 り。

○ 今 後10年 間 に死 ぬ 可 能 性 はXで す 。

○ も しそ の 確 率 を5/1000に す る薬 が あ っ た ら,

あ な た はい くら出 します か?

01/1000な ら ど うです か?

○ 同様 に,あ な たが70～80歳 の 問 に死 ぬ 確 率

Yで す 。

○ も しそ の 確 率 が5/1000に な る薬 が あ った ら,

あ な た は い くら出 します か?

01/1000な ら ど うで す か?

この ような調査 は文化 ・民族 性等 に依存 す

るの で,本 来 ヨー ロ ッパ におけ る調査 で は質

問体系 を ヨー ロ ッパ用 に再構 築すべ きで あ る

が,必 要 な期 間や費用 を勘案 し,ExternEプ ロ

ジェ ク トでは,ア メ リカで 開発 された質 問体

系 ・評価 手法 をその ま ま ヨー ロ ッパ に適用 し

た。 そ して,イ ギ リス,イ タリア,フ ラ ンス

で実 際 にデー タ収集 を行 い,そ の結 果 を比較

検 討 ・集約 した。 この研 究 を通 して,今 後10

年 間,お よび70歳 ～80歳 の10年 間 に死亡 す る

確 率 を1,000分 の5に す る ことに対す る個 人 の

WTPが 求 め られ た。 そ の結 果 は526ユ ー ロ/

年 ×10年 間であ った。WTPを リス クで規 格化

した指標 で あ る統計 的生 命価 値 は,526×10/

(5/1000)=105万2,000ユ ーロ(約1億5,000万

円)で あ る。 また,別 な解析 で上 記の リス ク

低 減 に伴 う寿命 変化 は1.2カ 月程度 であ るこ と

が見積 もられ た こ とか ら,寿 命1年 の損 失 に

対 す るWTPは,526×[(10/1.2)×12]=5万

2,599万 ユ ー ロ(約750万 円)と 算 出 され た。

これ らの値 は前 回のExternEの 推 奨値 よ りやや

小 さいが(表2参 照),当 面の最適値 と考 え ら

れ ている。

病気 の影響評価 に関 して も,上 記のCVMに

よって求 め られ た値 が活用 された。病 気 に よ

る被 害額 と して は,治 療 費や薬代,欠 勤 に伴

う賃金 の損 失等市場価 格で評価 で きる もの と,

病気 に伴 う手 間,苦 痛等市 場価 格 に現 れ ない

ものがあ る。 後者 に関 してはCVMで 求 め,こ

れ を市場価 格 と足 し合 わせ る とい う形 で デ ー

タ整 理 を行 った。 この観 点 か ら,ヨ ー ロ ッパ

5力 国 にお け る病 気 の損 害額 が 集約 され た 。

典型 的 な入 院の場 合(3日 入 院,5日 自宅療

養),治 療 費969ユ ー ロ,欠 勤 に伴 う損 失88ユ

ーロ/日 ×8日=704ユ ー ロ
,WTP468ユ ーロで,

計2,141ユ ーロ(約32万 円)と い う見積 も りに

一64一
季報エ ネルギー総合工学



(1)発 生 量評 価

経 済 モデ ル も考 慮 し、
緋 出量 を予 測

働繭ゆ腰発 生 量{t/year)

(2)拡 散挙動解析

地球全域における濃度を予測

一繭●齢温暖化ガス濃度(P鱒

(3)放 射平衡解析

放射モデルにより、
温度上昇を予測

一 噂P温 度上興{℃)

(4)被 害算tti・貨幣イヒ

海面上昇、疫病等

噂 損窪額

金額

金額

}a

}b

温暖化ガス携出嚢

温暖化1こよる被欝額は不確定性が大き
い

政策罠標 温暖化ガス排鵬髭

図5地 球温暖化被害算出のボ トムアップ手法 図6温 暖化ガス排出による被害額と政策目標

なっ た。 同様 に,虚 血性 心疾患,呼 吸 器 障害

等 の損 害 額 もま とめ られた。 その最新 結果 を

表2に まとめて示す。

3.地 球温暖化

地球 温 暖化 の影響 は健康被 害 と並 んで外 部

コス トの 主 要 因 と評 価 され て い る。 初 期 の

ExternEで は,温 暖化 の影響 を大気 汚染の場合

と同様 の いわ ゆ るボ トムア ップの手法 で算 出

した。 そ の概 要 を図5に 示 す。 この手 法 は有

力 で あ り,デ ー タ ・手 法 の更新 を適 宜行 い つ

つ2005年 版 にお いて も使用 され てい る。 しか

しなが ら,依 然 と してデ ー タの精度 が不 十分

であ り,算 出結 果の不確定性 が極 めて大 きい。

また,潜 在 的 に大 きな被 害 を もた らす可 能性

が あ る もの の,不 確 定性 が大 きいため に コス

ト計 算 に反映 で きない事 象(台 風 の規模 ・頻

度上昇等)も あ る。そ こで,代 替手法 と して,

CO2の 排 出制 限 を社 会 が どうと らえるか を政

策 と関連付 けて評価 す る手法 を今 回初 め て導

入 した 。図6に その概 念 図 を示 す 。一 般 に,

排 出削 減量が 大 き くなる につれ て高度 な対 策

が必 要 となって くるの で,排 出削減費用 は図

に示す ように右下 が りに なる。 一方,温 暖化

被 害 は当然右 上が りで あ る。本来 政策 目標 は

図6a)に 示す ように,被 害 額 と対策費用 を比

較 ・検討 の上 決定 され るべ き もので ある。 し

か しなが ら,温 暖化 の場 合,被 害 額の不確 定

性 が非常 に大 きいので,通 常 の手 法で は政策

目標 を設 定 しに くい。 その 一方,京 都議定 書

等,す で に合 意 された政 策 目標 もあ る。 そ こ

で,図6b)に 示 す ように逆 に対 策費用 と政策

目標 か ら被 害額(正 確 には被 害 を避 けるため

に支払 う意志 額)の 指 標 を得 る こ とに した。

ExternE2005に お いては,CO2削 減 に関わ るコ

ス トを算 出す る ため,2つ の政策 が指標 とさ

れ た。1つ は,京 都議 定 書 を実行 す るための

コス トか ら算 出す る手法,も う1つ はスイス

におい て しば しば行 わ れて い る環境 やエ ネル

ギ ー に関 す る国民投 票 の結 果 を参照 す る とい

う手法で ある。
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(1)京 都議定書の 目標 を達成 するコス ト

京都議 定書 は1997年 に採択 され,2002年 に

批 准 された。EUの 目標 は,EU全 体 と して2008

～2012年 の5年 間(第1約 束 期 間)に 温室 効

果 ガス を1990年 比で8%低 減 す る とい う もの

である。京都議定書 の準備段階でCO2の 削減能

力 お よびそ の実現 コス トが十分 に検討 された

ので,こ の実現 コス トが個 人 のWTPと つ りあ

うと考 え るの は基本 的 に妥 当 であ る。 京都議

定書のCO2削 減 目標 を達 成するための コス トを

求 め る研 究 はい くつ か行 われ て きて い るが,

最近 の レビュ ー(4)に おけ る中央値 は20ユ ーロ

(約3000円)/tCO2で あ る。 この値 は国ご とに異

な り,ベ ルギーで は90ユ ー ロ(約1万3,500円)

/tCO2,オ ラ ンダで は50ユ ー ロ(約7,500円)

/tCO2と い う値 が報告 されてい る。多 くの研 究

が,20ユ ー ロ(約3,000円)/tCO2前 後の数字 を

報告 してい る。 これ は排 出過剰 に対 す る罰 則

である40ユ ー ロ(約6,000円)/tCO2よ りは低 い。

理論 的 に は,も っ と広 い 範 囲 もあ りえるが,

こ こまで の研 究 で は5～20ユ ー ロ(約750～

3,000円)/tCO2が 妥当 な範囲だ と考 えている。

この手法 は,政 策 決定が 理想 的 に行 わ れて

い る ことを前 提 と してい るが,現 実 にはすべ

ての影 響が把 握 で きてい るわ けでは ない(把

握 で きないか らこの ような指 標 を利 用 して い

る)。 実際,多 くの国 にお いて排 出量削減 は 目

標値 に対 して遅 れ気 味 であ り,こ れ は,削 減

コス トがWTPよ りも高い とい う可 能性 を示唆

す る。最 近の レビュ ー研 究(5)で は,議 定書 の

目標 を達 成す る には排 出権 を安 くす る必 要が

あ るこ とが指摘 されてい る。

一 方
,CO2の 排 出権取 引市 場 がす で に運 営

され て お り,そ の排 出権 価 格 が,ま さ し く

CO2の 価格 やWTPを 正 しく反映 してい る との

考 え方 もある。 しか し,現 状 で は,排 出権売

買 にか か わる よ うな企 業 は,削 減 目標 を割 り

当て られ る段 階 でそ れ な りの既得権 益 を与 え

られ て お り,適 正 な市 場 には な って い ない。

また,市 場 の将 来性 も不 透明 で ある。 その た

め,現 状 で は信 頼性 の高 い値 にはな ってい な

いが,将 来市 場 が健 全 に機能 すれ ば,そ の取

引価格 はCO2削 減 コス トに関す る よ り正確 な

指標 にな りえる。

(2)ス イスにお ける国民投票

ス イス は他 の国 と異 な り,政 策決定 にお い

て国民投 票が しば しば導 入 され る。実際,「 エ

ネルギー」 「環境」 をキー ワー ドとす る ような

投 票 は何度 も行 われてい る。投 票 は非 常 に多

くの人 間が行 うので,そ の結 果 か ら大衆 の意

思 を考察す るこ とが可能 となる。

投 票結果 に対 して,い くつか の信 頼性 の高

い仮 定 を踏 まえて解析 を行 うこ とによ り,ス

イスの国民 がkWhあ た りい くら税 金 を払 う意

思 が あ るか を求 め た。 た だ し,こ の投 票 は,

も ともと再 生可能 エ ネルギ ーの利用 を促 進す

る ため,非 再生可 能エ ネル ギー に税 金 をか け

る とい う 目的で行 われ た。化 石燃料 か ら自然

エ ネル ギーへ 移行す る こ とに よ り,CO2だ け

で な く大気 汚染物 質 も低 減す る ので,そ の効

果 の切 り分 け には注 意 を要す る。

得 られ た結 論 は,中 央 値 で6～9ユ ー ロ

(900～1,350円)/tco2で あ った。 この見積 も

りは他 の手法 と概 ね同程度 で あ るが,ス イス

にお ける排 出削 減 コス ト(70ユ ーロ(約1万

500円)/tcO2)よ りは低 い。

4.そ の他の更新事項

(1)事 故に対する扱い

事故 に関 しては,原 子力以外の分野 におけ

る事故の外部コス トが初めて系統的に評価 さ

れた。基本的な手法は,発 電システムの事故

に関わる死傷者,物 損の統計データを収集 し,

その後各影響の単価 を算出す るとい うもので

ある。原子力 に関 しては,1997年 以降大 きな

更新 は行 われていない。ただ し,確 率が低い

が規模の大 きい事故 に関 しては,危 険性が期

待値 よ りも大 きく認識 されることが指摘 され

てお り,今 後 この観点か らの評価手法を確立

してい く必要がある。
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(2)騒 音 に対 する扱 い

騒音 に関 しては,初 期 のExternEで は,単 に

不 快感 を指標 としてい た。 その コス トを算 出

す るに あた っては,騒 音 の大 きさ と,家 賃 の

相 関 を調べ る 「ヘ ドニ ック法」 が主 に用 い ら

れ た。今 回は これ に加 えて,騒 音 のス トレス

に関わ る心 筋梗塞 等の病気 の影 響が加 え られ

た。仮 想評価 法 の研 究成 果 も得 られつつ あ る

が,ま だ値 の ば らつ きが非 常 に大 き く,今 回

の更新 で はその結 果は使用 されてい ない。

(3)建 物,農 作物,酸 性 雨,富 栄養化 に対 す

る扱 い

建物 の被害 に関 して は,腐 食,汚 れの影響

が よ り精 度 よ く定 量化 され,メ ンテナ ンス手

法 を検討 す る手法 が提案 され た。農作 物 につ

い て も,既 存 のデ ー タの 一部 が更 新 され た。

酸性 雨 や富栄養 化 に関 して は,こ れ まで定量

化 で きてい なか ったが,今 回 は地球温 暖化 の

場合 と同様 に政策 目標 実現 の ための コス トを

評価 す る手法 によって,そ の コス トを見積 も

った。

5.ま と め

ヨー ロ ッパ にお いて は,電 力 シス テム の外

部 コス トを包括 的 に評価す る 目的でExternEと

い うプロジ ェク トが行 われ て きてい る。そ の

手法に関 し,2005年 に出版 された最新の報告

書の内容 を紹介 した。更新点は多数 あるが,

外部 コス トの主要部分を占める大気汚染の健

康被害 と地球温暖化 を中心 に説明 を行 った。

大気汚染の影響評価 に関す る主要な変更点は

下記の3点 である。

○汚染物質の拡散過程の解析において水,
土壌 を通る経路 も考慮

○健康影響評価の基礎 となる疫学データ

が,よ り広域的に整理され,値 の精度

が向上

○貨幣化にあた り,仮 想評価法の最新結

果を反映

地球温暖化 に関 しては,既 存の手法 を改善

するとともに,政 策 目標 を実現す るためのコ

ス トか らその価値 を算出す るという新たな指

標を導入 した。特に京都議i定書を実現するた

めのコス ト,お よびスイスにおける国民投票

結果 を参考 にしてCO2排 出に関わる外部費用

を算出 した。

事故に関 しては原子力以外 の大事故の影響

も考慮 した。その他,騒 音,建 物,農 作物,

酸性雨,富 栄養化,景 観,視 界,に 関 して も

データの更新が行われた。

これ らの更新 を反映 した,最 新の外部コス

ト検討結果を図7に 示す。火力発電に関わる

外部 コス トは,地 球温暖化 と健康被害がほぼ

同程度 の寄与であ り,そ の総額は発電単価 と

同じオーダーとい う高い値 に評価 されている。
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原子力,水 力,太 陽光発電の外部 コス トは,

それ と比べて十分に小 さい。この結果 を反映

するような税制 を適用すれば,火 力発電の競

争力が弱 まり,原 子力や 自然エネルギーへの

移行が促進されると思われる。 しか し,実 際

に政策を実行 してい くには,ま だ計算結果の

不確定性が大 きい。外部コス トの主要因であ

る温暖化の機構 ・被害はまだ十分に解明され

ていないし,も う1つ の主要因である健康被

害 も平均すると数 日からせいぜい数週程度の

寿命損失に過 ぎない。 また,こ の ような小規

模 ・不確実 な被害 に対す る支払い意志額は,

社会性や民族性にも依存するので,結 果 を他

の地域 に適用するためには,対 象地域の特性

を反映 した再検討が必要 となる(日 本 におい

ても,産 総研のグループの研究等がある)。外

部性研究 は,環 境対策 を行 う上で不可欠なも

のである ものの,最 新の検討結果においても

まだ不確定性が非常 に大 きい状況にある。そ

の状況 を改善 してい くためには,今 後 も国内

外の最新の動向に注視 しつつ,手 法 ・データ

の改善を進めてい くべ きであると考えられる。
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1.は じ め に

わが国は多数の有人離島を有 している。離

島の電力系統は本土 と連系 していない,す な

わち離島内で発電 と需要 をバランス させ る必

要のある独立系統の場合が多い。

また,本 土の発電が主 に原子力,火 力,水

力発電などで発電 しているのに対 して,離 島

では液体燃料 を用いた内燃力機関,い わゆる

デ ィーゼル発電機で発電 をまかなっている場

合がほとんどである。

液体燃料のみを用いた発電は一般に本土に

おける発電単価 を上回ることも知 られており,

加えて原油価格が高騰 している昨今において

は更なる発電単価の高騰 を招いている。

また,化 石燃料 を用いているため環境性,特

に二酸化炭素(CO2)の 排出も多 くなる。

これ らの状況 を踏 まえ,(独)新 エネルギ

ー ・産業技術開発機構i(NEDO)で は離島地

域 における新エ ネルギー等分散型電源 を活用

した電力供給 システムの構築の可能性調査 を

実施 している。

勧 エネルギー総合工学研究所では上記調査

の委託 を受け調査 を実施 したのでその概要 を

紹介す る。

2.離 島の電力供給 実態

日本国内 における,独 立系統 を有する離島

の分布 を図1に 示す。図1で は便宜的 に離島

の大 きさを各離島が保有する発電機の設備容

量で大 中小規模 に分類 してある。図1よ り,

独立系統の多 くは東京地区,九 州地区,沖 縄

地区に多 く存在 していることが判る。またそ

の数 は56系 統であ り,発 電設備容量の単純合

計は約83万kWで あった。

また,図2に 日本国内全体の電力の1日 の

使われ方,図3に 中規模離 島の1日 の電気の

使われ方の例を示す。

図2,3か ら判るように,こ の離島では夕

方の需要増加が特徴的である。夕方の電力需

要の増加は住宅の電力使用量の増加が表れて

いる と推定で き,離 島では住宅需要の割合が

比較的高いことが考えられる。

小規模(～999kW)

O.中 規模(1,000～9,999kW)

驚
漕

㌘

⑥ 。

一
/》@O
e㊤o④

図1国 内の離島系統の分布
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図4に は離島人口と発電機設備容量の関係

を,図5に は離 島における発電機設備容量 と

発電機の数の関係 を調査 した結果 を示す。こ

れらから,離 島においてはほぼ1人 に対 して1

kWの 発電設備が備 え られてい る こと,発 電機

の数 は設備 容量 が 大 き くな るにつ れ増 加 し,

一般 的 に5～12機 程度 の発 電機 を保有 してい

る こ とが判 る。
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3.新 エネルギー等分散型電源導入拡大

時の影響および対策

新エネルギー等分散型電源が電力系統に連

系することにより,供 給する電力 の品質面 な

どに様々な影響が生 じると言われている。特

に,今 回の調査対象である離島は他電力系統

との連系が無いため,本 土 に比べて弱い系統

であ り以下のような面での影響が顕著に現れ

ることが考えられる。

① 新エネルギー等分散型電源(特 に風力発

電)の 急激な出力低下 に伴 う瞬時の電圧の

低下

② 新エネルギー等分散型電源(特 に風力発

電)の 急激 な出力低下に伴 う瞬時の周波数

の低下

③ 新エネルギー等分散型電源(特 に風力発

電,太 陽光発電)の 常時出力変動に伴 う常

時の周波数変動

④ 新たな発電機が導入されることによる既

存デ ィーゼル発電機の下げ代制約(下 げ代

制約の詳細は4.項 に記載)

本調査ではこれらの影響の内,① と② を瞬

時の影響,③ と④ を常時の影響 として分類 し,

対策を含めて検討 を実施 した。

(1)瞬 時の影響に対する対策

新エネルギー等分散型電源,特 に風力発電

は風速がある閾値(例 えば25m/sec)を 超える

と風車 に対する機械的な影響 を考慮 して発電

を急激 に停止する。一般的にカッ トアウ トと

呼ばれるこの動作 は特に脆弱な離島等独立系

統 においては電圧低下 と周波数低下を招 くこ

とが知 られている。これ ら瞬時の影響を緩和

して電力品質 を一定 に保持するためには,不

足 した電力 を別の手段 により瞬時に供給す る

方法が有効であると考えられる。

具体 的には,カ ットアウ トを検知 して瞬時

に電力 を放出す ることので きる蓄電池 を設置

することが有効 であ り,ま た既に国内の離島

では蓄電池の設置が行われている。

以上のことから,本 検討ではカッ トアウ ト

対策用の蓄電池の効果を検討 した。

(2)常 時の影響に対する対策

新エネルギー等分散型電源,特 に風力発電

や太陽光発電か らの発電電力は常 に細かな振

動 をしていることが知 られている。 これ らの

細かな出力変動は電力系統の周波数変動を増

加 させ る要因 とな り,電 気の安定供給の妨げ

となる。

常時の周波数変動 に対する対策案を表1に

示す。基本的に発電,負 荷の出力調整,ま た

は蓄電池による充放電が効果的である。

今回の検討では表1の 対策の内,効 果の大

きい と考えられる下記3案 の効果を検討 した。

①高速ディーゼル

②周波数変動対応型蓄電池

③周波数変動対応型負荷(電 気温水器)

4.新 エネルギー等分散型電源導入可能

量の試算

離島等独立系統 に新エネルギー等分散型電

源を導入 した場合の影響 を確認 し,対 策を行

うことによる効果 を確認する目的で電圧面 と

周波数面の両者 に関するシミュ レーシ ョン※

を実施 した。 シミュレーションには通常の負

荷の変動に加えて風力発電 と太陽光発電の出

力変動 を入力 し,そ の影響の度合いを検討 し

た。なお,風 力発電 と太陽光発電の導入容量

の比率 は便宜的に1対1と した。

(1)瞬 時の影響

離島 の配 電系統 の擬似 モ デル(図6)を 用

いて風力 発 電の カ ッ トア ウ トに伴 う瞬 時の電

圧変 動 を確 認 した。今 回の モデ ルは配電系 統

の容 量 が2,000kW程 度 の場合 に最 も電圧変 動

が大 き く,風 力 発電 が1,016kWカ ッ トア ウ ト

※ シ ミュ レー ションの詳細 について はは巻末参考文献 を参照。
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表1常 時周波数変動抑制対策案の一覧

電力会社電源側

対策名 概要 効果 翼現可能性 懸念事項 評価1

高速ディーゼル 調定率低の変動補償専用発電機の追加設
置。

効果:大 既存技術の延長上の技
術。機器開発要。

他の発電機との協調制御手法必要。
燃費の悪化。

◎

新型発電機
(燃料電池)

出力調整幅の大きい、瞬時に応動できる発
電機の追加設置。

効果:大 安定性等の確保のため、

技術開発要。

コスト高 燃料確保が田難。

メンテナンス手法の確立が必要。

×

系統側

対策名 概要 効果 案現可能性 懸念事項 評価

フライホ イール 慣性増大化。 効果:小 大容量フライホイール
の閣発要。案現可能性低

常時損集の増簾。
系統事故時の安全性。

△

周波数変動対応型
蓄電池

周波数変動に慈じて兜放電を行う蓄電池の
設置。

効累1大 既に蓄電池は閣発済み。
案現可能性大。

蓄電池損失 ・コス ト高。
容羅選定手法、簿命の評価の確立が必要。

◎

制動抵抗 周波数変動に応じて余分な電力を消費。 効果:中 薪規開発必要。
翼現可能性中。

エネルギー損失高。常時電力を消費しないと周波

数低下対策にならない。

△

分散型電源側

対策名 概要 効果 爽現可能性 懸念事項 評価

変動抑制タイプの
風力発電機

二次励磁制御方式(超 淘期セルビウス型

等)、フルインバータ岡期型風車の採用等。
効果:小 既に市販されている。 風車コス ト高。数秒程度以上の変動抑制は不可

能。設備利用率低下。アクチ篇工一タ部の疲労。

インバータ部分の寿命確立が必要。

△

周波数対応出力可
変風力発電機

常時は最高効率での運転をせず、系統周波
数に濾 じてある程度の出力増減を行う。

効果:小 既存の機種でも鮒御の
変更により案現可能。

設備利用察低下。アクチュエータ部の疲労。
剃御効果は嵐況に依存。

△

出力変動平滑化蓄
電池

新エネルギー等分散型電源の出力変動に応
じた充放電を行う蓄電池の設置。

効 異:中 現在技術開発中。

既に導入されている。

蓄電池損失 ・凝スト高。
周波数対慈蓄電池よりも効果低い。

○

負荷側

対策名 概要 効果 案現可能性 懸念事項 評価

騨 変動対艘i周 灘 動に応じた負荷薦
効果:中 技術的には蒋能性大。

翻御手法の開発要。
必要な消費電力景の確保手法の確立。効果が負荷
容量に依存。集中制御の場合、大幅なコスト増。

○

1評 価の基準は効果が比較的大きく
、理時点で極端に経済性を悪化させず、多少の技術閣発は必要だが至近年に実現可能な対策を◎としたが、

エネルギー総舎工学研究所での独自評偲iであることに留意する必要がある。
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図6配 電系統のモデル概要

した場 合 に瞬 時 の電圧変 動が常 時電圧 の10%

低 下 とな る ことが判 った。10%の 瞬時電圧低

下 とい う値 は 「電力 品 質確 保 に係 る系 統連系

技 術 要件 ガイ ドラ イ ン」 に記 載 されて い る,

発 電設備 等 の並 解列 時 に電力会 社 の配 電系統

に対 して引 き起 こす瞬時 電圧低 下 の最 大許容

値 である。

また上記 電圧 の検 討時 と同程 度 の離 島系統

にお いて1,016kWの 風 力 発 電が カ ッ トアウ ト

した場合 の周波 数変 動 を シ ミュ レーシ ョンに

よ り確認 した。 カ ッ トア ウ トに よる瞬 時の周

波 数変動(低 下)は257Hzと い う結果 が得 ら

れ,一 般 に電力 会社 が維持 す る 目標 としてい

る 【基準周波数 ±0.1～0.3Hz】 と比較 して極 め

て大 きな影響 を与 える ことが判 った。

上記 の影 響 に対 して,蓄 電池 を設置 したシ

ミュ レー シ ョンを実 施 した結果,瞬 時 の周波

数変動 を仮 に0.5Hzに 押 さえるためには820kW

の 出力が可能 な蓄電池 が必 要な ことが判 った。

なお,以 上 の検 討 はあ くまで模 擬配電 線 を

対 象 と した簡 易的 な シ ミュ レー シ ョン結果 で

あ り,数 値 の絶対 値 を求 め る 目的 で はな く,

影 響 の傾 向 をつか む 目的 で実施 した ことに留

意 する必 要が ある。

(2)常 時の影響

① 常時周波数変動 による導 入制 約

風力発 電や太 陽光発 電 の常 時の 出力変動 が

常 時の周 波数 に及 ぼす影響 を把 握 し,対 策 の

効 果 を確 認す る 目的で シ ミュ レーシ ョンを実

施 した。

シ ミュ レー シ ョンは 中規 模 の離 島 をイメー

ジ したモデ ルで実施 し,デ ィーゼ ル発 電機 に

よる 自動 的 な周 波数調 整 能力(一 般 にガバ ナ

フリー と呼 ばれ る)を モ デ ル化 し,需 要 の変

動 と風力発 電,太 陽光発 電 の変動 を模 擬 した

波形 を入力 して周波数 を検 討 した。風 力発電,

太 陽光発 電 の導入量 を少 しず つ増加 させ てい

き,周 波数 の変動 が ±0.3Hzに 到達 した点で導

入 限界 と判 定 した。 ま た,需 要 立 ち上 り時

(早朝)及 び最大需要 時(昼 間)の2断 面で シ

ミュ レー シ ョンを実施 したが,需 要立 ち上 り

時(早 朝)に お ける導入 限界量 は最 大需要 時

(昼間)の 導入限界量 よ りも低 い ことが明 らか

となった。 す なわ ち,電 力需 要 が1,900kWの

断 面(早 朝)に お い て,700kW(太 陽 光

350kW,風 力350kW)の 新エ ネルギーが導入 さ

れ た断面 で常 時 の周 波数 変 動 が0.299Hzと な

り,導 入 限界 と判定 された 。図7に シ ミュ レ

周波数変動
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図7シ ミ ュ レ ー シ ョ ン 結 果(太 陽 光350kW,風 力350kW導 入 時)
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表2対 策実施時の新エネルギー導入可能量シミュレーション結果

対策機器容量

[kW3

新エネルギー導入可能量[kW]

太陽光発電 風力発電 合計
対策なし 350 350 700

蓄電池 50 490 490 980

100 620 62◎ 1,240

150 730 730 1緬 ◎

200 850 850 1,700

高速ディーゼル

発電機

100 500 500 1,00◎

200 620 620 124◎

300 740 740 1,480

400 850 850 1,700

電気温水器 100 450 450 900

200 530 530 1ゆ60

300 620 620 1,240

400 710 710 1護20

一 シ ョン結果 の一例 を示 す。縦 軸が周 波数 変

動,横 軸 が 時 間 で あ りシ ミュ レー シ ョンは

2,000秒 間実施 した。

次 に,3.に 記 載 の対 策機 器 を導入 した シ

ミュ レーシ ョン を実施 し,対 策無 しの時 と同

様 に周波数変動 が ±0.3Hzに 達 した点 を導入 限

界 と判定 した結 果が表2で ある。

表2か ら,対 策機 器 の容量 を増加 す るほ ど

新 エ ネルギ ー導 入可 能量 が増加 してい る こと

が判 る。 また,同 容量(例 えば200kW)の 対

策機 器 を用 いた場合 の新 エ ネルギ ー導 入可 能

量増 加分 は 蓄 電池 〉高速 デ イーゼ ル 〉電気

温水 器 の順 に高 い こ とが わか る。 この主 な原

因は蓄電池 は200kW容 量 とい った場合,充 電

200kW,放 電200kWと 合 計400kW幅 の調整能力

があ る こ とが挙 げ られ る。 また,電 気温水 器

による対 策 は市販 の電気 温水 器 に比較 的安 価

な制御機 器 を取 り付 ける こ とを想 定 し,応 答

性 を若 干犠牲 に した設 定 とした ため高速 デ ィ

ーゼルに比 較 して劣 る結果 になっている
。

② 電力会社のディーゼル発電機下げ代による

制約

現在離島で用いられている発電機 は内燃力

機関であるデ ィーゼル発電機が主流 となって

いることは既に述べた。このデ ィーゼル発電

機は本土で用いられている火力発電機などと

比較 して高速に起動が可能で出力 を変化 させ

る速度が速いなど,離 島での需要変動に対応

するに十分な性能 を有 しているが,設 計上定

格 出力の半分以下の出力(例 えば1,000kW定

格の場合,500kW以 下)で の運転は問題が生

じることが多い。そのため,一 般的には発電

機出力 を定格出力の50%以 上 に制限する運転

が行われている。一方,発 電出力を制御で き

ない新エネルギーを離島系統 に導入する場合,

新エネルギーの出力が0又 はフル出力のいず

れ になって も対応で きるだけの発電機 を動か

してお く必要がある。 これらの事情か ら,い

わゆる 「下げ代問題」が発生 し,新 エネルギ

ー等分散型電源の導入制約 となって くる
。図

8に その概念図を示す。

デ ィーゼル

発電齪 格 ∠旗//
ディーゼル発電機
離 磯 竃

/新 工

電
力
需
要

ディーゼル
最低出力

＼.ノ7 物7
%・

圏 ・1
新ヱネ0出 力時 新エネフル出力

新エネ導入限界

%・ 新エネ出力

:ディーゼル
発電機出力

図8デ ィーゼル発電機下げ代制約概念図
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表3常 時の制約 を全て考慮 した時の新エネルギー導入可能量

対策機器容量

[kW]

新エネルギー導入可能量[kW]

太陽光発電 風力発電 合計

対策な し 35⑪ 350 700

蓄電池 50 490 490 980

100 620 620 1,240

∬◎ 645 645 1,29◎

2◎◎ 645 645 1,2.0

高速デ ィーゼル

発電機

100 500 500 玉,000

20◎ 562 562 1,124

30◎ 52◎ 52◎ 1£4◎

4◎◎ 479 479 958

電気温水器 至00 450 450 900

200 530 530 亙,060

300 620 620 1240

4"0 645 645 i29◎

※網掛 け部は、デ ィーゼル発電機下げ代制約 によ り制約 された箇所 を示す。

また,対 策機器 として高速 ディーゼル発電

機 を用いた場合,高 速デ ィーゼル発電機 を常

時運転 させ,そ の分既存ディーゼル発電機の

出力 を下 げる必要があるため,下 げ代制約 を

更に強めることとなる。

③ 常時周波数変動 と下 げ代制約の両者を考慮

した導入可能量

常時の新エネルギー等の導入制約 として常

時周波数変動による制約 と下げ代による制約

を検討 して きたが,両 者 を総合 して考慮 した

導入可能量の試算結果を表3に 示す。

5.経 済 性 ・環 境性 を考慮 した最適化 モ

デルの検討

4項 で求めた新エネルギー導入可能量の新

エネルギーを対策機器 と共 に導入 した際の経

済性 と環境性について検討 を実施 した。経済

性の算定手法の詳細は割愛するが,新 エネル

ギー,対 策機器共に年経費率 を用いた!年 当

た りの コス ト換算値 を計算 している。 また,

新エネルギーによる発電電力量を推定 し,同

量の電力量 を生み出すためのディーゼル発電

機の燃料費 を削減可能な発電 コス トとした。
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現状発電コスト

図9

新エネ導入時 新エネ導入時

(対策無し)(高 速ディーゼル

発電機・既存電気

温水器対策有り)

経 済 性 の 計 算 手 法 概 念 図
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図10電 気温水器対策による新エネ導入時の合計削減 コス ト試算例

図9に その概念 図 を示 す。 なお,離 島にお け

るデ ィーゼ ル発 電機 の燃料 費(円/kWh)は 離

島 の位 置 や港湾 設備 の状況,需 要 の大小 な ど

に よ り大 き く変 化す る ため,パ ラ メー タ化 し

て ある。 また,蓄 電池 の充放 電 ロスや高 速 デ

ィーゼ ルの燃料費 も織 り込 んで試算 している。

経 済性 の試算 の結 果 の一例 を図10に 示 す 。

この例 で は,新 エ ネル ギ ーの導 入量(点 線)

は電気 温水 器 の対策容 量 を大 き くす るにつ れ

増 加 してい くが,対 策 容量300kWの 点 で増加

の傾 きが 下 が っ て きてい る。燃 料 費 が30[円

/kWh]の 場合 には合計削減 コス トが正の値 とな

り経 済効 果 が 生 まれ る結 果 とな って い るが,

対 策 を増や して新 エ ネル ギー導入量 を増加 さ

せ て も合 計削 減 コス トが大 き くな らな い,す

なわち新 エ ネル ギ ー導 入量 を増や して も経 済

的 な メ リ ッ トが増 え ない結 果 とな ってい る。

燃 料費 が40[円/kWh]以 上 の場 合 は対 策容量 を

増 加 させ る に伴 い合計 削減 コス トが多少 上昇

している ため,新 エ ネル ギーの導 入量 を増 や

す経済 的 メ リ ッ トが あ るが,そ の増 加割合 は

対 策容量が300kW程 度で飽和す る傾 向 にあ り,

結 果 と して対策容 量300～400kWで 最大限新エ

ネル ギー を導 入す るのが経 済的 であ ろ うとい

う試算 結果 とな ってい る。

一←一削減可能CO2(蓄 電池)

一 削減可能CO2(高 速ディー一一ゼル発 電機)
一ト 削減可能CO2(電 気温水器)
…×… 新 エネ単位 容量 当た り削減 可能CO2(蓄 電池)
…x-・・新 エネ単位 容量 当たり削減 可能CO2(高 速 ディーゼル発 電機)
…・… 新エネ単位 容量 当たり削減 可能CO2(電 気 温水器)
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他 の対策機 器 につ いて も同様 の試算 を行 っ

た結果,次 の ようなこ とが判 った。

○ 燃料費が30[円/kWh]以 下の場合,新 エネル
ギーを導入する経済的 メリットは無い。

○対策 問の比較では,電 気温水器を用いた対

策の経済性 が高 く,次 に蓄電池,高 速 ディ
ーゼル とい う順 に経済性の高い。

また,上 記 の試算 は常 時 の影響 にのみ対 策

した結果 を記 してあるが,3.(1)項 で検 討

した瞬時 の影 響 に対 す る対策 を蓄電池 で行 っ

た場合,経 済性 効 果の表 れ る燃 料費 が全 般 的

に10[円/kWh]程 度 ずつ悪化 す る結果 となる。

環境性 につ い ての検討 で は各 対策 にお け る

CO2削 減量 を試算 し,比 較 した。なおCO2の 計

算 は ライフサ イ クルCO2を 用 いて計算 してい

る。試算結 果 を図11に 記す 。 この結 果,以 下

の ような ことが言 え る。

0削 減可能CO2は 新エネルギーの導入量にほ

ぼ比例す る。

○ 高速 ディーゼル発電機,電 気温水器 による

対策 は新エネルギー単位容量当た りの削減

可能CO2量 が比較的大 きい。これは蓄電池

対策の場合充放電ロスが悪影響 を及ぼすた

めである。

ギー導入可能性 の調査 という目的で離島の電

力供給実態の調査,電 力品質に新エネルギー

等が与 える影響の検討,導 入可能量の試算,

対策を仮定 した場合の導入可能量の変化やそ

の経済性 ・環境性の試算を実施 した。留意す

るべ きこととして,本 調査 は机上の シミュ レ

ーションによるものであ り
,こ の試算結果の

数値が直ちに絶対的な意味 を持つ ものではな

いということである。特に電圧のシ ミユレー

シ ョンな どは実際の配電系統の構成や風力発

電の接続位置な どにより大 きく結果が変化す

ることに留意する必要がある。

今後は本調査結果の計算手順 を用いて,具

体的な特定の島の各種条件 をシ ミュ レーショ

ンに導入 して検討 し,そ の効果が実証 される

ことを期待す る。 また,本 検討が離 島におけ

る新エネルギー導入の促進 になんらかの寄与

を与えることを希望 している。

最後 に,本 調査のヒアリング等 にご協力い

ただいた電力会社の方々,電 力関係の有識者

の方々,メ ーカの方々,市 町村の役所 の方々,

また多 くのご助言 をいただいた新 エネルギ

ー ・産業技術総合開発機構 に深 く感謝するも

のである。

6.お わ りに

本調査 においては,離 島における新エネル
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1.エ ネル ギー社会 とヒー トポ ンプの技術

動向

資源 ・エ ネル ギー問題 に対 す る関心 が世界

で急速 に高 まっ てい る。 ロシアのサ ンク トペ

テル ブ ルグで 開催 され た2006年7月 のG8サ

ミ ッ トで も世界 の エ ネルギ ー安 全保 障 は中心

的議題 の1つ で あった。その背景 にあるのが,

原 油価格 の高騰 で あ り,1バ ー レル70ド ル台

(2006年8月 時点)へ 上昇,こ の2年 ほ どでほ

ぼ2倍 にな った。 中東 の政情不 安 に加 え,中

国や イ ン ドな ど新 興 諸 国にお いて急伸 す るエ

ネルギー需要が さ らに上 昇圧力 をかけてい る。

そ の結果,先 進 諸 国 にお い ては,よ り安価 で

国 際社 会 の動 向 に左右 され ない安定 したエ ネ

ル ギーを求 める動 きが加速 している。

エネルギー問題へ の関心が高 まる理 由には も

う1つ,二 酸化炭素(CO2)な ど温室効果 ガス

の排 出による地球温 暖化 を抑制する とい う課題

である。1997年 の第3回 気候変動枠組条約締約

国会議(COP3)で 議決 され た京都議 定書 は

2006年2月 に発効 し,そ こで示 されたCO2削 減

水準 を達成す るには,こ れ まで以上 に化石燃料

の使用 を減 らさなければな らない。

そ れ を実現 す る新 しい代 替 エ ネルギ ー には

既 にい くつ かの候補 が挙 が ってい る。供給 サ

イ ドでは,風 力,水 力,太 陽光発 電,燃 料 電

池,バ イオマス,原 子力 な どであ る。 コス ト

面 や技術 面 にお け る技術 革新 と ともに,こ れ

らを組 み合 わせ る ことで化 石燃 料 に依 存 しな

いエ ネル ギー供給体 制 の構 築 が必 要 とな って

い る。 つ ま り,供 給 サ イ ドにおい て非化 石工
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ネルギーの比率 を高 めて行 くこ とである。

しか し,CO2削 減やエネルギーセキュ リテ ィ

ー にとってポイ ン トとなるのは供給サ イ ドだけ

ではない。エ ネルギー を消費す る需要サ イ ドの

対 策 も重 要である。それ らが両輪 になって,実

効性 の高 い効果が生 まれる。特 に民生 部門では

冷 暖房 ・給湯 など熱利用分野で多 くのエネルギ

ーが消費 されてい る。 この分野 で昨今,脚 光 を

浴 びてい るのが空気 な どに存在す る熱 エネルギ

ーを活用す ることである
。空気 の熱エ ネルギー

はその まま使 うにはエネルギーの密度 が低 く,

十分な効用 を得 ることがで きない。そ こで この

空気 の熱エネルギーを生活空 間で利用で きる よ

うに加工す る技術が必 要 となる。それが ヒー ト

ポ ンプ技術であ る。

この ヒー トポンプの原理 は冷媒(熱 媒)を 圧

1縮す るこ とで空気の熱 を凝縮 し暖房 ・給湯 に利

用す る ものであ る。一方,冷 房 では冷媒が膨張

す る際 に部屋 の熱 を吸い取る作用,例 えば山に

登 ると気圧が下が り涼 しくなる現象 を利用す る

もの であ る(図1)。 水 を高 い ところに押 し上

げ るポ ンプの ように,空 気 の熱 を汲み上 げ移動

させ るシステ ムで あるこ とか ら,熱(ヒ ー ト)

のポ ンプ と呼 ばれ ている。 ヒー トポ ンプは燃焼

や ヒー ターな どの ジュール加熱 と異 な り,熱 サ

イクルを利用す るため,投 入す るエ ネルギーを

大幅 に抑制で きる特徴 をもつ。

ヒー トポ ンプの効 率 をあ らわす指 標 として

COP(coefficientofperformance:成 績係 数)が

一般 的 に用 い られ る。COPは 投 入 したエ ネル

ギ ー に対 して得 られる熱エ ネ ルギ ー を比率 で

あ らわ した もの で,COP=3と は投入 エ ネル

ギ ーの3倍 の熱エ ネ ルギーが得 られ る こ とを

意 味す る。 日本 では ヒー トポ ンプのCOPが こ

こ数年 で大幅 に向 上 した。 その背 景 には技術

改 善 を促 す い くつ かの要 因が あった。1つ は

社 会的 要因 であ る。 省エ ネ ルギー法 に基 づ く

「トップランナー方式」 の浸透で機 器開発 が進

んだ こ と と,環 境 負荷 の低 減効 果やCO2削 減

効果 を消 費者 が機器選 定時 に評価 す る ように

なった こ とで ある。1999年 に導入 され た 「ト

ップ ラ ンナ ー方式 」 は,環 境 評価 の判断材 料

と して消費 者 に省 エ ネル ギー性能 を明示 す る

「ラベ リング制度」 を導入 し,高 効率機器 の購

入意識 を高 め て きた。 環境負荷 の低減 効果 や

CO2削 減効 果,そ れ に ライ フサ イ クル コス ト

な ど も,購 入価 格 と同様 に判 断材 料 と して評

価 す る ように なった。 その結 果,価 格 が多 少

高 くなって も効 率 の高 い機 器 を選択す る消 費

者 も現 れ,メ ー カー間 でCOP向 上 を 目指 した

開発競争が本格化 した。

もう1つ の要 因は,日 本の気候が ヒー トポ ン

プの活用 に適 していたことである。温暖で湿潤

な日本 の気候 は欧州 に比べて暖かいため空気 に

含 まれる熱エ ネル ギーが多 く,暖 房の場合,よ

り効率 よ く使 うことが で きる。

ヒー トポ ンプ を内蔵 したエ アコ ンに関 して

は,過 去10年 間でCOPが3～65前 後(2006年

時 点)ま で 向上 してい る(図2)。 それは,革

新 的 な技 術 の導 入 で達 成 され たの で はな く,

各部 の性 能が向上 した ことで相乗効果 が働 き,

効率が大幅 に改善 した結果であ る。
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ところで,環 境へ の取 り組み と して 自然界

に存 在 す るエ ネ ルギーの活用 が よ く話題 に上

る。 これ ら 自然 界 に存 在 し使 い尽 くす こ との

ないエ ネル ギー を再 生可能 エ ネルギ ー と呼 ぶ

が,一 般 に再 生可能 エ ネルギ ーは発 電 に結 び

つ け られ るこ とが多 い。 しか し,民 生需 要 で

は冷 暖房 ・給湯 な どの熱エ ネル ギーの利 用が

非常 に多 い ため,そ こに再生 可能 エ ネルギ ー

が使 えるので あれ ば効 果が大 きい。 ヒー トポ

ンプ は,太 陽光 に よって暖 め られた最 も身近

な空気 の熱エ ネル ギー を冷 暖房 ・給 湯 で活用

可能 にす る ため,再 生 可能 エ ネルギー とみ な

す こ とが可 能 で はないか と考 え る。本稿 で は

ヒー トポ ンプを再 生可 能エ ネル ギー と して考

え る上 で参 考 とすべ く欧州 の取 組 み を調査 し

たので紹介 したい。

2.欧 州気候変動 プログラム(ECCP)や

欧州連 合指令(EU指 令)で の ヒー トポ

ンプの取 り扱 い

欧州 で は,1970年 代 の2度 の石油 危機 を契

機 に,化 石燃 料 に代 わる もの と して,い ち早

くバ イオマ ス な どの再生 可能 エ ネルギー の利

用拡 大 が図 られ た。後述 す る ように,国 ごと

に,再 生可 能エ ネルギ ーの利用拡 大 のた めの

様 々 な政策が取 られ た。多 くの国で は,エ ネ

ルギ ー効 率化 の1つ の手段 として,ヒ ー トポ

ンプ導入拡大 の試 み も行 われた。

第二次石油 シ ョック後の ヒー トポ ンプの導入

が始 まった当初は,機 器の品質が悪 く,据 付技

術 も未熟であ った ことか ら,ヒ ー トポ ンプは市

場の信頼 を失 った。 さらに,そ の後 の石油価格

の低下 のため市場 が縮小 したことか ら,し ば ら

くの間 ヒー トポ ンプ導入 の低迷が続 いた(こ れ

は,ス ウェーデ ン,オ ース トリア,ス イス,ド

イッといった ヒー トポ ンプの普及率が高い国 に

共通 の事例であ ったが,そ れで もスウェーデ ン

で は年 間1万 台の レベ ル をキー プ してい た)。

その後,省 エネルギーの進展 にともない,新 築

住 宅の断熱効 率が高 くなってきた(熱 ロスが少

な くなって きた)こ とは,ヒ ー トポ ンプの導入

に有利 に働 いた。 また,機 器の性能 向上 による

市場 か らの信頼 回復 も,ヒ ー トポ ンプの導入拡

大 に役立 った。れ らのこ とから,1990年 代 初め

より,各 国共 に,再 びヒー トポ ンプの導入が拡

大基調 となった。なお,競 合相手であるボイラ

ーの燃料 で あ る灯 油価格 の変動 が大 きい こ と

と,電 力価格 が安定 してい たことは ヒー トポン

プの導入拡大 に とって有利 となった。

1990年 代後 半 に は,地 球温 暖化対策 を急 ぐ

べ きとの議論 を背景 に,1997年 に欧州 委員 会

(EuropeanCommission,EC)の 再生可能 エ ネ

ル ギ ー 白 書 「欧 州 共 同 体(European

Communities)の 戦略及 び行動計画」(1)が 取 り

纏 め られ た。 欧州連合(EU)に お ける これ以

降の再生 可能 エ ネルギ ー政策 は,こ の 白書 に

基 づい てい る。 白書 にお い て,欧 州共 同体 に

お ける再 生可 能エ ネル ギー のメ イ ンフ レーム

ワーク とアクシ ョンプランが提 示 され た。

この計画 におい て,EU全 体 での域 内エ ネル

ギー消費量 に占め る再生 可能 エ ネルギ ーの割

表1欧 州委員会の白書における主要再生可能エネルギーの熱利用計画(単 位:Mtoe)

エネル ギーの種類 1995年 時点での

利用量

2010年 時点 での

計画利用量

バ イ オ マ ス 38.04 75

地 熱(ヒ ー トポ ンプ含 む) 0.40 1

太 陽熱 コ レク タ ー 0.26 4

再生可能エネルギー合計 38.7 80

パ ッ シ ブ ・ソ ー ラ ー 一 35

(1>(出所
:EC再 生 可 能 エ ネ ルギ ー 白書)
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合 を,現 状 の6%か ら2010年 まで に2倍 の

12%に まで もってい くことが 明記 された。 白

書 で は,3つ の主 な再生可 能 エ ネル ギー源 を

対 象 として,1995年 時点 での生産 量 と2010年

にお ける計画生 産量 が示 され てい る。 そ の詳

細 を表1に 示 す。再 生可 能エ ネルギ ー による

熱の生産量の 目標 を1995年 時点での38.7Mtoe

(百万原油換算 トン)か ら2010年 には80Mtoeに

引 き上 げる と設 定 してい る。 しか も,そ の主

た る ものがバ イ オマスで,全 体 の90%以 上 の

割 合 を担 う。 ヒー トポ ンプ を含 む地熱 分 は,

増加分 として0.6Mtoeと してお り,再 生可 能エ

ネルギーの1%程 度 を占める。

白書 にお い て は,再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー を

「化 石燃料 で はない再 生可 能 なエ ネル ギー源」

と定 義 し,水 力,バ イ オマス に加 えて,地 熱

(ヒ ー トポ ンプを使 用す る もの を含む)も 再生

可 能 なエ ネル ギー としてお り,ヒ ー トポ ンプ

導入促進の必要性 を強調 している。

また,欧 州 はエネルギー供給 の50%を 輸入 に

依存 してお り,地 域 で突発的 な事態が起 これば,

社会 と経済 の健全性が危 ぶ まれていた。それに

もかかわ らず,反 対 運動 に より原子力発電 の拡

大 にも暗雲が漂 う中,エ ネルギー輸入へ の依存

度 はよ り一層高 まっていた。 この ような背景か

ら,2001年 には欧州委員会 では「欧州のエ ネル

ギー供給 に関す る安全保 障政策 に向 けてのグ リ

ー ンペーパ ー」とい う青書 を発行 した。青書 の

主な内容 は表2の とお りである。

平行 して,欧 州委員会は,2001年 にス ター ト

した 「欧州気候 変動 プロ グラム(ECCP)」(3)

の 中で,主 た る政 策で あ る排 出枠取 引制度 の

策定 ・実施以外 に,再 生可能 エネルギーの利用

促 進,そ してバ イ オマ ス を燃料 として利用 す

る熱 電 併 給 コ ー ジ ェ ネ レー シ ョ ンシス テ ム

(CHP)促 進,さ らには建物 の省 エネルギ ー促

進 等 を大 きな テ ーマ と して掲 げた。 実 際 に,

2001年 か ら2002年 にか けて再生可能エ ネルギー

源 の電力利用指令(RES-E指 令)お よび建物エ

ネル ギー効率(性 能)指 令(建 物指令)が 制

定 された。 また,2004年 には,様 々な奨励策が

表2青 書の主な内容

1.今 後のエネルギーの輸入依存度上昇 を

抑えるためには,省 エネルギーや再生可能
エネルギーの開発が有効である。

2.地 球温暖化問題やエネルギー市場の自

由化によるエネルギーの供給不安 に対応す
るため,省 エネルギーや再生可能エネルギ
ーの導入が有効である。

3.今 後のエネルギー戦略 として,エ ネル

ギー供給に関するリスクを軽減するために,
エネルギー需要抑制策やエネルギー輸入依

存度の抑制策が必要で,輸 入ソースの多様

化に加えて,安 定供給,環 境問題の点から
は,省 エネルギーや域内で自給できる再生

可能エネルギーが最も有効である。

含 まれた熱 電併給 コ・ジェネ レー シ ョンシステ

ム指令(CHP指 令)が 制定 された。 これ らの指

令 は,再 生可能 エ ネルギー の熱利 用 を促 進す

る環境 を醸 成す る と同時 に省 エ ネル ギー を促

進す るものである。

ECCPの 第1フ ェーズ にお いて,フ レキシブ

ル メ カニズム を検 討す る ワー キ ンググル ープ

(WG)1,エ ネルギー供 給 を検討 す るWG2,

エ ネル ギー需要 を検討す るWG3,輸 送分 野で

の対策 を検討す るWG4,産 業分野 での対 策 を

検 討す るWG5,そ の ほか に調査 や農 業 に関す

るWGも 設置 され,2001年6月 に報告 書が発行

され た(4)。ECCPに おいて,RES-E指 令,建 物

指 令,CHP指 令 に加 え,再 生可能エ ネルギー源

の熱利 用 を促進す るための単独 の指令(RES-H

指令)も 検討 され,RES-H指 令 に関す る調査報

告書 も公表 されている。

ECCPに おい て策定 中のRES.H指 令 の影 響 を

検 討 す る ため に,欧 州 委 員 会 は オ ラ ンダの

VHK社 に委託 して調査 を行 った。 そ の報 告書

(再生 可能エ ネルギ ー指令 実施状況 報告)(5)に

は再 生可 能エ ネル ギーの熱 利用 の状 況 がCHP

指令 やRES-E指 令 の実施 状況 を含 めて記 載 さ

れて いる。

本 報告 書 よれ ば,RES-・E指 令 で再 生可 能エ

ネル ギ ーの 対 象 と な って い ない 熱 源 で あ る

「周辺 熱(ambientheat)」 も,RES-Hで は再生
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可能エ ネル ギーの対 象 となる と考 え られ てい

る。「周辺熱」 には地熱 の ほか,空 気(排 気 も

含 む)や 水(地 下水 や地表 水)か ら得 られる

熱 も含 まれ る。 ヒー トポ ンプの利用 に よって,

この周辺 熱 も暖房 や給 湯 に利用 で きる レベ ル

の温度 まで引 き上 げる ことがで きる。従 って,

熱源 として現実 的 に利 用可 能 な再生可 能エ ネ

ルギー源 は主 に,バ イオマス,ソ ー ラー,地

熱(ヒ ー トポ ンプ利 用 に よる周辺 熱 を含 む)

とされている。

しか しなが ら,RES-H指 令 案 につ い ては,

利害 関係者 の一 部か ら反発 を受 け たため,他

の既存 の政策や計 画 中の政 策や措 置 との妥 当

性 を調 整 して,内 容 を修正 す る必 要が生 じて

い る。(2006年8月 中旬 現在RES-H指 令 は発効

してい ない)

ヒー トポ ンプは,熱 利 用効 率 の向上 に よっ

て省 エ ネルギー を図 る もの であ るた め,再 生

可 能 エ ネルギー源 の熱利 用 を促 進 す るための

単独 の指令(RES-H指 令)に よって カバー さ

れ る こ とに なるが,同 時 にRES-E指 令,CHP

指 令,建 物指令 の影 響 を受 け る もの と考 え ら

れる。 そ こで,こ れ ら3つ のEU指 令 について

紹介す る。

①RES-E指 令(6)

RES-E指 令 はECCPの 第1フ ェーズ で提案 さ

れ,2001年9月27日 制 定 され た 。正 式 には

「域 内電 力市 場での再生 可能エ ネルギー源か ら

生産 された電力 の促 進 に関す る欧州議 会及 び

理事会 指令2001/77/EC」(RES-E指 令)と 言 わ

れ る よ うに,再 生可 能エ ネル ギー源 の電力利

用 を狙 い と した もの であ る。RES-E指 令 にお

い て,「 化石燃料 で はない再 生可能 なエネルギ

ー源 で
,風 力,ソ ー ラー,地 熱,波,潮 流,

水 力,バ イオマ ス,埋 立地 ガス,下 水 処理 プ

ラン トガス,及 びバ イ オガス」 を再生 可能 エ

ネルギー源 と定義 して いる。

② 建物指令(7)

EUに お けるエ ネルギ ー消 費 の40%以 上 は非

産 業用 建物部 門 に よる もの で,そ の ほ とん ど

が冷 暖房,給 湯お よび照 明に用 い られ ている。

この よ うな建物 部 門に よる省 エ ネルギ ー を強

化 す るため,建 物 の断熱性 能 を向上 させ るた

め の法 的整備が行 われ,2002年12月 に正式 に

は 「建物 エ ネルギ ー効 率(性 能)指 令」 と言

われる建物指令 が制定 された。

建 物指 令 に よ り,建 物 の 断熱性 能が 向上 し

(熱 ロスが少 な くな り),ヒ ー トポ ンプ を暖房

や給湯 に利 用で きる ようになった。 この ため,

EUの 多 くの国 々で,再 生 可能エ ネルギー源 に

ヒー トポ ンプ利 用 に よる熱 を含 め るよ うにな

って きている。

③CHP指 令(8)

「EU域 内エ ネルギ ー市場 にお ける熱需要 に

基 づ くコー ジェ ネ レー シ ョンの促 進 に関す る

欧州 議i会及 び理 事会指令2004/8/EC」,い わゆ

る一 般 に 「コー ジェネ(CHP)指 令 」 と言 わ

れ る もので,熱 供 給 の促 進 に よる再生可 能 エ

ネ ル ギ ー の利 用 効 率 を向 上 が 期 待 され る 。

2004年2月11日 に制定 され,2月21日 にEU官

報(OfficialJoumal)で 告示 され た。

これ に よ り加 盟国 は,公 布 されてか ら2年

以 内 に国内法化 を完了 し,3年 以 内 に最 初 の

報 告 を行 い,以 降4年 ごとに進捗状 況 な ど を

報 告す る義務 を負 う。

CHPに おける熱供給 とヒー トポ ンプによる熱

供給 は,推 進 に際 しての技術的課題や行 政手続

な ど,ほ とん どが共通事項 であ り,CHP指 令 の

実施 の推移 について注 目する必要があ る。

3.EU諸 国 における再 生可能 エネル ギー

と しての ピー トポ ンプ

欧州では地域暖房 に占めるCHPの 割合 は比

較的高い(9)。地中海沿岸諸国を除 き,一 般 に

気候が寒冷であるために地域暖房が広 く普及

している。1970年 代 の2度 の石油危機 を契機i

に,CHPの 燃料 に天然ガスやバ イオマスが広

く導入 されるようになった。電源構成に占め

る化石燃料比率が低い国々では,石 油価格が
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上 昇す れ ば電 力価格 が相対 的 に割安 に なるた

め,地 域暖房 へ の ヒー トポ ンプの導入 も促進

され た。 ただ し,近 年,バ イオマ ス燃料CHP

の比率 が上昇 す る傾 向 にあ るため,地 域暖房

用 ヒー トポ ンプの比率が徐 々に低 下 して きて

いる。 しか し,最 近の石油価 格上 昇 に と もな

い,再 び,地 域 暖房へ の ヒー トポ ンフ.の導 入

が進 む ことが期待 されている。

欧州 におけ る地熱 の導入量お よび ヒー トポ ン

プの導入例が前述 のVHKレ ポー ト(5)に示 されて

い る。200MWth以 上地熱 を利用 してい る国の中

で,地 熱 を利用 した ヒー トポ ンプが導入 されて

い るのは,ス ウェーデ ン,オ ース トリア,ス イ

ス,ド イツ,フ ランスの5力 国である。 アイス

ラ ン ドは地 熱の温 度が 高 く,地 熱発 電や地 熱

CHPが 大部分 で,ヒ ー トポ ンプはほ とん ど導入

されて い ない。表3に 人 口千 人当 た りの ヒー

トポ ンプ導入 台数 とエ ネルギー消費量 を示す。

なお,欧 州 の戸建住 宅 では,わ が国 と異 な り,

部屋毎 に ヒー トポ ンプを設 置す るので はな く,

セ ン トラル ヒーティングタイプのヒー トポ ンプ

を設置するのが主流 となっているため,そ の分

設置台数 は少 な くなるが,そ れ を考慮 して も,

わが国 よ り桁違い に少 ない ヒー トポ ンプの導入

量 となっている。

化石燃料 を使用 したCHPの 代替 として未利用

表3人 口千人当たりのヒー トポンプ導入台数とエネルギー消費量

国名

ヒー トポ ンプ

導入台数

(2000年)

人口(千 人)

(2000年)

千人当りの
導入台数

一次エネルギー

消費量(万 トン石油)

1998年

千人当 りの
エネルギ ー

消費量

ス ウ ェー デ ン 370,000 8β72 41.7 4」19 0.46

オー ス トリア 149,000 8,110 18.4 2,503 0.31

ドイツ 100,000 82,017 1.2 32,272 039

スイス 67,000 7」70 93 2,346 0.33

デ ンマ ー ク 33,000 5,337 6.2 1,672 0.31

ノル ウ エー 30ρ00 4,493 6.7 2,659 0.59

フランス 30,000 58,892 0.5 23,564 0.40

オランダ 29,500 15,864 1.9 8,337 0.53

フィンラ ン ド 15,000 5,176 2.9 2,599 0.50

ベルギー 6,500 10,249 0.6 5,272 0.51

イギリス 3,000 59,501 0.1 23,267 0.39

(出噛 纏 舗 ㎞gy㎞eST　 E8　 　 dD　 瞬VHK(2002)お よび世界)

表4再 生可能エ ネル ギー としての ピー トポンプの取 り扱 い

エネルギー白書等におけるヒー トポンプの扱い 資料出典

ドイツ

再生可能エネルギーの リス トにヒー トポンプの記載 は無い。

再生可能エネルギーに地熱利用 を含 める。

RENEWABLEENERGlES

Thewayforward

本文中に ヒー トポンプの記載 は無い。

図中 でヒー トポンプを再生可能エネルギーに含める。

ENVIRONMENTALPOLICY,Renewableenergysourcesinfigures

-nationalandinternationaldevelopment-Status:March2004一

フランス 再生可能エネルギーの統計に熱利用 として計上済み。 energyinFrancehighlights2002edition

ス ウ エー デ ン

ヒー トポンプを再生可能エネルギーに含めていない。

地域冷暖房 を中心に ヒー トポンプによるエネルギー量削減効

果の記述多 し。

EnergyinSweden2004

イギ リス 再生可能エネルギーの説明にヒー トポンプ明言。 ENERGYWHITEPAPER2003

デ ンマ ー ク
エネルギー行動計画にコージェネからヒー トポ ンプへの転換

によるCO2削 減量が織 り込み済み。
ProposalforaCiimateStrategyforDenmark

ノル ウ エー
ヒー トポンプを含 む再生可能 エネルギー利用技術の改善が長

期的にはエネルギー問題の解決になると明言。
ReporttotheStortingNo.29(1998-99)onNorvvegianenergypolicy

スイス

ヒー トポンプを再生可能エネルギーに含めるとした。 CampaignforTakeOffforrenewableheatpumpsmlreland,

Coun重ryreport,April2004

2010年 のターゲッ トにおいて,ヒ ー トポンプを再生可能エネ

ルギーに含めて提示

Respondingministry/office;SwissFederalOfficeofEnergy

SWITZERLANDREPORTFORCSD-14/15-ENERGY
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エ ネルギー(地 中熱)を 用 いた ヒー トポ ンプを

使 用 している国 と して,デ ンマーク,フ ランス,

ドイツ,ポ ーラ ン ド,ト ル コ,イ ギ リス等が あ

る。未利用 エネルギーを用 いた ヒー トポ ンプに

よって地域暖房 を行 っている と報告 されている

の は,ス ウェーデ ン とノルウェーの2力 国で,

それ以外 の国 についての詳細報告 はない。

さて,再 生可 能エ ネルギ ー と しての ヒー ト

ポ ンプの取 り扱 い について は,国 に よって多

少異 な る。 表4に それ らを取 り纏 めて 示 す。

ス ウェ ーデ ン,デ ンマー クの ように,再 生 可

能エ ネル ギー以外 の ものが電源 構成 に含 まれ

るため に,ヒ ー トポ ンプを再生 可能 エ ネルギ

ー に含 め る との 明言 を避 けなが ら も
,ヒ ー ト

ポ ンプ による省エ ネルギー に よ り地球 温暖化

ガス の削減 に効果 が あるた め,ヒ ー トポ ンプ

の導 入促 進 を図 るべ き と してい る 国が あ る。

一 方
,フ ラ ンス,イ ギ リス,ス イス,ノ ル ウ

ェー の ように,そ れ ぞれの 国の 白書等 で ヒー

トポ ンプを再 生可 能エ ネル ギー に含 め る と明

言 している国 も多 い。

[ドイツ]

ドイッで は,連 邦 政府 環境省 が発 行 す る再

生可能 エネルギーの将来 とい う レポー ト(lo)に

は,ヒ ー トポ ンプ につ いての記 載 は無 く,地

熱 につ いて コメ ン トしてい るだけで ある。 一

方,環 境 政策 とい う レポー ト(11)では,本 文 中

には ヒー トポ ンプにつ いての記載 は無 い もの

の,図 表 中で ヒー トポ ンプ を再生 可能 エ ネル

ギー に含 めて い る。 しか しなが ら,ヒ ー トポ

ンプが地球 温 暖化 ガス の削 減 に効 果が あ るた

め,政 府 の助成 策が 地方 ご とに異 なる シス テ

ムで採 用 され,ヒ ー トポ ンプの導 入拡 大 に貢

献 してい る。

[フ ランス]

フ ランスで は,経 済 ・財 政 ・産業 省 のエ ネ

ルギ ー ・一次 資源 局 が公 表 して いる再生 可能

エ ネルギ ー電 熱源 量 に,ヒ ー トポ ンプを再生

可能エ ネルギー に含 めて公表 してい る(12)。フ

ランス政府 は,「2003年 度財 政法」の 中で,ヒ

ー トポ ンプを含 む再 生可 能エ ネルギ ー を利用

した設備 に対 す る優遇 税制 につ いて規定 して

い る。 また,フ ラ ンス電 力公 社(EDF)は,

家 庭用 ヒー トポ ンプ設備 を普及 させ るサ ー ビ

ス を導 入 して い る 。 さ ら に,住 宅 改 善 庁

(ANAH)は,ヒ ー トポ ンプ導 入の助成金 を提

示 している(13)。

[ス ウエーデン]

ス ウェー デ ンのエ ネルギー 白書(14)で は,ヒ

ー トポ ンプを再 生可 能エ ネル ギー と して規定

してはい ない もの の,ヒ ー トポ ンプに よる省

エ ネルギー効果 に関す る記述 は多 い。1981年

～1991年 には政府 の補助 金 に よる助成 策が取

られ,ヒ ー トポ ンプの普 及が進 ん だ。現在 で

は,ス ウ ェーデ ンの ヒー トポ ンプ市場 はす で

に 自立可 能 な状 況 にあ り,政 府 の補助 政策 は

必 ず しも必要不可欠 な状 況では ない。

[イギ リス]

イギ リス では,エ ネルギー 白書(15)の 中で ヒ

ー トポ ンプを再 生可 能エ ネル ギー に含 め てい

る。地中熱,河 川水,下 水,空 気 を熱源 として,

ヒー トポ ンプに よって水や空気 を加熱す ること

が再生可 能エ ネルギーである としている。

[デンマーク]

デ ンマ ー クの取 り組 み は早 く,1976年 には

「国家エ ネルギー計画」 を策定 し,そ の中で熱

電 併給 コ ジェ ネ レー シ ョンシス テ ム(CHP)

の普及促進,石 油暖房 の代 替 と しての天然 ガ

ス やバ イオマス利 用 の地域 暖房 等 の省 エネ ・プ

ロ グラムの導入 を うた ってい た。 デ ンマ ー ク

で は,気 候 変動対 策案(16)の 中で,地 域 暖房 の

エ ネル ギー源 を石油燃 料 のボ イ ラーか ら ヒー

トポ ンプに変更 す る事 に よる炭酸 ガス削減効

果 を計上 してい る。
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[ノル ウエー]

ノル ウェーで は,エ ネル ギー政策 の レポー

ト(17)の中で,ヒ ー トポ ンプ を含 む再生可能 エ

ネルギー利用技術 を改善す ることが,長 期 的に

見 てエ ネルギー問題 の解決 になる と明言 してい

る。 ノル ウェーは豊富 な水力資源があ り,電 源

構城 に占め る再生可能エネルギー比率が99%以

上 を占め,ヒ ー トポンプを再生可能エ ネルギー

として規定 して も問題 がないもの と思 われ る。

[ス イス]

スイス では,ヒ ー トポ ンプ導入促進 計画 が

国 のエ ネル ギー政策 「energie2000」 に組 み入

れ られた。 ス イス ヒー トポ ンプ促 進協 会 の設

立,ヒ ー トポ ンプの品質 と性能 の改善,ヒ ー

トポ ンプを設置 す る消費者 に対 す る補 助金 と

い う3つ の プロ グ ラムが推 進 され た。 また ,

2010年 の ターゲ ッ ト(18)にお いて,ヒ ー トポ ン

プ を再生可 能エ ネルギーに含 めて提示 した。

以 上 の ように,ヒ ー トポ ンプ設 置数 の多い

ス ウ ェーデ ン,オ ース トリア,ド イ ッ,ス イ

ス では,ヒ ー トポ ンプ を再生 可能 エ ネルギー

と して規定 しない場合 であ って も,戸 建住 宅

向 けの ヒー トポ ンプに対 す る政府助 成策 とと

もに,建 物 の断熱性 能 を向上 させ るべ く建物

基 準 の改定が行 われ,ヒ ー トポ ンプの導入促

進 が図 られ た。 それぞ れの政府 が,ヒ ー トポ

ンプは地球温 暖化 ガス の抑 制 に効果 的で ある

と判断 したためであろ う。

4、 日本の現況

(1)ヒ ー トポ ンプの位置づ け

以上 の ように,統 一的な方針 は出ていない も

のの,欧 州で は多 くの国で従来 の地中熱利用 の

みな らず,大 気熱利用 まで対象範囲 を広 げてヒ

ー トポ ンプを熱利用分野 の再生可能エネルギー

として進めている ことが判 った。 また,ス ウェ

ーデ ンの ように既 に国際エネルギー機 関(IEA)

へ再生可能エネルギーの普及実績 として空気熱

利用の ヒー トポ ンプを計上 している国 もある。

一 方
,日 本 では ヒー トポ ンプを京都 議 定書

目標 達成計 画 におい て民 生部 門の給 湯,空 調

分野 で高 い省エ ネル ギー効果 があ る こ とか ら

普及促 進等 の必 要性 を明記 してお り,省 エ ネ

ルギ ーの重点施策 として位 置づ けてい る。

また,現 行 の 「新 エ ネル ギー利 用 等 の促 進

に関す る法律」(新 エ ネ法,1997年 施行)で は,

河 川水,海 水,下 水 な どの熱 エ ネルギ ーを利

用 す る温度差 エネルギーが定義 されてい るが,

これ らのエ ネル ギー もヒー トポ ンプが なけれ

ば利用 で きない ようなエネルギーであ る。

(2)「 再 生可 能 エネル ギー」 と 「新 エ ネル ギ

ー」 の概念整理

現 行新 エ ネ法 で い う 「新 エ ネル ギー」 とは

「技術 的 に実用化段階 に達 しつつ あるが,経 済

性の面 での制約か ら普及 が十 分で ない もので,

石油代替 エネルギ ーの導入を図るため に特 に必

要な もの」 であ り,石 油代替 という概念 に基づ

いている(図3)。

他方,「 再 生可 能エ ネルギー」 の定義 につい

て,国 際機 関や諸外 国で統一 的な ものはない。

しか し,例 えば,IEAは 「絶 えず補充 される 自

然 の プ ロセス 由来 の エ ネル ギ ー」 と定 義 し,

太 陽,風 力,バ イオマ ス,地 熱,水 力,海 洋

資 源 か ら生成 されるエ ネル ギー を含 む と して

いる。一方,日 本 では 「再生可能 エ ネルギ ー」

を 「『供給サ イ ドの新 エ ネル ギー』 に水 力(揚

水 式 を除 く)お よび地熱 を合計 した もの」 と

して きて い る(「 新 エ ネ ル ギ ー部 会 報 告 書 」

(平成13年6月))(19)。

また,「 再生可能 エネルギ ー」が供給 サ イ ド

の エ ネルギ ー を意 味す る一 方で,現 行新 エ ネ

法 にお ける 「新 エ ネルギ ー」 には,エ ネル ギ

ーの製造 や利用 といっ た 「需要 サ イ ドのエ ネ

ルギ ー」が含 まれている。

ここに きて 日本 政府 は,「 再生可能 エネル ギ

ー」 の導入 拡大 に向 けた ス タ ンス を明確化 す

るため に,
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(出所:「 平成17年 度エ ネルギー に関す る年次報 告」(エ ネルギー白書2006))

図3現 行 新 エ ネ 法 に お け る 新 エ ネ ル ギ ー

①再生 可能エネルギーの導入拡大,

② 革新 的 なエ ネルギ ー技術 の開発 ・利用 の

促進,

の2つ をこれ まで の新 エ ネル ギー政 策 に代 わ

る新 たな政策 の基軸 とすべ きであ る と し,再

生 可能 エ ネルギ ーに関す る国際 的 な用 語 の使

用 との整合性 を持 たせ るため 「新エ ネルギー」

の概念 の範囲 を図4の ように整理 した(「 第18

回新 エ ネルギ ー部 会 中間報告(案)」(平 成18

年5月))(20)。

新基軸のうち① については,再 生可能エネ

ルギーの国際的整合性を図ったものだか,注

目すべ きは新 たに設けられた②である。 これ

は 「革新的エネルギー技術 開発利用」 と呼称

し,現 日寺点では 「再生可能エネルギーの普及

に資する新規技術」,「エネルギー効率の飛躍

的向上に資す る新規技術」,「エネルギー源の

多様化に資する新規技術」 を対象 としている。

今回の 「中間報告(案)」 では,現 行新エネ

法で明記 されていなかったヒー トポンプがハ

新エネルギー

石油代替エネルギーを製造,発 生,利 用す

ること等のうち,

①経済性の面での制約から普及が進展 し

ておらず,か っ,

②石油代替エネルギーの促進に特に寄与

するもの

○ 供給サ イ ドの新 エネル ギー

太陽光発電 太陽熱利用

、風力発電 雪氷熱利用

バイォマス発電 バイオマス熱利用

バイオマス燃料製造 温度差エネルギー

廃棄物発電 廃棄物熱利用

廃棄物燃料製造

■■■■■口■■■■■日■■臨■■■■口圏■■

○ 需要サ イ ドの新エ ネルギ ー

クリーンエネルギー自動車

天然ガスコージェネレーション

燃料電池

導入目標設定

再生可能エネルギーの

うちその普及のため支

援を必要とするもの

技術革新の進捗等に応じて
対象となる技術を精査

化石原料由来廃棄物発電 ・熱利用 ・燃料製造(※ 〉一
(※)化 石原料由来廃棄物発電・熱利用 ・燃料製造については,

省エネルギーの一手法として位置づけられる。

(出所 資源エ ネルギー庁 「新エ ネルギー部 会報告書骨子(案)」,2006年5月11日)

図4新 エネルギーと再生可能エネルギーの概念整理
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イ ブ リ ッ ド自動車 な どとと もに 「エ ネルギ ー

効 率 の飛躍 的 向上 に資 す る新規 技術」 と して

分 類 され る こ ととなった。今後 は新 エ ネル ギ

ー政策 の 中で もヒー トポ ンプの普及促 進 を目

指 す ことになるだ ろう。

(3)風 力,太 陽光 の3倍 にも上 るエネル ギー

の利用量

日本 で は太 陽光 ・風力 エ ネルギ ー供 給量 は

原油 換算 で65万 認※1で あ る。 しか し,ヒ ー ト

ポ ンプ による空気 熱エ ネルギ ー利 用量 を原 油

換算 す る と,そ のお よそ3倍 の172万 々4※2に

相 当す る。 日本 の石 油輸入量 は2004年 度 で2

億4,200万le4※1。 資源の乏 しい 日本 にとっては,

「空気 熱 エネルギ ー とはCO2を 出 さず,政 情不

安 な どの影響 を受 け ない 国産 の エ ネ ルギ ー」

と も言 え る。最終 エ ネルギ ー消 費 に占め る割

合 は燃焼 方式 に比べ まだ少 ない もの の,す で

に ヒー トポ ンプ給 湯機(エ コキュ ー ト)48万

台,ヒ ー トポ ンプエ アコ ンが1億 台 普及 して

お り,空 気熱利 用 とい う点 で 日本 は世界 で も

最 も進 んだ再 生可 能エ ネルギ ー利 用 国家 と言

えるだろ う。

さらに,日 本 の ヒー トポ ンプ技術 は世界 の先

端 を行 く。新 興国 ・欧州 な ど も民 生部 門で空

調 ・給 湯需 要に よって化石燃料 が多 く消費 され

てい るため,こ こに適用 されれば海外 での環境

改 善 にも寄与 する ものであ る。従 って,エ ネル

ギー政策に限 らず環境技術 での世界貢献 は経済

産 業政策において も,ヒ ー トポ ンプ技術が重要

な要素 となる もの と考 えている。 国際的 に不安

定 なエ ネルギー需給の状況下で需要側対策 とし

て ヒー トポ ンプが果 たす役 割は少 な くないはず

である。官民一体 とな り,国 際的な視野 の もと,

技術 開発 か ら施策 まで を有機 的に連携 し,地 球

規模 での普及促進 に繋がる ように 日本が導い て

い くことを期待 したい。
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Energy,SWITZERLANDREPORTFORCSD-14/15-

ENERGY

(19)http二 〃www.meti.go.jp/report/data!glO705aj.html

(20)http;〃www.meti.go.jp/committee/materials/g60613(lj.html

※1日 本 エ ネルギ ー経済研究所計量分析ユ ニ ッ ト編 「2006年版

2006年2月 。

※2働 ヒー トポ ンプ ・蓄熱セ ンター調べ

エ ネル ギ ー ・経 済 統 計 要 覧 」,側)省 エ ネル ギ ーセ ン タ ー,
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研究所のうごき
(平 成18年7月11日 ～9月30日)

◇ 第25回 理事会

日 時:7月20日(木)ll:00～11:45

場 所:経 団連会館(9階)901号 室

議 題:

第一号議案 役員の一部改選について

第二号議案 評議員の一部交替について

第三号議案 平成17年 度事業報告書および決算報

告書について

第四号議案 その他

◇ 第12回 賛 助 会 員 会 議

日 時:9月14日(木)16:00～19:30

場 所:千 代 田 放 送 会 館

2階 ホ ー ル ス タ ジオ ・!階 ラ ウ ンジ

議 事 次 第:

1.働 エ ネ ル ギ ー総 合 工 学 研 究 所 の調 査 研 究 活 動 の

状 況 につ い て

2.研 究 報 告 「バ イ オ マ ス エ ネ ル ギ ー の将 来 展 望 」

3.講 演

「わが 国 の エ ネ ル ギ ー 政 策 の あ り方」

(エ ネ ル ギ ー ・ジ ャー ナ リス ト 新 井 光雄 氏)

◇ 月例研究会

第248回 月例 研 究 会

日 時:7月28日(金)14:00～16:00

場 所:航 空 会 館5階501・502会 議 室

ア ー マ.

1.日 本の東アジア ・エネルギーセキュリテ ィ

戦略 はいかにあるべ きか一期待 されるアジ

ァとのエネルギーパー トナーシップー

(㈱三菱総合研究所 地球環境研究本部

地球温暖化対策研究グループ 主任研究員

シニア ・エコノミス ト 藤井 秀昭 氏)

2.中 国の電力事情

(働海外電力調査会 電力国際協力センター

業務部 部長代理 中山 元 氏)

第249回 月例 研 究会

日 時:9月29日(金)14:00～16:00

場 所:航 空 会館5階501・502会 議 室

ア ー マ.

1.新 規 半 導 体(Sic,GaN)の パ ワ ー エ レ ク ト

ロ ニ ク スへ の 展 開

((独)産 業 技 術 総 合研 究 所 パ ワー エ レ ク ト

ロ ニ ク ス研 究 セ ン ター セ ン ター 長

荒 井 和 雄 氏)

2.最 近の大型二次電池の開発状況

(働 電 力 中 央 研 究 所 材 料 科 学 研 究 所

材料物性 ・創製領域 エネルギー変換 ・貯蔵

グループ 主任研究員 三田 裕一 氏)

◇ 主なできごと

7月11日(火)

19日(水)

8月1日(火)

8日(火)

11日(金)

24日(木)

29日(火)

9月1日(金)

6日(水)

13日(水)

15日(金)

28日(木)

◇ 人事異動

・第1回 低品位化石資源導入によ

る原材料生産 プロセス、エネル

ギー利用 におけるリスク可能性

発現 に関する予測調査委員会
・第1回 「ベ トナム ドンナイ省

における産業廃棄物の発生 ・処

理状況及び産廃発電モデル事業

の実施可能性 に関する基礎調査」

専門委員会
・第1回 リスク情報検討委員会

・第2回 革新的技術 に関する研究

委員会
・第1回 バイオマスエネルギー導

入シナ リオお よび総合ロー ドマ

ップ策定に関する調査委員会

・第1回 エネルギーモデル検討委

員会
・第2回 高温ガス炉 プラン ト研究

委員会
・第!回 水素FC技 術検討WG 、エネ

ルギー需要 ・利用形態検討WG合

同WG
・第1回 無触媒石炭乾留ガス改質

技術開発委員会
・原子力水素研究会

・第2回 「ベ トナム ドンナイ省

における産業廃棄物 の発生 ・処

理状況及 び産廃発電モデル事業

の実施 可能性 に関す る基 礎調

査」専門委員会
・第2回 品質別電力供給 システム

総合調査委員会

08月1日 付

(嘱託採用)

寺本英司 事務局員

09月30日 付

(出向解除)

西間木幸彦 プロジェク ト試験研究部 主任研究員
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編集後記

最近,ア ジアが特 に政治面の動向か ら

世界的 に注視 されてお りますが,エ ネル

ギー面 に関 して も今後の展開を注視する

必要があるようです。 日本エネルギー経

済研究所報告(2006年9月)に よれば,

長期(2030年)エ ネルギー需要予測 にお

い て,世 界全 体 は現状(2004年)か ら

1.6倍(石 油換算102億 トンか ら159億 ト

ン)と なるが,そ の内アジアは2倍(同

31億 トンか ら62億 トン)に 増加 し,ま た,

世界シェア も現状30%か ら40%に なると

予想 されています。そ して,そ の増加の

大半(約7割)を 中国 とイン ドが占める

といわれ ます。1人 当た りのエネルギー

消費量が,日 本の10分 の1に も満たない

国が多いアジア諸国が発展 し,よ り多 く

の エネルギ ーを消費 し豊か になる こ と

は,喜 ば しいこ とではあ ります。しか し,

このままの状態 で推 移 した場合,IPCC

(気候変動政府 間パ ネル)シ ナ リオによ

る深刻 な温暖化 を避 ける将来 のCO2発 生

量期待値(例,2100年 で現状 レベルかそ

れ以下)と 大 きな乖離が生 じる と懸念 さ

れ ます し,一 方では最近話題 になってい

る石油 ピークとの関係で,エ ネルギー確

保 もます ます困難 となって くる と考え ら

れ ます。アジアにお けるエネルギー問題

の解決 に資す る日本の役割が益 々重要に

なってきているので はないで しょうか。

さて,本 号はご覧いただ きました よう

に,巻 頭言 から寄稿記事 までアジアのエ

ネル ギ ー事情 を取 り扱 った記 事 を重 点

的 に掲 載 いた しま した。 と りわ け,芦

田譲 京都大 学教授 と当所秋 山理事長 と

の対 談で は,エ ネル ギー ・資 源状況 と

評価手 法,さ らにアジアを視 野 に入 れ

た資 源探査 の動向 ・問題 に関 し,両 氏

の思 い も込 めて語 られてお ります 。エ

ネ ルギ ー問題,特 にアジアのエ ネルギ
ー事 情理解 のお役 に立 ててい ただけれ

ば幸 いです。

過 日の安倍 新首相 の所信 表明演 説で

は 「日本 を,世 界の 人々が憧 れ と尊敬

を抱 き,子 ど もたちの世代 が 自信 と誇

りを持 てる 『美 しい国,日 本』 とす る」

との覚悟 を述べ てあ りますが,現 実 の

日本 は隣国諸 国か ら,必 ず しも 「憧 れ

と尊 敬」 を持 って見 られてい ない よ う

に思 われ ます。 その鍵 を握 るのが万 国

共通 の 「技 術」,そ の国独 特 の 「文化 」

で あ り,ま た一人一 人が隣i国に寄せ る

「関心 と理解」 の深 さではないで しょう

か。

筆 者 な りともこの秋の夜長 に,昔 読

んだ吉 川栄治の 「三国志」 や 「水濡伝」

をひ もとき,「 チ ャングムの誓 い」 を見

て 中国や韓 国を理解 したい との思 い を

新 た に した次 第ですが,焼 け石 に水 で

しょうか …

秋 深 き隣 は何 をす る人 ぞ 芭蕉

/」、JII糸己一 良「S言 己
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